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第 1章 序論

第 1節 問題提起・先行研究

現在景気は回復傾向にあるが、債務超過等による資金繰 りの悪化に伴い、経営危機状態

に陥る大企業も少なくない。そして、そのような企業は、比較的簡易な手続きで行われる

私的整理において、増資、債務の株式化 (Debt Equity Swap:DES、 現物出資型の債務の

株式化)や債務免除等の様々な手法を用いて財務内容の改善を図り、または第二会社方式

などのM&Aを 活用することにより企業を再生 。存続させようとする。そこで、特に問題

となるのが多額の債務免除益等が計上される場合である。当該債務免除益等に法人税が課

されると企業再生を阻害するおそれがあるからである。

そのような企業再生を阻害する税制上の問題点を解決し、企業再生を促進させるための

措置として、企業再生税制が設けられている。企業再生税制は、法的整理手続や一定の私

的整理手続により債務免除益等 (債務免除、DESに よる債務免除益、私財提供益)が計上

された場合には、期限切れ欠損金 (設立当初からの欠損金 (未使用欠損金)か ら青色欠損

金および災害損失金を控除した金額)の損金算入および資産の評価損益の計上が認められ

(法人税法第 59条、第 25条、第 33条 )、 さらに一定の場合においては青色欠損金の控除

限度額を適用除外とし、通常の企業に比べて多額の租税負担が免除される優遇措置である。

この規定については、平成 17年度税制改正により大幅な見直しがなされ、それ以後も幾

度も改正が行われてきた。しかし、この企業再生税制は、政策的な意味合いが強く、税法

の原則である租税法律主義・租税公平主義、および所得計算原理、さらには企業経営に対

する租税の中立性の観点からすると望ましくない面もある。すなわち、企業再生税制は、

上記のような優遇措置により租税負担を軽減ないし排除できること等から、同一産業にお

ける企業の市場競争にも歪みを生じさせる可能性も出てくるのである。

上述した問題点があるにも関わらず、これまで企業再生税制および DESに関する研究

においては、条文の解説等が多く、会社法 。税法 。経営等の総合的な視点から論考したも

のは比較的少ない。また、DESについても、東京地方裁判所平成 21年 4月 28日 判決の

評釈や、会社法の観点から券面額説および評価額説といった学説の妥当性等の議論は多く

なされているが、税法的視点からの議論はあまりなされていない。さらに、法人税法第 59

条について規定されている企業再生税制の議論も、企業再生時において期限切れ欠損金で

1‐



債務免除益が計上された部分と相殺させるという点についての妥当性や、期限切れ欠損金

が当然のように復活し遡及適用されている点について論考されているものは少ない1。

本研究は、上述した研究課題の下で、これまであまり議論されてこなかった、租税の公

平性・中立性の視点から企業再生税制、特に DESと 債務免除益課税について分析 。検討を

試み、アメリカおよび ドイツの企業再生税制と比較考察することにより、新たな問題の発

見と解決策を検討し、理論と実践において整合性のある新たな企業再生税制の構築を試み

たものである。

第 2節 研究方法・構成

本研究は、前述の研究課題の下で、論点を次の 5つに絞り考察する。まず第 1点は、企

業再生手法としてどのような手法 。手続があるか、またその処理方法等を会計 。税法的視

点から検討する。特に DESに より生じる債務免除益課税については、益金を構成するの

か否か等について、実体法を解釈論的に考察する。そして第 2点には、企業再生税制の変

遷、現行法における法的整理手続、一定の私的整理手続の場合の取扱いの相違等を実体法

に基づいて考察し明確にする。また、DESに関する判例を分析 。検討し、DESの法的性

格を検討する。第 3点 としては、日本航空株式会社 (JAL)の事例も交えながら現行法に

おける問題点の検討を行 う。特に重要となるのが、欠損金の繰越控除制度である。欠損金

の意義や繰越控除の期間制限および控除制限における問題点について分析 。検討し、論考

する。さらに第 4点 としては、アメリカおよび ドイツの企業再生について、企業再生時に

どのような処理 。手続が行われ、会社法・税法等においてどのような措置がとられ、また

どのような議論がなされているかを考察し、日本の制度との比較検討を行 う。そして、最

後の論点としては、税法 。会社法 。会社更生法 。民事再生法等の視点から総合的に分析 。

検討し、理論的、実践的に望ましい企業再生税制のあり方を提言する。

本論文の内容構成は、全 11章からなる。まず第 1章「序論」においては、本論文の問題

1 高橋祐介「企業再生と債務免除益課税」『総合税制研究』第 12号 (2004年 3月 )162‐
198頁。高橋祐介「事業再生と法人課税」金子宏 。中里実・J.マーク・ラムザイヤー編『租
税法と市場』(有斐閣、2014年 )415‐ 431頁。所得税法上の債務免除益課税について詳細
に検討している論文として、増井良啓「債務免除益をめぐる所得税法上のいくつかの解釈
問題 (上 )」『ジュリスト』第 1315号 (2006年 7月 )192‐ 199頁。増井良啓「債務免除益
をめぐる所得税法上のいくつかの解釈問題 (下 )」『ジュリスト』第 1317号 (2006年 8
月)268‐273頁。

‐
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提起 。先行研究、および研究方法 。構成について述べる。次に、第 2章 「企業再生の現状

と法務の概要」においては、日本の経済状況や倒産状況について述べ、財務内容改善のた

めにどのような方法がとられているのか考察する。また、法的整理と呼ばれる会社更生法

による会社更生手続、民事再生法による民事再生手続、および私的整理による再生手続の

方法について実体法に基づいて概要等を述べる。

第 3章 「企業再生と債務の株式化」においては、企業会計、会社法および法人税法にお

けるDESの概念や処理方法等を分析することによりDESの概要について、DESの意義、

導入の経緯、DESと 金銭出資型の DES(以下、擬似 DESと いう。)と いった類型などを

述べる。特に、会社法においては、券面額説と評価額説といった 2つの見解があり、会社

法上はいずれを採用するかにより会計処理が異なることについて述べる。また法人税法に

おいては、擬似 DESの取扱いおよび組織再編成税制の適用対象となった DESに関して、

債務者会社および債権者会社から課税関係を適格現物出資と非適格現物出資とに分けて検

討する。

第 4章 「債務の株式化の法的性格に関する判例の分析 。検討」においては、DESから債

務消滅益 (免除益)が生じるか否かが争点となつた最高裁判所平成 23年 3月 29日 判決に

ついての分析・検討を行 う。当該判例は、一般的な DESに関するものではなく、関連会社

を介在させて DESを実施し、また、本件 DESが適格現物出資に該当するなど特殊なもの

といえるが、DESに係る課税関係について裁判所が判示した数少ない事例であり、本論文

を作成する上で重要である。特に、DESの法的性格を法人税法上どのように解釈し、債務

免除益として課税しうるかについて分析・検討する。さらに、擬似 DESを用いたスキーム

に対して法人税法第 132条を適用するか否かが争点となった東京高等裁判所平成 13年 7

月 5日 判決 (日 本スリーエス事件)を用いて擬似 DESに関して分析・検討するとともに、

DESと の課税の整合性に関する問題点を指摘し論じる。

第 5章 「企業再生税制における債権者 。債務者側の法務 。税務」においては、まず企業

再生税制における債務者側および債権者側の取扱いを述べる。そして、法人税法第 59条

に規定されている企業再生税制の沿革等を述べ、いかなる理由から、当該規定が制定され

たのかについて考察する。

第 6章 「企業再生と繰越欠損金の税務」においては、欠損金の繰越控除制度について制

度の趣旨を述べ、会計上および税法上における欠損金の意義や概念を比較・検討する。ま

た、税法上においては、欠損金の繰越控除期間について期間制限を設けているが、この点
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についても租税負担の公平等の観点から検討を行 う。

第 7章 「企業再生方法に対する税法的分析 。検討」においては、債権放棄 (債務免除)

および DESに よる債務免除益課税の根拠について益金概念から検討を行 う。また、企業

再生税制の問題点を述べるにあたり、日本航空株式会社の事例を題材として、租税公平主

義、すなわち租税の公平性 。中立性の観点等から考察を行 う。

第 8章 「アメリカにおける企業再生と税制」においては、アメリカの企業再生の状況お

よび米国連邦倒産法 (Bankruptcy Code)の第 11章 (Chapterll)についての概要を述べ、

企業再生税制として規定されている内国歳入法 (Internal Revenue Code)第 108条の解

釈・適用等について分析・検討を行 う。アメリカにおいても、債務免除益については総所

得に算入される。しかし、日本でいう民事再生法と同様の手続きである Chapterllが適用

された場合には、Chapterllにより生じた債務免除益については総所得不算入とし租税属

性の減額がなされる。このような取扱いの妥当性等を含めて分析・検討する。

第 9章 「ドイツにおける企業再生と税制」においては、 ドイツの企業再生税制の概要を

述べ、再生利益 (Sanierungsgewinn)等 の取り扱いについて検討を行う。ドイツにおいて

は、DESは簡易の減資と現物出資の 2段階手続と解されており、日本と同様に債務者企業

の処理方法として再生利益 (債務免除益)が生じる時価説と券面額説とが対立しているた

め、 ドイツでどのように議論されているのか分析 。検討する必要がある。また、法人税法

上、「最低課税制度」と呼ばれる制限措置の導入はあるが、原則として欠損金は無期限に繰

り越すことができる。欠損金の取扱いについても、日本と異なつているため当該内容も含

めて企業再生税制について比較・検討を行 う。

第 10章 「企業再生税制に対する総合的分析・検討と解決策」においては、第 2章～第 9

章までにおいて検討してきた DES、 擬似 DES、 欠損金の繰越控除制度、企業再生税制に

おける論′点を整理し、アメリカ、 ドイツの企業再生税制と比較 。検討を行い、租税公平主

義、すなわち租税の公平性・中立性の観点等から再び論考する。そして、現行法の問題点

の整理・検討を行い、当該問題点について解決策を提言し、その妥当性について論究し、

最後第 11章 「結論」に至る。



第 2章 企業再生の現状と法務の概要

第 1節 経済情勢と企業再生

バブル崩壊や 2007年の米国におけるサブプライムローン問題に端を発した世界金融危

機による土地や株式の価値の下落は、景気の低迷による企業業績の悪化とあわせて不良債

権問題を発生させ、その結果として 2008年、2009年頃に倒産する企業が増えた。しかし、

2015年度においては、倒産件数は 8,517件 と2014年度の倒産件数 9,180件 に比べて 7.2%

減少し、6年連続で前年を下回つており、以前に比べて景気回復基調を示している2。 しか

し、未だ多くの企業が経営不振や経営状態の悪化に陥つており、如何にして企業を再生し

ていくか、企業努力が重ねられていることも事実である。

また、世界金融危機等による景気低迷により資金繰 りが厳しくなった中小企業の救済の

ために、中小企業金融円滑化法が 2009年に施行された。これは、中小企業から返済の猶

予等の申請を受けた金融機関はできる限りこれに応じるようにしなければならないという

ものである。この法の適用を申請した企業は、約 327万件 (2012年 3月 現在)と されて

おり、そのうち返済猶予等が実行された割合は約 93%と されている。これにより、倒産の

危機から救われた中小企業は多く、実際に倒産数も減少傾向にあった。この法はすでに、

廃止されているが、その出回戦略が功を奏し、債務のリスケジュールも継続されているこ

とから倒産数も抑制されてきている3。

このような、経済情勢の変化等により倒産法の改正や見直しが要請され、2000年におい

ては、和議法の廃止により民事再生法が施行され倒産法制が整備されてきている。それと

並行して、私的整理によるスキームも整理されるなど、様々な状況の企業に対応できるよ

うに改正されてきたのである。近年においては、私的整理によるスキームに対して、企業

再生税制が適用がされるようになり、税制面においては法的整理とそれほど差がなくなり

支援の幅が広がってきている。そのため、法的整理と私的整理のいずれかを選択すべきか

2 帝国データバンクHP「全国企業倒産集計 2015年報」
httpWwww.tdb.co.jpノtosan/syukei/pdf/15nen.pdf(2016年 10月 )
2013年度は 10,332件の倒産が報告されている。ただし、当該倒産数集計の数値は、法
的整理 (会社更生法、民事再生法、破産法、特別清算)のもののみであり任意整理は除
外されている。
3 中山孝雄 「破産・民事再生事件の動向と事例から見たいくつかの課題」『事業再生と再
建管理』第 149号 (2015年 7月 )47頁。
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について、例えば事業価値の毀損を考慮してはじめに私的整理を選択し、それが不調な場

合に法的整理を選択し移行する方が合理的と思われることも多く、それぞれの企業の形態

や財務状態に応 じて企業再生スキームを適切に判断することが重要となってきている。

第 2節 企業再生のための財務内容改善方法

1.債務整理による方法

企業が過大な債務を抱えている場合は、その利払いや元本返済の負担が大きいことから、

キャッシュフローを悪化させる原因となっている場合が多い。このことからも、企業再生

で重要となるのが、債務の整理や債務超過の解消である。債務超過の解消方法としては、

債権放棄、リスケジュール、債務の株式化 (Debt Equity Swap、 以下 DESと いう。)、 Debt

Debt Swap(以下、DDSと いう。)、 Discounted Pay Off(以 下、DPOと いう。)や増減資

などがあげられる。さらに、会社分割や事業譲渡、第二会社方式という収益性の見込める

事業を会社分割や事業譲渡により新設会社 (第二会社)に移転し、その対価を移転元法人

の債権者への弁済原資にあてるといつた M&Aを 活用する方法もあげられる4。 以下にお

いて、債務整理の方法をそれぞれあげて考察することにする。

1つ 日として、債権者の債権放棄があげられる。債権放棄は、債権者の協力を得て負債

を大幅に圧縮する方法である。債務超過による財務内容を改善するためには最も有効な手

段ではあるが、一般的には法的整理等の手続きを踏まなければ、債権放棄を受けることは

難しいといえる5。

2つ 目に、リスケジュールがあげられる。リスケジュールとは、融資を受けている金融

機関等への返済が厳 しくなった場合に、債務者企業の現状と今後の見通しから、返済可能

なスケジュールを考え、毎月の返済額を減らしたり、利息を減免 したり、返済期間を延長

する等の条件緩和を受けることをいう6。 このリスケジュールにより、月々の返済額や利息

の支払額が減少し、その減少分の資金確保ができ資金繰 りに余裕ができる。経営難に陥つ

4 太田達也『事業再生の法務と税務』 (税務研究会出版、2013年)7頁。
5 野村智夫・竹俣耕一『企業再建 。清算の会計と税務 (第 4版 )』 (中央経済社、2011
年)5頁。
6 山崎彰三『事業再生の実務』 (日本公認会計士協会出版局、2012年)126頁。
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ている企業は、企業再生などの再生スキームのなかでこのリスケジュールを行 うことが多

い。

3つ 目として、DESが あげられる。DESと は、債権者と債務者の合意により、債務者企

業の債務を株式化することである7。 DESに より再生が成功した場合は、債権者にとつて

は債権と交換した債務者企業の株式の価値上昇が期待できるというメリットもあるが、失

敗に終わつた場合は株式が無価値になるなど債権放棄の場合とあまり変わらない状態とな

つてしまうリスクもある。DESについては、第 3章および第 4章で詳しく述べる。

4つ 目として、DDSがあげられる。DDSと は、金融検査マニュアルに基づいて債権者

(主に金融機関)が債務者企業の債務 (主に貸付金)を、別の条件による債権に振替える

ことをいう8。 通常は、当該債権が他の債権よりも劣後する「劣後ローン」に変更する意味

で使われる。また、平成 16年の金融検査マニュアルの改訂により、中小企業等においては

債権の全部または一部を債務者の経営改善計画の一環として、一定の要件を全て満たす資

本的劣後ローン (貸出金)に転換している場合には、金融機関が行う債務者区分等の判断

において資本とみなすことができるようになったため、当該債務者企業、債務者区分等が

上位に引き上げられ、安定的な資金調達が可能となり、再生可能性が大幅に高まることと

なる9。 したがって、DDSは債務免除や DESの ように返済義務を免れるものではなく、劣

後化することにより実質的に債務者企業の財務状態が一定期間改善し、当該企業の信用力・

返済力などが高められることから、当該企業の再生可能性が向上することとなるのである。

また、DDSの法的性質は、リスケジュールと同じく条件の変更であるため、債務者企業は

会計上も処理はなされず、債務免除や DESの場合に生じる債務免除益等が計上されるこ

ともないので課税上の問題は生じにくいといえる。

5つ 日として、DPOがあげられる。DPOと は、「債権を額面額未満で購入した第二次債

権者が債務者にその不良債権を再売却すること、又は一定額の回収を条件として残債権を

放棄すること」10をいう。この DPOは、旧会社に残つた金融機関等の債務を解消するため

7 松嶋隆弘「会社法のもとにおけるデット・エクイティ・スワップ」『日本法学』第 75
巻 3号 (2010年 1月 )178頁。
8 藤原総一郎監修『企業再生の法務 (改訂版)― 実践的リーガルプロセスのすべて一』
(一般社団法人金融財政事情研究会、2012年 )263頁。
9 金融庁 HP『金融検査マニュアル別冊 【中小企業融資編】平成 27年 1月 』
http 7/www.fsa.go.jp/manua1/manua巧 /manual yOkin/bessatu/yl‐ 01.pdf(2016年 8
月 )
10 山崎彰三『事業再生の実務』 (日 本公認会計士協会出版局、2012年)126頁。
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に利用されることが多いが、旧会社には債務免除益が発生し、課税上の問題が生じること

もあるので注意が必要である。

2.組織再編等による手法

債務の整理ではなく、資産の整理を行うことも企業再生の 1つの手法ともいえる。例え

ば、財務状況が悪化している企業において、継続する価値のある事業や黒字の事業を、事

業譲渡により新設会社や他の企業 (第二会社)に承継させ、収益性のない事業等が残つた

旧企業は残務整理を行つた後に清算などにより整理する方法である。さらに、収益性のな

い事業等を新設会社 (第二会社)に承継する会社分割を行い、継続する価値のある事業や

黒字の事業が残つた旧企業を存続させる方法もあげられる。これらは、第二会社方式と呼

ばれ、重要なポイントとしては、移転した事業の価値に見合つた相当な対価を旧企業に交

付し負債の支払・整理に充当すること、および債権者の理解を得ることがあげられる11。

このような第二会社方式による企業再生方法は、従来から中小企業の再生手法として利用

されることが多かったが、租税負担の問題等いくつか利用しにくい部分があったのも事実

である。そこで、2009年の産業活力再生特別措置法の改正により、新たに中小企業承継事

業再生計画の認定制度が創設され、そのなかで第二会社を設立した場合および不動産を移

転した場合に課される登録免許税の軽減等の問題点を解決するための具体的な支援策が策

定され、より多くの中小企業が利用することとなったのである。

第 3節 法的整理型による再生手続

1.法的整理の概要

現在、日本においては、破産 (破産法)、 更生 (会社更生法)、 再生 (民事再生法)、 特別

清算 (会社法)の 4種類が裁判所の倒産手続きとなっている。これらのなかの法的整理型

の再生手続は、会社更生法による会社更生手続、民事再生法による民事再生手続を示す (以

下、法的整理の再生型に限り「法的整理等」という。)。 そして、私的整理型についても清

11 太田達也『事業再生の法務と税務』(税務研究会出版、2013年)158頁。
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算型と再生型がある (以下、私的整理の再生型に限り「私的整理」という。)。 3。で詳しく

述べるが、大きなくくりで法的整理と私的整理を比較した場合、以下のような相違点およ

びメリットやデメリットが挙げられる。

法的整理と私的整理の主な相違点としては、法的整理は裁判所が関与するが、私的整理

では裁判所は関与せず特別な法規も存在しないため、関係者の協議により様々な手法が存

在することとなる。このことから、私的整理においては、債権者との合意があれば自由に

手続を決めることができるので、柔軟で迅速な対応ができるというメリットがあげられる。

しかし、私的整理においては原則として債権者全員の同意が必要であることから、会社が

提示した再生計画案に反対する債権者が一人でもいた場合、その債権者を拘束することは

できないというデメリットもある。一方で、法的整理の場合は、裁判所が関与する強制的

な手続であることから一定額以上の債権を有している債権者の同意があれば、例え一部の

債権者が反対したとしても再生計画を進めていくことが可能となる。また、法的整理は裁

判所が関与することから、手続の透明性や公正性が高いというメリットがあげられるが、

計画認可決定がされるまでの期間が長く、迅速性に欠けるというデメリットもあげられる。

さらに、法的整理では利害調整の対象となる債権者の範囲が、原則として全ての債権者

を対象としているのに対して、私的整理においては全債権者を対象とせず主に金融債権者

を対象とするという点が相違点として挙げられる12。 法的整理の場合は商取引債権者を含

む全債権者が対象とされることから、私的整理に比べて取引先の信頼喪失による事業価値

の毀損が著しく大きい点がデメリットとしてあげられる。一方、私的整理の場合は、債務

免除の交渉を金融機関に限定することも可能であり、商取引債権者は除外される場合も少

なくないことから、取引先に手続の開始を知られないで再生を図ることができるので事業

価値の毀損が抑えられるというメリットが挙げられる13。

このように、法的整理と私的整理には、それぞれメリットとデメリットがあリー概にど

ちらの手続きがよいとは言えないが、案件ごとに最適な手続を適用していくのが通常であ

る。また、企業再生における債務免除等を行う場合は、法的整理である会社更生法による

更生手続、民事再生法による再生手続、および私的整理による私的整理手続きが関係 して

くる。以下、それぞれについて述べていく。

12 古川和典『再建型倒産手続 実務ハンドブック ‐民事再生。会社更生。私的整理‐』
(ぎょうせい、2015年)3頁。
13 大田達也『事業再生の法務と税務』(税務研究会出版局、2013年 )5頁。
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2.会 社更生法による更生手続

会社更生法とは、更生手続開始の原因となる事実を有する窮境な株式会社について、更

生計画の策定およびその遂行に関する手続を定めること等により、債権者、株主その他の

利害関係人の利害を適切に調整し、当該株式会社の事業の維持更生を図ることを目的とし

ている (会社更生法第 1条 )。 この法律により、会社更生手続が行われることになるが、申

立対象としては株式会社のみであり医療法人等の特殊法人に適用はない。ここで、会社更

生手続とは、当該法律の定めるところにより、更生計画を定め、更生計画が定められた場

合にこれを遂行する手続 14をいい (会社更生法第 2条 )、 「原則として、裁判所が選任する

更生管財人が手続きを主宰し、資産も全面的に時価で再評価 し、担保権も租税債権も労働

債権も手続内に組み込んで制約し、資本関係も原則として再構成する強力な手続」15をい

う。

東京地方裁判所が明示している会社更生手続の標準的なスケジュールとして、申立て 。

保全管理命令を経て、開始決定がされるまでが標準で 1か月かかるとされている (迅速な

処理が必要な場合においては、1週間程度で開始決定がされる場合もある)。 また、開始決

定と同時に更生管財人が選任される (会社更生法第 42条 )。 更生管財人は、主に、事業価

値の維持 。保全 。強化、資産の策定、負債の調査確定、更生計画案の策定を行う。そして、

更生管財人は、策定した更生計画案を裁判所に提出し、債権者に信義を問う。その結果、

更生計画案に対して、関係人集会で権利の種類ごとになされる決議で承認 (更生債権者の

組においては、過半数、更生担保権者の組では議決権総額の 3分の 2以上の多数で決定さ

れる。)さ れた場合 (会社更生法第 89条～第 196条 )、 法律上の問題がなければ裁判所か

ら認可決定され (会社更生法第 199条 )、 更生計画が遂行されることとなる。開始決定か

ら認可決定され更生計画が遂行されるまで約 1年かかる。また、終結決定については、更

生計画が遂行された場合、更生計画の定めによつて認められた金銭債権の総額の 3分の 2

以上の弁済が終了し、かつ更生計画に不履行が生じていない場合、その他更生計画が遂行

されることが確実である場合、約 10年～15年かかるとされている(会社更生法第 239条 )。

14 更生手続開始の申立てについて、
よび裁判をする手続を含む。
15 事業再生研究機構税務問題委員会
版 )』 (商事法務、2011年 )63頁。

更生手続開始の決定をするかどうかに関する審理お

『事業再生における税務 。会計Q歓 (増補改訂
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会社更生法の適用については、2012年が 15件、2013年が 3件、2014年が 2件、2015年

は 1件となっており、減少傾向にある。

また、上記で説明した手続の他に DIP(Debtor in Possession)型会社更生という手続

きが存在する。DIP型会社更生は、平成 20年において、東京地方裁判所民事第 8部の裁

判官が DIP型の手続開始の要件等を論文で公表し、平成 21年 1月 から申立てがあったヶ

―スから運用が開始されている。この DIP型会社更生は、従来の会社更生手続においては、

経営者や株主は地位を失い更生手続に時間を要してしまうため、民事再生法の適用が増加

したことに伴い東京地方裁判所民事第 8部の裁判官による会社更生法の運用変更により導

入 (法改正ではない。)さ れたのである。

DIP型は、現経営陣が会社更生を申立てた後も、引き続き経営陣として残 り更生管財人

となることに特徴があり、適用条件として、①現経営陣に不正行為等の違法な経営責任の

問題がないこと、②主要債権者が現経営陣の経営関与に反対してないこと、③スポンサー

となるべき者がいる場合はその了解があること、④現経営陣の経営関与によって会社更生

手続の適正な遂行が損なわれるような事情が認められないことといった要件が定められて

いる16。 このような要件をすべて満たした場合、事業に精通している現経営者を更生管財

人として選任できることとなり、事業が滞ることなく、短期間17での再生が可能となると

されている。

DIP型は、2008年以降申請事例が 20案件を超えている。適用事例として、2010年 9

月には旧株式会社武富士、2012年にはエルピーダメモリ株式会社、新藤電子工業株式会社

等の事例があげられる。しかし、一方で 2011年には 1件も申請がなかった。それは、高

度な技術や知識が必要な専門性のある事業を行つている会社では、事業に精通した経営陣

が引き続き再生計画に参加することで企業再生を円滑に遂行できるというメリットがある

反面、企業を倒産させた経営陣が引き続き再生計画策定に参加することにより責任追及が

甘くなるなどのデメリットや、主要債権者の賛同を得ることが困難な場合が多いことが関

係していると考えられる。

16 難波孝一・渡部勇次・鈴木謙也・徳岡治 「会社更生事件の最近の実情と今後の新たな
展開―債務者会社が会社更生手続を利用しやすくするための方策 ―DIP型会社更生手続
の運用の導入を中心に 」『旬刊金融法務事情』第 1853号 (2008年 12月 )24頁。
17認可決定まで約 23週かかるとされており、約 3年で終結決定とされている。



3.民 事再生法による再生手続

民事再生法とは、経済的に窮境にある債務者について、その債権者の多数の同意を得る

こと、かつ、裁判所の認可を受けた再生計画を定めること等により、当該債務者とその債

権者との間の民事上の権利関係を適切に調整し、もつて当該債務者の事業又は経済生活の

再生を図ることを目的とする法律である (民事再生法第 1条 )。 民事再生法は、和議法の廃

上により2000年に制定された。

申立対象は、会社更生法のように限定しておらず、個人等や株式会社や医療法人等、様々

な法人および個人が対象となっている。この法律により、「原則として債務者自身による手

続遂行が認められ、担保権 。租税債権 。労働債権も手続外として、一般債権者のみを対象

とする迅速かつ軽い手続」18でぁる民事再生手続が行われることとなる。

東京地方裁判所が発表している民事再生手続の標準的なスケジュールとして、まず再生

企業は、各種書類等を裁判所に提出し申立てをする。この申立てから開始決定まで、約 1

週間かかるとされている。開始決定されてから、再生債務者は財産価額等の評定を行い裁

判所に提出する (民事再生法第 124条 )。 そして、再生計画案を作成し提出し、債権者集会

が開催される。この債権者集会において、議決権を行使できる債権者のうち出席者が過半

数であつて、議決権者の議決権の総額の 2分の 1以上の議決権を有する者の同意により可

決される (民事再生法第 172条の 3)こ とにより、裁判所は認可決定を行 う。ここまで、

申立てから約 5か月とされている。また、終結要件としては、監査委員が選任されていな

い場合は、再生計画認可決定の確定時に終結し (民事再生法第 188条 1項 )、 監査員が選

任されている場合は、再生計画を全て履行したとき、または認可決定確定後 3年を経過し

たときかのいずれか早い時期となっている (民事再生法第 188条 2項 )。

このようなスケジューリングで行われる民事再生手続は、担保権の実行手続の中止命令

(民事再生法第 31条)や担保権消滅請求 (民事再生法第 148条～第 153条)と いった制

度があり、原則として担保権や税金に対して制約を及ぼさないが、会社更生手続では、開

始決定により担保権の実行手続が中止される (会社更生法第 50条)と いう相違点がある

19。 さらには、会社更生法とは異なり、経営者の退陣が必ずしも要件とされていない点や、

18 岡正晶「第 1章総論」事業再生研究機構税務問題委員会編『事業再生における税務・
会計 Q&A(増補改訂版)』 (商事法務、2011年)63頁。
19 中里実監修「税理士のための法律学講座」『税研』第 20巻 3号 (2004年 11月 )50
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更生手続よりも手続が簡素化され比較的時間も短いという点が挙げられる。このようなこ

とから、負債額が小さく、債権者の数が少ない中小企業などにとっては、利用しやすい手

続とされている。しかし、現状は、社会的に大きな影響を与える大会社を対象とした会社

更生手続きと比較して、手続きの簡素化や経営陣が退陣しなくてもよいという点から、大

会社においても民事再生手続を申請するケースが少なくないのも事実である。現経営陣が

退陣せず再生手続をすることに対して不満が大きいケースではそれが問題となり、再生計

画がうまく進まない場合もあることから、企業の債権や財産状況、債権者や商取引債権者

の意向等を含めて民事再生手続を申請するか判断することが重要である。

再生手続の適用は、倒産企業が多くなった 2001年には 1,019件 とピークとなり、その

後 2008年には 935イ牛、 2009年 には 657イ牛、 2010年 には 480イ牛、 2011年には 497件 と

年々減少傾向となっていたが、2011年度は、2年連続で 500件を下回つたものの 3年ぶり

の増加となつた20。 また、過去 12年間 (2012年まで)の再生手続の経過状況を見ると、

民事再生法を申請した 8,732件のうち、再生計画の認可決定までに進んだ企業が 5,889件

判明し、全体の 67.4%に達した。このうち再生手続を終結した企業は、4,071件 となって

おり、全体の 46.6%がすでに手続を終えていることが分かっている21。

第 4節 私的整理型による再生手続

かつての私的整理は、特定の法律や統一的なルール等が存在せず、当事者間や債権者と

債務者の直接的な交渉による債務の整理が主流であったことから、任意整理とも呼ばれて

いた。この任意整理は、特別なルールがないことから柔軟な対応が可能となる反面、手続

の不透明さや公平性に対して指摘されることも多かった。そのため、私的整理をより円滑

に行えるように、その方法が整備されてきたのである。

そのような流れのなかで整備されてきた私的整理の代表的な手法として、「私的整理ガ

イ ドラインによる整理方法」、「整理回収機構 (RCC)に よる整理方法」、「事業再生 ADRに

頁

２。 2013年度は 331件、2014年度は 291件、2015年度は 246件と減少傾向にある。
帝国データバンクHP「全国企業倒産集計 2015年報」
http.lヽww.tdb.co.jpノ tosan/syukei/pdf/15nen.pdf(2016年 10月 )
21 帝国データバンクHP「民事再生法申請企業の動向調査」
httpソノwww.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p120404.pdf(2016年 8月 )
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よる整理方法」、「中小企業再生支援協議会による整理方法」、「地域経済活性化支援機構 (1日

企業再生支援機構)による整理方法」の 5つの手法が挙げられる。

1.私 的整理 ガイ ドライン

私的整理ガイ ドラインによる手続とは、「私的整理に関するガイ ドライン」に従い、債権

者と債務者の合意に基づき債務等の整理を行い再生を図る方法である。私的整理ガイ ドラ

インとは、「平成 13年 9月 に、全国銀行協会に事務局を置いた『研究会』から発表された、

我が国初となる本格的な私的整理の手続に関するガイ ドライン」22でぁる。私的整理に関

しては、大きなメリットもあつたが、従来から、私的整理による債権放棄については、透

明性や公平性に疑義があるという批判や、債権者を賛同させることに相当な労力と時間を

要するという指摘がなされていた。そこで、企業の私的整理に関する基本的な考え方を整

理し、私的整理の進め方、対象となる企業、再建計画案の内容等についての関係者の共通

認識を醸成するために、平成 13年に「私的整理に関するガイ ドライン研究会」が発足し、

「私的整理に関するガイ ドライン」を取りまとめたのである23。 このように、私的整理ガ

イ ドラインは、主に多数の金融機関が有する多額の金融債権を整理するための手続として

立案されたものであり、あくまで金融界・産業界を代表するものが合意した、いわゆる紳

士協定として位置づけられる24。 私的整理ガイ ドライン手続は、通常一時停止通知から約

3か月で成否が決定され、迅速に運用されていく。特に、会社更生手続や民事再生手続の

ように開始原因が明定されていないことから、早期に手続に入ることが可能なのである。

このように、早期かつ抜本的な再生を行 うという大きなメリットが挙げられる。さらに、

私的整理ガイ ドラインによる手続の場合、金融機関のみを対象とすることが一般的であり、

法的整理のように商取引債権者を取り込む必要がなく、そのため債務者のブランドカや商

品供給が確保される等の事業価値の毀損を最小限にしながら再生を遂行できるというメリ

ットも挙げられる。

22 事業再生研究機構税務問題委員会『事業再生における税務 。会計Q歓 (増補改訂
版)』 (商事法務、2011年)65頁。
23 私的整理に関するガイドライン研究会 (全国銀協会)HP「私的整理に関するガイド
ライン」httpソww_zenginkyo.o■ jpノnews/entryitems/news171104_2.pdf(2016年 8
月)
24 福田啓「デット・エクイティ・スワップ (債務の株式化)の現状と課題」『住生総研
レポート』第 14巻 3号 (2002年 4月 )5頁。
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私的整理ガイ ドラインは、2001年の制定後において積極的に活用されていたが、現在ま

での利用状況の集計が公表されていないため、正確な累計の申請数は不明である。しかし、

帝国データバンクが発表している私的整理ガイ ドラインの適用企業数によると、2005年

は 10社、2006年は 7社となり、2006年までに 35社が私的整理ガイ ドラインを適用して

いるとされている25。

一方で、私的整理ガイ ドライン手続は、対象の債権者の全員が同意しなければ再生計画

が成立せず、再生計画案の内容が厳格であり手続が比較的重いことから、公表から 1年後

において、利用累積数は 6件にとどまるなど、その件数は伸び悩んだ。この理由として、

同ガイ ドラインは、主要債権者が債務者とともに再生手続や計画案を作成し、主要債権者

以外の債権者から同意を得なければ再生計画が成立せず、主要債権者の資金面や手続面な

どの負担についても大きくなるなど、そのキャパシティがない主要債権者による再生案件

も多くあることから、メガバンク等の資金面等で負担が可能である会社しか利用できない

という点が挙げられる。そして、客観的な第二者の関与がないことから、手続が不透明で

あることや公平性が阻害されているのではないかという指摘があり、中立な立場で債権者

と債務者の利害関係を調整できるような公平性を確保した第二者機関の必要性が高まつて

いつたのである。

2.整 理回収機構 (RCC)

上記のような流れのなかで整備されてきたのが、株式会社整理回収機構 (The Resolution

and Collection Corporation:RCC)に よる第二者機関が介在した整理方法である。RCC

とは、旧住専債権の整理回収のために特定住宅金融専門会社の債権債務の処理の促進等に

関する特別措置法 (平成 8年法律第 93号)上の「債権処理会社」として設立された住宅

金融債権管理機構と、破綻金融機関の不良債権等の処理のために預金保険法 (昭和 46年

法律第 34号)上の協定銀行として設立された整理回収銀行が平成 11年 4月 に合併して

できた、預金保険機構を株主とする株式会社である。こうして設立された整理回収機構は、

平成 16年 2月 16日 に、整理回収機構が行 う私的整理手続における企業再生の手続、再生

25 帝国データバンク「私的整理に関するガイドライン適用企業動向調査」
http.lヽwwidb.cO.jp/report/watching/press/pdf/p061001.pdf(2016年 8月 )
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計画案の要件等をまとめた、「RCC企業再生スキーム」を制定した26。 この「RCC企業再

生スキーム」は、私的整理ガイ ドラインの考え方等をモデルとしているが、大きく異なる

点は公的機関27でぁる整理回収機構が債権者間の利害調整を行 う点にある。RCCが行 う企

業再生業務には 2つあり、1つ 目は、自らが債権者として関与する企業再生である (「債権

者の立場による再生」)。 これは、「RCC企業再生スキーム」の対象となる企業再生は、RCC

が主要債権者 (再生対象債務者に対する金融機関債権者のうち、相対的に上位のシェアを

有すると認められる者)である再生可能な債務者について、法的整理型による方法によら

ず、金融債権者間の合意の下で事業の再生を行わせることにより事業収益から最大限の回

収を図ることを意図して行われるものである28。 ょって、「企業再生検討委員会」29を、RCC

の企業再生本部長の諮問機関として設置している30。 しかし、債権者にとつて経済的合理

性があると認められる案件の場合のみ、事業の再生を行うものである。すなわち、全ての

「私的再生」を対象としているのではなく、事業を清算した場合の回収額よりも当該事業

を再生させた場合の回収額が上回る案件にのみ、RCCによる企業再生が行われる31。 再生

の手段としては私的整理に限らず、法的整理の手続も活用し、企業の再生を図ることとな

る。2つ 日として、主要債権者である金融機関等からの委託により、公正中立な立場の債

務者である企業の再生可能性を審査し、金融債権者間の合意形成のための再生計画の検証

や金融債権者間の調整を行うものである (「調整機能活用による私的再生」)。

RCCに よる企業再生スキームが発表され、企業再生本部が設置された 2001年から2015

年 3月 末までの間には、上記の 1つ 目として挙げた「債権者の立場による再生」は 695件

(RCCが再生計画の作成過程において関与したもの)あ り、そのうち法的再生は 88件、

私的再生は 607件である。上記の 2つ 日として挙げた「調整機能活用による私的再生」に

26 藤原総一郎監修『企業再生の法務 (改訂版)一 実践的リーガルプロセスのすべて 」
(一般社団法人金融財政事情研究会、2012年)12頁。
27 RCCは 、商法上の株式会社として位置付けられるが、法律に基づく業務を遂行する
ために設立された公的な機関であるとされている。
28 株式会社整理回収機構 HP「RCC企業再生スキーム」
https://www.kaisyukikou.co.jpノ announce/announce_138_1_2_1.htllnl(2016有 ■8月 )
29 企業再生検討委員会とは、企業再生計画作成着手の可否および企業再生計画の是非に
関する判断の専門性および客観性を確保するため、企業再生に関して専門的な知識や経
験を有する外部の弁護士や公認会計士からなる委員会のことである。
30 株式会社整理回収機構 HP「RCC企業再生スキーム」
https:ノ /www.kaisyukikOu.co.jpノ an■ounce/announce_138_1_2_1.htlnl(2016有18月 )
31 太田達也『事業再生の法務と税務』 (税務研究会出版局、2013年 )225頁。
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よるものは、158件 (2014年 3月 末現在)と なっている。また、RCCが積極的に関与し

たことにより、セーフティーネット取組に結びついたものが 234件あったと報告されてい

る32。

3.事 業再生 ADR

事業再生 ADRに よる手続とは、事業再生 ADRによる特定認証紛争解決事業者といつ

た第二者機関を介在した整理方法である。事業再生ADRと は、「法的整理によることなく、

公正中立な第二者が関与して、債権者と債務者の利害関係を調整して私的整理を迅速かつ

公平に進める手続」33でぁり、裁判外紛争解決手続 (ADR手続)の一類型とされている。

ADR手続は、2007年 4月 1日 に施行された ADR法 (裁判外紛争解決手続の利用の促進

に関する法律)を事業再生に応用したもので民間業者も、同法に定める一定の要件を満た

し、法務大臣の認証を受けることにより事業再生 ADRによる手続を取り扱 うことができ

るようになったのである。そして、事業再生に関する紛争を取り扱 う事業者として法定の

特別な要件を満たした場合には、経済産業大臣から特定認証紛争解決事業者として認定さ

れ私的整理手続を取り扱 うことができる。こうした制度のなかで、事業再生に携わる弁護

士 。公認会計士等が中心となつた事業再生実務家協会が、平成 20年に法務大臣より認証

紛争解決事業者としての認証を受け、同年に経済産業大臣から特定認証紛争解決事業者と

しての認定を初めて受け、私的整理手続を取り扱 うことが可能となった34。 本制度は、主

に金融債権者のみを対象とした私的整理手続であり、対象者の全員による決議を行い、返

済条件の緩和、債権放棄、DES等の支援を行 うものである。よつて、商取引債権には影響

を及ぼすことなく、企業の過剰債務を解決し再生を行 うことができるのである。

4.中 小企業再生支援協議会

32 整理回収機構 HP「整理回収機構の業績」
httpst1lww_kaisyukikou.co.jp/intro/intro_006_24.htlnl(2016左 F10月 )
33 桑原寛「中小企業のための企業再生の税務 ―債務免除益課税の影響をふまえて一総論
中小企業の事業再生手法と税務」『税経通信』第 65巻 14号 (2010年 12月 )83頁。
34 藤原総一郎監修『企業再生の法務 (改訂版)一 実践的リーガルプロセスのすべて一』
(一般社団法人金融財政事情研究会、2012年)37頁。
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中小企業再生支援協議会による手続とは、中小企業再生支援協議会による第二者機関を

介在した整理方法である。中小企業再生支援協議会とは、産業活力再生特別措置法第 41条

に基づき、認定を受けた商工会議所等の認定支援機関を受託機関として、そのような機関

内に設置されている35。 また、平成 15年 2月 以降全国に順次設置され、現在は各都道府県

に 1か所ずつ設置されている36。 中小企業再生支援協議会では、中小企業のみを対象とし

ており、過剰債務等により財務内容が悪化している場合、およびその懸念があるが再生の

対象となる事業の収益性が見込めるなど事業価値が認められ、再生の可能性がある場合な

どにおいて、再生計画の策定を支援することとなつている。この中小企業再生支援機構に

よる私的整理手続は、私的整理ガイ ドラインにおける解釈が参照されており、事業再生

ADRによる手続と類似している。ただし、事業再生 ADRに よる手続よりも公的な色彩の

強い協議会となっている点や、再生計画における債務超過の解消機関は 3～5年 とされて

おり、事業再生 ADR手続きよりも緩和されている点などの相違がある37。

平成 15年に各都道府県に設置されて以降、平成 25年 9月 30日 現在において相談取扱

企業数の累計は 29,507件、再生計画策定完了件数の累計は 5,449件 となつており、年々

増加 している38。

5.地 域経済活性化支援機構 (旧企業再生支援機構 )

地域経済活性化支援機構 (旧企業再生支援機構)に よる手続とは、地域経済活性化支援

機構による第二者機関を介在した整理方法である。地域経済活性化支援機構は、地域経済

の活性化を図り、有用な経営資源を有しながら過大な債務を負っている中小企業等の再生

支援および地域経済の活性化に資する事業活動の支援を行 うことを目的としている国の認

可法人である。当該機構は、旧機構である企業再生支援機構の再生支援等の目的とともに

35 独立行政法人中小企業基盤整備機構 HP
httpヽヽ ww.sm巧 .gojpノkeiei/saiseishien/act市 ityノ048879.html(2016年 8月 )
36 事業再生研究機構税務問題委員会『事業再生における税務 。会計 Q&A(増補改訂
版)』 (商事法務、2011年 )65‐ 66頁。
37 藤原総一郎監修『企業再生の法務 (改訂版)一 実践的リーガルプロセスのすべて―』
(一般社団法人金融財政事情研究会、2012年 )37頁。
38 独立行政法人中小企業基盤整備機構 HP中小企業庁公表資料 「中小企業再生支援協議
会の活動状況について (平成 25年 12月 18日 公表)」
http.1ヽww.sm巧 .gO.jpノkeiei/dbps_datattmateria1/commonノchushou/b keiei/saisei/pd
f/katsudo/shihanki/H251218 saisei katsudO.pdf(20161卜 8月 )
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地域経済の活性化といった目的を達成するために、再生支援期間が 5年以内に延長される

など旧機構から抜本的改組および機能拡充を行い、平成 25年に商号を現在の地域経済活

性化機構に変更している39。 同機構は、公的な機関が債務者と債権者の利害を調整する役

目を担 うという点で、RCC企業再生スキームや中小企業再生支援機構による私的整理手続

きと類似している。一方で、公的資金を用いて対象債権者から債権を買い取ったりするこ

とが認められており、公的機関がより積極的に債務者の事業再生に関与できる点が最大の

特徴であるといえる40。 また、経済情勢、対象事業者の事業の状況等を考慮しつつ、再生支

援決定時から5年以内 (ただし、最長で平成 35年 3月 31日 まで)の再生支援完了を目指

している。

2015年 8月 現在においては、16件の再生支援が報告されている41。 旧機構において、

中小企業や中堅業者を対象としていたが、実際には日本航空やウィルコムなどの大企業の

支援が決定するなど、本来の趣旨と異なるとして批半Jも多くあった。しかし、その後 100

件近くの企業により支援希望の申し入れがされ、そのなかで平成 21年は 3件、平成 22年

および 23年は 11件、平成 24年は 3件のみが適用されたと報告されている42。

39 企業再生支援機構は、資本金および政府保証付きの調達資金を活用した出融資機能や
債権者間の利害調整や専門家派遣により経営支援を行うことにより、包括的な支援を行
う機構として平成 21年 10月 に設立された (桑原寛「中小企業のための企業再生の税務
―債務免除益課税の影響をふまえて一 総論 中小企業の事業再生手法と税務」『税経通
信』第 65巻 14号 (2010年 12月 )84頁。)。
40 藤原総一郎監修『企業再生の法務 (改訂版)― 実践的リーガルプロセスのすべて―』
(一般社団法人金融財政事情研究会、2012年)222頁。
41 地域経済活性化支援機構 HP『再生支援案件 事例集』
http〃www.revic.co.jp/pdf/publicationノ examples_revic.pdf(2016年 10月 )
42 地域経済活性化支援機構 HP『再生支援案件 事例集』
http ψwww.revic.co.jp/pdf/publication/examples_revic.pdf(2016年 10月 )
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第 3章 企業再生と債務の株式化

第 1節 債務の株式化の意義

不況の長期化に伴って、過剰債務を抱えた経営不振の企業を再生させ、経済の活性化を

図ることは、日本の経済に課された大きな課題であったため、不良債権処置の新たなスキ

ームの導入が期待されていた。そこで、1999年頃から、企業再生のためのスキームの一環

として用いられるようになったのが DESである。DESは、企業再生のスキームの一環と

して債権放棄よりも優れた手段であることからも、注目をあびるようになった。

DESは、会社更生手続においても利用可能であるし、通常の会社が行うこともできるが、

一般的には経営状態が悪化し、資金繰りがつかなくなり債務超過となった企業の経営再建

における債務の圧縮手段として利用される。現在、DESは債権放棄と組み合わせて企業再

生の方法として用いる企業もあり、対立する各利害関係者のクッションとしての役割も担

つている43。 また特に、DESを用いる場合は、金融機関が関与し実施することが多い。例

えば、A銀行が有する債務超過の B会社に対する貸付債権 (甲債権)につき、B会社がA

銀行に対し新株発行を行い、A銀行が、前記新株に対する払込みを金銭ではなく、甲債権

の現物出資により行 う場合である44。 これにより、債権 (債務)が株式に振 り替わり、B会

社からすれば負債が大幅に圧縮され、A銀行からすれば不良債権として処理していた甲債

権が B会社の株式に振り替わった分だけ消滅することとなるのである。

DESは債権放棄と異なり、債権を株式に振 り替えるだけであり、債権者側にとつても痛

みが少ない制度である45。 単純な債権放棄の場合には、仮に債務者の経営状態が債権者に

よる債権放棄後に回復したとしても、当該放棄した部分については弁済されない。その点、

債務者企業に存続価値があれば、単純な債権放棄を行 うよりも、DESを行ない当該企業の

株式を取得する方がメリットは大きくなる。具体的には、債務者企業の財務内容、経営成

績が向上し、保有する株式価値が上昇すれば、株式を売却することにより債権額以上のキ

ャピタルゲインを得ることも可能であり、また株式を保有していれば配当を受けるという

43 許斐義信『ケースブック 企業再生』 (中央経済社、2013
44 松嶋隆弘 「会社法のもとにおけるデット・エクイティ・ス
巻 3号 (2010年 1月 )178頁。
45 松嶋隆弘 「いわゆるデット・エクィティ・スワップ事件」
(2012年 3月 )68頁。

年)191頁。
ワップ」『 日本法学』第 75

『 日本法学』第 77巻 4号
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メリットもある46。 さらに、債権者は、債務者企業の株式を得ることができるため経営に

関与することもでき、自ら財務内容の改善等を図ることもできる。ただし、中小企業等の

場合は、株式の将来的な処分が不透明であることが多く金融機関側が DESに応じること

は難しいことから、主に上場企業において使われる手法であるともいえる47。

一方、債務者企業にとつても、債務超過の状態を解消することができ、また利払いや元

本返済が必要な有利子負債を削減することができる場。つまり、負債の一部が資本に変わ

ることにより元利金の負担が減少するためキャッシュ・フローが改善するというメリット

があり、また、自己資本比率が向上することで財務内容の改善や強化がなされる49。

DESは、主に現物出資型の DESと 金銭払込型 DES(以下、擬似 DESと する。)の 2つ

の類型がある。現物出資型の DESと は、債権者が金銭ではなく保有する債権を債務者に

現物出資し、当該債務者から新株の発行を受けることにより、当該債権と債務者の株式と

を交換する方法である(以下、DESと 記載する場合は、現物出資型の DESの ことをいう。)
50。 擬似 DESと は、債権者が金銭で払込を行い、それと引き換えに当該債権者から新株の

発行を受ける一方で、債務者に払い込まれた金銭により債権者に対する債務を弁済すると

いう方法である51。 ただし、擬似 DESについては、払込のための金銭やそのための種々の

コス トがかかる他、当該スキームの実施により払込まれた資金に対し債権者から差押えが

なされる可能性や、当該払込が「見せ金」と認定され、払込の効力が否定される可能性が

あることも考慮しておかなければならない52。

郷 岡村健司「不良債権の税務。会計処理はどうすべきか」『銀行法務21』 第616号
(2003年 3月 )153頁 。
47 許斐義信『ケースブック 企業再生』 (中央経済社、2013年)193頁。
48 明石一秀 「債務の株式化と会計上の評価」『企業会計』第 54巻 10号 (2002年 10
月)32頁。
49 蓮井明博 「デ ット・エクイティ・スワップの実行時における債権者側の会計処理に関
する実務上の取扱の解説」『企業会計』第 54巻 12号 (2002年 12月 )98頁。
50 藤原総一郎編『DES・ DDSの実務 (第 3版 )』 (きんざい、2014年)4頁。
51 藤原総一郎編『DES・ DDSの実務 (第 3版 )』 (きんざい、2014年)4頁。
52 松嶋隆弘 「会社法のもとにおけるデット・エクイティ・スワップ」『 日本法学』第 75
巻 3号 (2010年 1月 )187‐ 188頁。債務者の財務内容が悪化し破綻状態のもとで、増
資資金を特定の債務者の返済に充当するという行為が、詐害行為取消権 (民法第 424
条)や否認権の対象とされる可能性があるが、当該返済行為が合理的な再建計画の一
環として行われている場合等は債権者を害するとした意図はなく、当該可能性は極め
て低いと考えられる。また、見せ金についても、合理的な再建計画に基づいている場
合等は、当該行為を仮装の払込みとして無効とする可能性も極めて低いと考えられ
る。
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第 2節 会社法における債務の株式化の概念と解釈

1.債務者側の法務

旧商法上、現物出資は、資本充実に反するおそれのある取引であると考えられていたた

め、裁判所の選任した検査役の調査の対象となっていた (旧商法第 172条、第 280条 ノ

8)。 旧商法下においては、DESを直接に認める制度が存在していなかったため、「現物出

資」の制度を借用することによりDESが実行されていた53。

DESを行 う場合は、債務超過のケースが多く、額面額を大幅に割 り込む価額の金銭債権

を現物出資することとなるから、その場合において「券面額説」と「評価額説」いずれを

基準とすべきかが特に問題となっていた。つまり、DESにおいて債権額の評価方法が特に

問題となり、従前から、債務者会社にとっては債権の券面額相当額の債務が減少すること

に着目した 「券面額説」と、会社の財務内容を反映した債権の評価額を基礎とすべきであ

るとする「評価額説」の 2つが併存していた54

以前は、資本充実の原則等の観点から「評価額説」が有力であり評価額説に従つて処理

されていたが、平成 12年に当時の東京地方裁判所民事第 8部の担当判事により「券面額

説」も妥当であるとの意見の公表がなされたことから、「券面額説」が主流になっていた。

「券面額説」の採用が認められた理由としては、資本充実の原則に反しないことが挙げら

れる。つまり、DESにおいて券面額説を採用しても、当該債権は混同により消滅するので

あるから、現物出資の結果として会社財産に含み損があるという事態は発生することはな

く、そうした意味において資本充実の原則に反するとはいえないからである。さらには、

評価額説を採用すると債務者会社および債権者の意思に反することが挙げられる。評価額

説を採用すると、券面額と評価額との差額を債務消滅益として計上することとなり、無用

な税負担による財務内容の悪化を引き起こす可能性があるなど、当事者の意思に反する処

理となるのである 55。 っまり、当事者は、資本取引を行 うことを意図し合意したのに、一

53 針塚遵 「デット。エクィティ・スワップ再論」『商事法務』第 1632号 (2002年 6
月)18頁。
54 DES(デ ット・エクイティ・スワップ)における課税関係について (特集 18年度
[平成 18年度]改正点の再検討 (第 1回 ))」『税務 Q倒 第 63号 (2007年 6月 )15
頁。
55 針塚遵 「東京地裁商事部における現物出資等検査役選任事件の現状」『商事法務』第
1590号 (2001年 3月 )8頁。
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部は損益取引として扱われてしまうのである。さらには、現物出資といった資本取引から

債務免除益が生じるというのは、会計上の説明が困難であり、この点は評価額説を採用し

た際にはどのように解するのか問題となる56。

しかし、額面株式が廃止されたことにより旧商法第 202条 2項が削除された結果、1株

当たりの発行価額の最低限度額がなくなり現物出資される債権の券面額が大きく株式評価

が低い場合には、既存株主が有する債務者会社株式の経済的価値および議決権比率が極端

に希釈化されることになり、既存株主の利益を害するおそれがあるなどと券面額説に対し

て批判する見解も見受けられた57。 この批判に対して、券面額が実際の評価額を超えると

いうことが一般的にあり得るのか、また、実務上は株主総会の特別決議を経ることにより

当該問題は解決できるのではないかなどと反論がなされている58。

上記のような議論は商法時代に多くなされていたが、平成 18年 5月 の新会社法の施行

により、一定の場合の検査役の調査省略などDESに関する手続きが簡素化され、「券面額

説」が実務においても定着したということができる (会社法第 207条 9項各号)59。 例え

ば、DESを より簡易な手続で行うことを可能とするため、弁済期が到来している金銭債権

につき、当該金銭債権に係る負債の帳簿価額 (券面額)を超えない範囲で現物出資した場

合は、検査役の調査は不要としている (会社法第 207条 9項 5号)60。 この規定の制定趣

旨として、「弁済期が到来している場合には株式会社が弁済しなければならない価額は確

定しており、評価の適正性について特段の問題は生じないと考えられる。」61と されており、

また、券面額を弁済できない場合 (債務超過)における既存株式の価値はゼロであり既存

株主の利益を考慮する必要がないとの判断から、少なくともその限度では「割 り切つて」

券面額説を追認したものと解すことができる62。 一方で、履行期未到来の金銭債権につい

56明石一秀 。弥永真生 「債務超過会社の債務の株式化」『企業法学』第 8巻 (2001年 )
102頁。
57太田洋「改正商法下のデット・エクイティ・スワップと課税上の取扱い」『商事法務』
第 1638号 (2002年 9月 )42頁。藤田友敬「自己株式取得と会社法 (下 )」『旬刊商事
法務』第 1616号 (2001年 12月 )8頁。
58弥永真生「債務の株式化―ヨーロッパにおける扱いを参考にして 」『ジュリスト』第
1226号 (2002年 7月 )88頁。
59都井清史 「債務の株式化 (DES)」 『税理』第 49巻 7号 (2006年 5月 )90頁。
60奥島孝康・落合誠一 。浜田道代『新基本法コンメンタール 会社法 1』 (日 本評論社、
2010年)367頁。
61相澤哲編著 「立案担当者による新 。会社法の解説」『別冊商事法務』第 295号 (2006
年 5月 )57頁。
62松嶋隆弘「会社法のもとにおけるデット・エクイティ。スワップ」『 日本法学』第 75
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ては、券面額説および評価額説のどちらを採用すべきか今後の解釈に委ねられている。

また、企業会計上、DESにおける債権者側の会計処理について、株式を「取得時の時価」

にすると明確に示されているが63、 債務者側の会計処理については具体的な会計基準は存

在せず、その処理方法は明確とはいえない。もつとも、税法上では平成 18年度税制改正に

より時価で評価することが強制となり評価額説に従って会計処理をすることが多いと考え

られるが、具体的な会計基準が存在しないことから、基本的には会社法の解釈をベースに

会計処理を行 うこととなる64。 そのように考えると、会社法においては、前述の通り券面

額説と評価額説が存在しており、どちらを採用するかは債務者の選択適用となり、その会

計処理は異なってくるのである。

なお、債務者側の会計処理については、DESにおける金銭債権の券面額 100(時価 20)

を前提として、券面額説と評価額説とに分けて説明すると次のようになる。券面額説にお

いては、額面金額を出資価額とすることから株式発行の仕訳として、借方に貸付金 100、

貸方に資本金 50、 資本準備金 50、 さらに債権債務の相殺として、借方に借入金 100、 貸方

に貸付金 100と なる。つまり、券面額説によった場合には、債務消滅益は生じない。

一方、評価額説によった場合には、債権の出資価額を時価とすることから株式発行の仕

訳については、借方に貸付金 20、 貸方に資本金 10、 資本準備金 10、 さらに債権債務の相

殺として借方に借入金 100、 貸方に貸付金 20、 債務消滅益 80と いった仕訳をすることに

なる。つまり、評価額説によった場合には、債権債務の差額が債務消滅益となる。

なお、擬似 DESについては、金銭出資とその払い込んだ金銭により債務の弁済を行 う

といつた行為の組み合わせであり、金銭出資時において資本金等の額の増加が認識され、

債務の返済時においては、債務の減少が認識される。しかし、現在のところ会社法上は、

券面額説および評価額説のいずれも認められると解されている 。一方で、「券面額説」に

おいては債務消滅益は生じないが、「評価額説」を採用し、券面額より当該金銭債権の時価

が低い場合、債務者側において債務消滅益が発生することから、課税上この取扱いが問題

となっている。

巻第 3号 (2010年 1月 )190頁。
63 企業会計基準委員会 実務対応報告第 6号 「デット・エクイティ・スワップの実行
時における債権者側の会計処理に関する実務上の取扱い」(2002年 10月 )
httpsソ /www.asb.orjp/asb/asb_i/dOCuments/docs/des/des_s.pdf(2016年 10月 )2頁。
64 事業再生研究機構税務問題委員会『事業再生における税務。会計Q&A(増補改訂
版)』 (商事法務、2011年 )552頁。
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2.債 権者側の法務

DESは、債権者側においては金融資産に係る取引となることから、その会計処理も金融

商品会計基準および金融商品実務指針に基づいて行われる。ただし、DESについての会計

処理については、煩雑なこともあり、実務上の取扱いを明確にするため、平成 14年 10月

9日 に企業会計基準委員会が実務対応報告第 6号 「デット・エクイティ・スワップの実行

時における債権者側の会計処理に関する実務上の取扱い」を公表した。

同実務対応報告においては、債権者が DESを実施した場合、DESに より消滅した債権

の帳簿価額と株式の取得時の時価との差額を当期の損益として処理し、当該株式は時価で

計上するとされている 。これは、債権者がその債権を債務者に現物出資した場合、当該債

権は消滅要件を満たすか否かについて債権と債務が同一の債務者に帰属し当該債権は混同

により消滅する (民法第 520条)と 考えられるため、支配が他に移転したかどうかを検討

するまでもなく、金融資産の消滅の認識要件を満たすものと考えられるのである (金融商

品会計基準Ⅲ‐8・ 9)。 したがつて、債権者は当該債権の消滅を認識するとともに、消滅し

た債権の帳簿価額とその対価としての受取額との差額を、当期の損益として処理すること

となる (金融商品会計基準Ⅲ‐11)。

なお、株式の取得時の時価については、市場価格がある場合には、その価額となり、市

場価格がない場合には合理的に算定された価額とされている。「合理的に算定された価額」

とは、債権放棄額や増資額などの金融支援額の十分性 (例えば、実質的な債務超過を回避

したと考えられるかどうか。)、 債務者の再建計画等の実行可能性 (例えば、近い将来に完

了することが予想されるかどうか。)、 株式の条件 (例えば、優先株式の場合は配当や償還

の条件、普通株式への転換の条件など)等を適切に考慮したうえで、金融商品実務指針第

54項に掲げられる方法65によつて算定する。この場合、同実務対応報告が対象とするDES

については、債務者が財務的に困難な場合に債務者の再建の一手法として行われており、

債権者が取得する債務者の発行した株式の時価は、消滅した債権に関する直前の決算期末

(中間期末を含む)の帳簿価額を上回らないと想定される。すなわち、実行時点において

65 ①取引所等から公表されている類似の金融資産の市場価格に、利子率、満期日、信用
リスクおよびその他の変動要因を調整する方法、②対象金融資産から発生する将来キ
ャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定する方法、③一般に広く普及している
理論値モデル又はプライシングモデルを使用する方法をいう。
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利益が発生するのは、極めて例外的な状況に限られることとなる。

このように、債権者側においては、債務者側が券面額説と評価額説どちらかの処理を採

用したかによって左右されるものではなく、時価評価を基本とする会計処理が行われる。

一方で、擬似 DESは、金銭出資による株式の取得 (第二者割当増資の引受け)と いう行

為と、既存債権の返済を受けたという行為の組み合わせである。このことから、当該行為

は、有価証券の取得の処理と債権の返済の処理を行 うこととなる。ただし、現物出資によ

る DESと 同様の効果をもたらす場合においては、「金銭出資 (第二者割当増資の引受け)

と債権の回収が一体と考えられる場合も、現物出資による場合と同じ会計処理をすべきも

のと考えられる。」66と 述べられていることから、擬似 DES実行時においても、DES実

行時における債権者側の会計処理と同様の処理がなされる67。

第 3節 法人税法における債務の株式化の概念と課税関係

1.債務者側の法務

平成 13年度税制改正では、合併、分割、現物出資または事後設立について組織再編成税

制が適用されることとなった。これは、「実態に見合つた課税を行 うという税制の基本を踏

まえ、原則として、組織再編成による移転資産等についてその譲渡損益の計上を求めつつ、

企業会計基準委員会 「実務対応報告第 6号 デット・エクイティ。スワップの実行
時における債権者側の会計処理に関する実務上の取扱い」 (2002年 10月 )
https.1ヽw_asb.Or.jp/asb/asb_iノdocuments/dOcs/des/des_s.pdf(2016年 10月 )2
頁。
「一体と考えられる場合とは、債権の弁済を受けることを目的として第二者割当増資
に応じるなど実質的に金銭出資と債権の回収が一体性を有し、現物出資によるDES
と同様の効果をもたらす場合が該当するものと考えられる。なお、金銭出資と債権回
収の実質的な一体性については、当該金銭出資又は債権の回収の目的の他、金銭出資
による払込と債権の回収の間の期間などを考慮して判断する必要がある。金銭出資に
よる払込の直前直後に債権回収を行つた場合には、一体ではないことが明らかに示さ
れない限り、金銭出資と債権回収は一体とみなされる。ただし、債務者が第二者割当
増資を行い、債権者がこれを引き受け、払い込んだ現金により債権を回収することに
よつても同じ効果が得られるため、金銭出資 (第二者割当増資の引受け)と 債権の回
収が一体と考えられる場合も、現物出資による場合と同じ会計処理をすべきものと考
えられる。」 (企業会計基準委員会 「実務対応報告第 6号 デット・エクイティ・スワ
ップの実行時における債権者側の会計処理に関する実務上の取扱い」 (2002年 10
月)https:′′www.asb.or.jp/asb/asb_iノdocuments/docsノ des/des s.pdf(2016年 10月 )
2頁。
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特例として、移転資産等に対する支配が継続している場合には、従前の課税関係を継続さ

せるという観点から、その譲渡損益の計上を繰 り延べる、という基本的な考え方」68に基

づいて改正されたものである。これにより、現物出資として取り扱われる DESに関して

も、組織再編成税制の適用対象となった。

したがつて、当該金銭債権による現物出資が適格現物出資か非適格現物出資かにより課

税関係が大きく変わってくることとなる。以下、適格現物出資による場合と、非適格現物

出資による場合とに分けて説明する。

(1)適格現物出資の場合

適格現物出資とは、①100%グループ内の現物出資、②50%超グループ内の現物出資、

③共同事業を行うための現物出資と定義されている。しかし、②および③においては事業

の主要な資産等や従業員が被現物出資法人に引き継がれることその他一定の要件を満たす

ことが必要であることから、DESの場合には②および③ではなく、①の 100%グループ内

の現物出資の場合のみが適格現物出資に該当する69。 DESが、適格現物出資に該当する場

合は、資産の移転について帳簿価額によつて処理される(法人税法施行令第8条 1項 8号 )。

このことから、債務の額面額がそのまま資本金等の額となるので被現物出資法人である債

務者において債務消滅益は発生しない。つまり、帳簿価額での取引を認めることによる課

税の繰延である。ただし、DESを行った債権者が原債権者から券面額と異なる対価により

債権を譲り受ける等、債権の帳簿価額が券面額と異なる場合には、その差額は益金 (また

は損金)と なる。

(2)非適格現物出資の場合

一方、非適格現物出資とは、上記の適格現物出資の要件に該当しないケースである。一

般的に DESは、金融機関などのグループ会社間以外で行われることが多いことからも、

68 武田昌輔編『会社税務釈義 (Digital版 )』 (第一法規、2012年)資本取引/第 5章
「課税標準」〔Ⅱ〕 (資本取引等)/第 1節の 2 組織再編成税制/第 1款 総説/2
制度の概要/(1)組 織再編成に係る税制の基本的な考え方。
69 神足勝彦 。見瀬賢悟『最新 純資産の部の会計 。税務』 (ぎ ょうせい、2011年)338
頁。
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非適格現物出資に該当する事例が多いといえる。この場合は、平成 18年度税制改正によ

り現物出資によって受け入れた債権の時価で処理されることとなる (法人税法施行令第 8

条 1項 9号 )。

もつとも、平成 18年度税制改正前は、DESを行った場合、券面額説を採用し、債権の

券面額により債務者企業の資本金および資本準備金の額を増加させた場合、税務上でもこ

れを資本金等の額とする取扱がなされていた。つまり、会計処理で券面額説を採用した場

合、課税所得の計算上でも債務者には債務消滅益による益金が生じない仕組みになってい

たのである。これは、仮に債権者側で譲渡損が生じる場合においても影響されないとされ

ていた。券面額説を採用した場合、債務消滅益が生じなく益金に算入されないとしていた

のは、商法で、資本金および資本準備金を「株式の発行価額の総額」としていた (旧商法

第 284ノ 2)こ とに合わせ、法人税法においても「株式の発行価額のうち資本に組み入れ

なかった金額」を資本積立金と定義していたためである (1日法人税法第 2条 1項 17号イ)

70。

しかし、平成 18年 5月 に施行された会社法では、株式について発行価額という概念が

なくなり、資本金および資本準備金を「株式の発行に際して払込み又は給付をした財産の

額」 (会社法第 445条 1項)と したことに対応し、平成 18年度税制改正において、法人税

法でも資本金等の額について、「株式の発行をした場合に払い込まれた金銭の額及び給付

を受けた金銭以外の資産の価額その他の対価の額に相当する金額のうち、資本金又は出資

金として計上しなかったもの」とされた (旧法人税法第 2条 1項 16号、法人税法施行令

第 8条 1項 1号 )71。

このことにより、DESに伴う当該金銭債権の時価が券面額を下回る場合 (適格現物出資

を除く。)には、時価により法人税法上の資本金等の額が増加するため、消滅する債務の額

との差額は、債務消滅益として認識され益金に算入されることとなった72。 それゆえに、

70「DES(デ ット・エクイティ・スワップ)における課税関係について (特集 昨年度
[平成 18年度]改正点の再検討 (第 1回 ))」『税務 QA』 第 63号 (2007年 6月 )16
頁。
71 奥島孝康・落合誠一。浜田道代『新基本法コンメンタール 会社法 2』 (日本評論
社、2010年)366頁。財務省大臣官房文書課『平成 18年度税制改正の解説』(大蔵財
務協会、 2006年)287頁。
72「DES(デ ット・エクイティ・スワップ)における課税関係について (特集 昨年度
[平成 18年度]改正点の再検討 (第 1回 ))」『税務 QA』 第 63号 (2007年 6月 )16
頁 。
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税務上は時価評価が強制されるため、会計上、券面額説に基づく処理をした場合には税務

調整が必要となった。

上述のように、会計処理においては、券面額説あるいは評価額説を採用するかは、結果

的に当事者により自由に決定することができる。そのため、債務者は、債権を時価で受け

入れるか券面額で受け入れるか、つまり債務消滅益を計上するかどうかを選択することが

でき、一定の場合においては租税負担の操作や課税の公平を阻害することにつながる可能

性があり、適当ではないとの意見もあつた73。 そこで、税法においては、上述のように評価

額説が強制適用となり、債務消滅益が発生することとなったのである。

一方で、擬似 DESの場合においては、先に述べたように金銭出資により増資が行われ

ることから当該行為は資本等取引に該当し、また、債務の弁済といった行為は、当該債務

を金銭で返済したといった行為に該当することからも、租税回避とみなされる場合を除き

原則は債務消滅益が発生し課税関係が生じることはないと考えられる。

以上のように、DESが適用される場合、会社法においては一定の場合は券面額説により

処理がなされることとなるが、弁済期が未到来の債権の場合は券面額説または評価額説の

どちらが妥当であるかという議論が今後必要になると思われる。一方で、法人税法におい

ては、評価額説つまり時価で評価することとなった。これにより、非適格現物出資の場合

には、一律的に債務消滅益が生じるため、会計上で券面額説を前提とし資本金等の額を増

加させた場合は、申告調整が必要になると考えられるのである。

2.債 権者側の法務

債権者側においても、適格現物出資か非適格現物出資に該当するか否かにより処理が異

なる。

適格現物出資に該当する DESを行った場合、現物出資された金銭債権は、現物出資法

人から被現物出資法人へ現物出資直前の帳簿価額により譲渡したものとして、移転した金

銭債権に係る含み損益は繰 り延べられる (法人税法第 62条の 4第 1項 )。 したがって、債

権者は現物出資を税務上簿価取引として認識することとなり、譲渡損益は発生しない74。

73 岡村忠生『法人税法講義 (第 3版 )』 (成文堂、2007年 )363頁。
74 債権者が債務者会社から受け取る株式の取得価額は,現物出資直前における金銭債権
の帳簿価額となる (法人税法施行令第 119条 1項 7号 )。
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一方、適格現物出資に該当しない場合においては、現物出資法人が交付を受ける株式の

取得価額は、現物出資により給付をした金銭以外の資産の価額の合計額 (取得に要する費

用がある場合には、その費用の額を加算した金額)と されている (法人税法施行令第 119

条 1項 2号 )。 すなわち、株式を債権の時価で受け入れることが必要とされる。この点に

おいては、合理的な再建計画による DESに限り、債権譲渡損の計上が認められることに

注意が必要である (法人税法基本通達 9‐ 4‐ 1、 9‐ 4‐ 2)。 再建計画の合理性については、①損

失負担額の合理性、②支援者による適切な再建管理、③支援者の範囲の相当性、④支援割

合の合理性等を総合的に勘案して判断される。

また、擬似 DESの場合においては、金銭出資により取得する有価証券の取得価額は、そ

の払込をした額と取得に要した費用の合計額とされている (法人税法施行令第 119条 1項

2号 )。 さらに、合理的な再建計画に基づいているか否かに関わらず、当該債権は法形式的

には返済を受けていることから、擬似 DES実行時においては、債権譲渡損等の課税関係

は生じないこととされている。
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第 4章 債務の株式化の法的性格に関する判例の分析・
検討

第 1節 債務の株式化による債務消滅益課税の事例
(最高裁判所平成 23年 3月 29日 判決)

この節においては、東京地方裁判所平成 21年 4月 28日判決75を検証することで DES

の法的性格についての検討を行 う。

本件は、DESお よび自己株式の譲渡について債務消滅益が生ずるか否かの争点につい

て、いずれの裁判所においても、「混同による債務の消滅自体は資本等取引に該当せず、損

益取引に該当すると解されるので、これに基づく経済的利益につき債務消滅益を認定する

ことは違法ではない。」と判示して、債務消滅益を認定した課税処分について容認した事案

である。本件は、関連会社を介し行われた DESであり、かつ当該 DESが適格現物出資に

該当する取引であることなど特殊な部分もあるが、近似 DESに係る課税処分が争われた

数少ない事案として、分析・検討すべき重要な判例である。

また、本件の争点として、①役員報酬の損金不算入の適否、②本件 DESについて債務消

滅益が生じるか否か、③本件自己株式の譲渡について債務消滅益が生じるか否かが存在す

るが、ここでは本論に関係する②本件 DESについて債務消滅益が生じるか否かについて

のみ、分析・検討する。

1.事 実の概要

原告 (以下、X社 とする)は、自動 ドア、エレベータ等の制作、販売、保守管理等を業

とする同族会社である。

C社は、X社に対し、平成 2年に合計 5億円を貸し付けた (以下、「本件貸付債権」とい

う。)。 その後、平成 14年 3月 、本件貸付債権をD社に譲渡した。D社は、同年同月、本

75 東京地方裁判所平成 21年 4月 28日 判決 (事件番号 :平成 19年 (行ウ)758号 )
『訟務月報』第 56巻 6号 1848頁、東京高等裁判所平成 22年 9月 15日 判決 (事件番
号 :平成 21年 (行コ)206号)『LEX/DB(TKC法律情報データベース)』 文献番号 :

25472435、 最高裁判所平成 23年 3月 29日 上告不受理決定判決
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件貸付金を B銀行に譲渡した。B銀行は、平成 14年 11月 7日 にA社 (X社の株式の約

44%の 40万株を保有、代表取締役 :甲 )に対し、本件貸付債権を代金 1億 6200万円にて

債権譲渡した。

X社の新株発行にあたり、A社は、平成 15年 2月 28日 、X社に対して有する債権 4億

3040万 円を現物出資し、同年 3月 1日 、X社はA社に対して、第二者割当により80万株

の新株の発行 (1株発行価額 538円 )が行われた (以下、一連の行為を「本件 DES」 とい

う)。 X社の請求 (旧商法第 280条ノ 8①)に基づき東京地方裁判所から選任された検査役

は、平成 15年 1月 28日付で同裁判所に対し、本件第二者割当増資が適法である旨を報告

した。X社は、本件 DESと 本件貸付債権のうち残金 4万 2435円 は A社から免除を受け

たとして、平成 15年 3月 3日 付で、長期借入金 4億 3044万円を減少させ、資本金 4億

円、資本準備金 3044万 円、雑収入 4万 2435円 とする経理処理を行った。

本件は、原告が、平成 15年 5月 期の法人税につき確定申告をしたところ、処分行政庁

から、①関連会社からの債権の現物出資および同社への新株発行による同社に対する債務

の株式への転化 (DES)につき混同による債務消滅益の計上漏れがあり、②上記の仮装経

理等のため欠損金額の繰越額が過大であるとして、平成 15年 5月 期の法人税の更正処分

(本件更正処分 4)を受けるとともに、平成 15年 5月 期における過少申告加算税の賦課決

定処分 (本件過少申告加算税賦課決定処分 1)お よび重加算税の賦課決定処分 (本件重加

算税賦課決定処分)の うち、更正については所得金額 1億 7386万 8090円 、納付すべき税

額 5194万 3600円 を超える部分、各賦課決定については全部の取り消しを受けた。

上記のような処分を受けたため、本件過少申告加算税賦課決定処分および本件重加算処

分はいずれも違法であるとして、本件各更正処分および本件各賦課決定処分のうち、更正

については確定申告に係る所得金額・納付すべき税額を超える部分または確定申告に係る

翌期へ繰 り越す欠損金額を超えない部分、各賦課決定については、全部の各取消しを求め

ている事案である。

第 1審 (東京地方裁判所平成 21年 4月 28日 判決)において、原告は敗訴し控訴した。

第 2審 (東京高等裁判所平成 22年 9月 15日 判決)においては、「控訴人の主張は、いず

れも原審における主張の繰り返しか、法人税法等に関する控訴人独自の見解に基づき原判

決の認定判断の違法を主張するものであり、当審における新たな証拠を併せ考慮しても、

原判決の認定説示に照らし、控訴人の主張は、いずれも採用することはできない」とし、

控訴棄却。原告は、上告したが、上告不受理決定となり、DESに関する部分については、
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第 1審における判決が確定となった。

2.判 旨

以下、第 1審判決の重要部分について記載する。「DESは、株式会社の債務 (株式会社

に対する債権)を株式に転化することであるが、我が国の会社法制上、これを直接実現す

る制度は設けられていないため、実務上、既存の法制度を用いてこれを実現する方法とし

ては、株式会社の債権者がその有する債権を当該会社に対し現物出資し、混同により当該

会社の債務を消滅させるとともに、当該会社が当該債権者に対し現物出資された債権に相

応する株式を発行する方法が採られており、これは債権者側の債権を株式化する手法と認

識され、債務者である会社の側からは他人資本を自己資本化する手法として認識されてい

る。…法令上、DESを直接実現する制度について何らの規定が設けられていない以上、株

式会社の債務を株式に転化するためには、既存の法制度を利用するほかなく、既存の法制

度を利用する以上、既存の法制度を規律する関係法令の適用を免れることはできないとい

うべきである。そして、我が国の法制度の下において、DESは、①会社債権者の債務者会

社に対する債権の現物出資、②混同による債権債務の消滅、③債務者会社の新株発行及び

会社債権者の新株の引受けという各段階の過程を経る必要があり、それぞれの段階におい

て、各制度を規律する関係法令の規制を受けることとなる。」

「原告は、本件 DESは、一の取引行為であり、全体として法人税法 22条 5項の資本等

取引に該当する旨主張する。しかしながら、上記で述べたとおり、株式会社の債務を株式

に直接転化する制度が存在しない以上、本件 DESは、現行法制上、①本件現物出資による

甲会社 (A会社)から原告への本件貸付債権の移転、②本件貸付債権とこれに対応する債

務の混同による消滅、③本件新株発行及び原告の新株引き受けという複数の各段階の過程

によつて構成される複合的な行為であるからこれらをもつて一の取引行為とみることはで

きない。また、上記①の現物出資および同③の新株発行の過程においては、資本等の金額

の増減があるので、これらは資本等取引に当たると認められるものの、上記②の混同の過

程においては、資本等の金額の増減は発生しないので、資本等取引に該当するとは認めら

れないから、①ないし③の異なる過程を併せて全体を資本等取引に該当するものというこ

とはできず、いずれにしても、上記主張は理由がない。」

「…本件現物出資についても、東京地裁商事部によって選任された検査役は、調査報告
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において、券面額説によってその評価をしたことが認められる。」「しかしながら、本件現

物出資は適格現物出資に該当するので、法人税法 62条の 4第 1項により、本件貸付債権

を直前の帳簿価額により譲渡したものとして、事業年度の所得の金額を計算することとな

るから、混同により消滅 した本件貸付債務の券面額とその取得価額 (直前の帳簿価額)1億

6200万円との差額につき、債務消滅益が発生したものと認められる。」また、「法人税法 22

条 2項の規定の性質上、同項の「資産の販売、有償又は無償による資産の譲渡又は役務の

提供、無償による資産の譲受け」は「取引」の例示であり、同項の「その他の取引」には、

民商法上の取引に限られず、債権の増加又は債務の減少など法人の収益の発生事由として

簿記に反映されるものである限り、人の精神作用を要件としない法律事実である混同等の

事件も含まれると解するのが相当である。したがつて、混同により消滅した本件貸付債務

の券面額から上記資本等取引に当たる 1億 6200万円を控除した残額は、損益取引により

生じた益金と認められる…。」

「…DESを直接実現する制度が存在しない以上、…既存の法制度を利用するほかなく、

既存の法制度を利用する以上、既存の法制度を規律する関係法令の適用を受けることは当

然の事理であって、当事者の意思としても、現物出資、混同及び新株発行という既存の法

制度を利用することは所与の前提として認識しており、DESを①現物出資、②混同による

消滅及び③新株発行という各段階の過程で構成される複合的な行為と捉えることが、当事

者の合理的な意思に反するものとはいえない。」

「以上、検討したところによれば、本件 DESにおいて消滅した本件貸付債務 4億 3044

万 2435円 のうち、現物出資法人である Aにおける本件貸付債権の直前の帳簿価格 1億

6200万円を超える部分 2億 6884万 2435円 につき、債務消滅益が生じたものと認められ

るのが、相当であり、所得金額の計算上、これを益金に算入すべきものと解されるのであ

つて、原告のその余の主張も、この判断を左右するに足りるものとは認められない。」

3.分 析・検討

本件においては、増資前において同一者による支配関係があり、また増資後においても

同一者による支配関係が継続する関係にあったことから、非適格現物出資法人に該当する

(法人税法第 2条 12号の 5)。 そうすると、債務の取得価額は直前の譲渡価額 (B銀行と

A社の譲渡価額)の 1億 6200万 円となる (法人税法第 62条の 4第 1項 )。 よって、混同
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により消滅した債務の券面額である 4億 3040万円と、その取得価額 1億 6200万円との

差額について、債務消滅益が認められることになる76。

さらに、もう1つの考え方として、品川芳宣教授は「本件増資が適格現物出資に該当す

るか否かにかかわらず、甲会社が本件増資によって取得した株式の取得価額は 1億 6200

万円となり (法人税法基本通達 2‐ 3‐ 14参照)、 その金額に見合 う金額が X会社の資本の金

額の増加額となるから、X会社においては、本件貸付債権 (債務)の残額 (4億円)と の

差額が債務消滅益となると考えられる。」77と 述べられている。本件事案は、一般的なDES、

つまり純粋な債務整理、不良債権処理だけがその目的とはいえず、どちらかというとB銀

行と直接取引をせずに A社を介することで債務免除益の計上を避けるといつた租税回避

的な DESと いうことができるからである78。 また、品川芳宣教授は、本件のような DES

の事案については、事実関係に即して考えなければ、「関連会社間の迂回取引において適格

要件を充足しない方法が採用された場合には、本判決の理論は容易に崩れることになる。

もつとも、このような理論は、不良債権処理における債務消滅益課税を単に容認すること

のみを意味するものではなく、むしろ立法的に解決すべき問題が残されていることを示唆

するものである。」79と も述べられている。

このようなことから、債務消滅益が発生し課税されるとする本判決の結論は、上記のよ

うな事実に即して考えると、妥当なものであるということができる。したがって、本件は

適格現物出資に該当することは明らかであり、現物出資された資産の簿価に基づくことか

ら債権の価額 1億 6,200万円および債務の券面価額 4億 3,040万円の差額は、債務消滅益

76 本件 DESが適格現物出資に該当するかについて、DESにおいて現物出資される財産
は自己宛債権であり、その自己宛債権は現物出資により直ちに消滅するため、財産の価値
はなく資産性もないと考えられる。それゆえ、原告は資産の移転を受けたといえないため、
適格現物出資の規定を適用することはできないといった考え方も可能であるとの見解も
ある。小田修司「デット・エクイティ・スワップによる債務消滅益の益金算入」山田二郎 。

大塚一郎編『租税法判例実務解説』 (2011年、信山社)112頁。太田洋 。北村導人 「デッ
ト・エクイティ・スワップ (DES)に関する租税法上の諸問題」『経理研究』第 55号 (2012
年 3月 )318頁。
77 品川芳宣「役員報酬の仮装経理の有無とDES等における債務免除益等の存否」
『T&A master』 第 321号 (2009年 9月 )34頁。
78 松嶋隆弘教授は、当該事案について、判決文から推測するに、本件 DESは租税回避
行為的なものでありながら、適格現物出資の適用があることを失念した事例ではないか
と述べられている。松嶋隆弘「いわゆるデット・エクィティ・スワップ事件」『 日本法
学』第 77巻 4号 (2012年 3月 )72頁。
79 品川芳宣「役員報酬の仮装経理の有無とDES等における債務免除益等の存否」
『T退蹟 master』 第 321号 (2009年 9月 )34頁。
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として益金に算入される。しかし、DESについての考え方や理論構成については、妥当で

あるといえない部分もある80。

(1)資本等取引の該当性

まず DESが 1つの取引であるか否かの論′点に関して、本判決においては、「DESは、①

会社債権者の債務者企業に対する債権の現物出資、②混同による債権債務の消滅、③債務

者企業の新株発行および会社債権者の新株の引受けという各段階の過程を経る必要があり、

それぞれの段階において、各制度を規律する関係法令の規制をうけることとなる。」と判示

している。つまり、本件 DESについては 1つの取引として捉えることをせずに、「複数取

引説」を採用しているのである。この角峯釈については、いくつか問題があると思われる。

それは、課税所得算定において 3つの段階に分けて考えることにより、当事者の意図し

た経済的効果が実現されなくなってしまうということである。つまり、本件 DESは、債権

者と債務者双方の同意により、本債権の現物出資および新株発行並びに混同による本債務

の券面額全額の消滅という法的効果が不可分一体的に生じることを意図して行われたもの

であり、これらいずれかのみの法的効果の発生は意図されていないのである81。 このこと

から、私法上は 1つの法律行為である DESと いう契約を締結したと解釈することができ

るから、課税所得算定上も当該 DESと いう契約の全体を 1つの取引として解釈するほう

が妥当であると考えることもできる。さらに、本件 DESは既存の現物出資という法規に

基づいて行われたのであり (会社法第 207条 9項 5号 )、 それが 3つの段階に分けて考え

80 小田修司氏は、混同とは債権者たる地位と債務者たる地位の同一人への帰属であり、1
つの事実であると解されるから、①債権の取得と②債権と債務の混同による消滅という
2つの行為に分離する考えには民法解釈上疑間がある。また、益金あるいは損金の額に
算入すべき金額は「資本等取引以外の取引」に係るものであるはずであり、明文の規定
がない限り、私法上は資本取引に該当するものを、税法上は損益取引であるとすること
はできない。また、本件 DESが適格現物出資に該当するか否かについて、債権者につい
て現物出資法人に関する規定を類推ないし準用できるかもしれないが、債務者は債権を
取得するものではないから被現物出資法人に関する規定を適用することはできないと
し、当該半J決を批半Jしている。小田修司「デット・エクイティ・スワップを巡る課税問
題」『税務事例研究』第 191号 (2006年 )59‐ 70頁。小田修司「デット・エクイティ・
スワップによる債務消滅益の益金算入」山田二郎 。大塚一郎編『租税法判例実務解説』
(2011年、信山社)108‐ 112頁。その他、批判的見解として藤井茂男「DESに よる債務
消滅益」『税理』第 53巻 13号 (2010年 )98頁。等
81 太田洋・北村導人「デット・エクイティ・スワップ (DES)に関する租税法上の諸問
題」『経理研究』第 55号 (2012年 3月 )313頁。
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ることの論拠に結び付くとはいい難い。

この判決後、金子宏教授は DESは、あくまで私法上単一の取引であるとし、その取引は
「資本取引の要素」と「損益取引の要素」を含む混合取引とする「混合取引説」を主張さ

れている82。 この見解は、要素ごと (取引ごと)に分解して課税関係を検討 している点で

は、本判決と同様の考え方をしていると思われるが、あくまで、1つの取引であるとして

いる点で、DESの法的性質を的確に解釈していると考えることができる。

次に、1つの取引が資本等取引に該当するか否かに関して、本判決においては、「上記①

の現物出資および同③の新株発行の過程においては、資本等の金額の増減があるので、こ

れらは資本等取引に当たると認められるものの、上記②の混同の過程においては、資本等

の金額の増減は発生しないので、資本等取引に該当するとは認められないから、①ないし

③の異なる過程を併せて全体を資本等取引に該当するものということはできない」として

いる。

この点、図子善信教授は、「4億 3044万円の債権を譲渡により対価 1億 6200万円で取

得したとすれば、その差額を収益として認識することとなるが、本件においては 4億 3044

万円の債権は現物出資の履行として給付されたものであるから、本件現物出資は、「資本等

取引」であることは明らかである」83と して、本半J決を批半Jしている。

上述したように、解釈としては、本件 DESを分解して課税関係を検討するのは妥当で

はなく、また、資本金の増加取引であることから 1つの資本等取引であると理解すること

もできる。したがつて、本件 DESから生じるとされる債務消滅益についても、資本等取引

であることから法人税法第 22条 2項の「別段の定め」とする立法措置がない以上、益金

を認識し課税することは妥当ではないと考えることも可能であろう。

(2)民法第 520条における混同消滅損益認識

本判決においては、民法第 520条85を根拠として会社宛て債権が会社に移転されて混同

82 金子宏「法人税における資本等取引と損益取引―『混合取引の法理』の提案―」『税
財政の今後の課題と展望 日本租税研究協会創立 60周年記念租税研究大会記録』 (日本
租税研究協会、2009年 11月 )2頁。
83 図子善信 「簿価が額面を下回る債権によるDESと 債務消滅益の存否」『速報判例解説
TKCラ イブラリー』第 29号 (2010年 4月 )333頁。
85 民法 520条 においては「債権及び債務が同一人に帰属したときは、その債権は、消滅
する。ただし、その債権が第二者の権利の目的であるときは、この限りでない。」と規定
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し消滅するところで損益が生じるとした。つまり、その時点で債務者側において債務消滅

益課税がなされると判示している。

しかし、本件においては、DESに より4億 3040万円の債務と4億 3040万円の債権が

原告に帰属していたこととなるから、混同により資産と負債が同額で消滅 したと考えられ、

そこには収益を認識する余地はないのではないかという見解もある86。 確かに、今回のよ

うな特殊な場合の DESではなく、通常の DESの場合を考えればこの見解も成 り立ちうる

と考えられる。

また、この民法第 520条の解釈において、2つの解釈が可能である。 1つは、単に債務

が消滅するとの法的効果を導いているだけだと解するのか、もう1つは債権債務の混同に

よる消滅が損益取引であることまで根拠づける規定であると解するのかである87。 本判決

においては、2つ 目の見解を採用し損益取引であるとしているが、この民法第 520条を根

拠として、DES取引について税務上債務消滅益を認識すべきとした本判決の解釈には疑問

がある。

以上、上述した判例の検証を行うにあたり DESの法的性格において検討してきた。し

かし、DESからどのように益が生じそれが課税根拠となるのかについては、詳細な検討が

必要である。第 7章においては、法人税法上、債務免除益を認識し課税されるとする根拠

について検討を行うことにする。

第 2節 擬似 DESと 寄附金課税の事例
(東京高等裁判所平成 13年 7月 5日判決 )

擬似 DESと は、債務者である会社が第二者割当増資 (新株発行)を行い、債権者から振

り込まれた出資金により、当該債務の弁済を行 うというスキームである。債権者が債務者

企業の出資者となり金銭を払い込み、債務者企業から債務の弁済を受けるということに若

干の違和感があるが、出資を先に受けることで、債務を株式に転換する DESと 同様の効

果を得ることができながら、結果的には一定の場合を除き債務免除益課税の対象とならな

している。
86 図子善信 「簿価が額面を下回る債権によるDESと 債務消滅益の存否」『速報判例解説
TKCライブラリー』第 29号 (2010年 4月 )333頁。
87中里実 。太田洋 。神田秀樹・増井良啓「座談会 会社法からみた租税法の意義―研究
者の視点 。実務家の視点―」『ジュリスト』第 1445号 (2012年 9月 )28頁。
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い手法といえる。

この擬似 DESは企業再生の手法として活用されるだけでなく、節税目的に用いられる

場合もある。つまり、親会社が、子会社に対する不良債権を擬似 DESに より額面金額を大

幅に上回る金額で株式に振り替えて、当該株式を第二者に低額譲渡し、多額の有価証券売

却損を計上することにより、貸倒れとして損金算入できない子会社に対する不良債権を処

理する場合である。このケースは、閉鎖的な会社である同族会社においてよく見受けられ、

課税上問題となることがある。なお、株式の額面金額規定が廃止される前の事例である点

には注意が必要である。その擬似 DESについて一定の判断を下した裁判例としてあげら

れるのが、日本スリーエス事件と相互タクシー事件88でぁる。ただし、どちらの事案も、株

式の額面金額規定が廃止される前の事例である点には注意が必要である。以下、日本スリ

ーエス事件について検討する。

1.事 実の概要 89

原告 (以下、X社 とする。)は、X社の子会社であるA社および B社 (以下これらを併

せて「本件子会社」という。)に対する貸付債権が不良債権化していたところ、平成 6年 3

月期において多額のコンサルティング収入を期待できることとなったため、これを機会に

この不良債権を処理しようと考え、本件子会社の発行する増資新株式を額面価額に比べて

高額で引き受けて、この株式を C社に低額で譲渡することによつて有価証券売却損を計上

した。また、本件子会社は、この増資払込金をもつて X社に対する債務を弁済した。

これに対して、税務署長は、法人税法第 132条 (同族会社の行為計算否認規定)を適用

して、この新株式の取得価額は額面価額であると認定し、X社は有価証券売却損を過大に

計上しているとして、更正処分及び過少申告加算税賦課決定処分をしたため、X社は各処

分の取り消しを求めて提訴した事例である。

第 1審 (東京地方裁判所平成 12年 11月 30日 判決)では、本件一連の行為について法

88 福井地方裁判所平成 13年 1月 17日判決 (『訟務月報』第 48巻 6号 1560頁 )、 名古屋
高等裁判所平成 14年 5月 15日判決 (『税務訴訟資料』第 252号順号 9121)、 最高裁判
所平成 14年 10月 15日判決 (『税務訴訟資料』第 252号順号9213)上告不受理決定。
89 東京地方裁判所平成 12年 11月 30日判決 (事件番号 :平成 10年 (行 ウ)191
号)『訟務月報」第 48巻 11号 2785頁、東京高等裁判所平成 13年 7月 5日 判決
(事件番号 :平成 13年 (行コ)第 6号)『税務訴訟資料』第 251号順号 8942。
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人税法第 132条を適用したことは適法であるとして税務署長の主張を支持 した。そして、

それを不服として原告は控訴した。

第 2審 (東京高等裁判所平成 13年 7月 15日判決)においては、原判決の述べた理由を

引用して控訴棄却の判断を下し、これにより判決確定となつた。

2.判 旨 (請求棄却 )

以下、第 1審判決の重要部分について記載する。「・…そもそも損金に算入することがで

きないものであったにもかかわらず本件一連の行為によって有価証券売却損を計上するこ

とによつて損金に算入することとしたというのであれば、本件一連の行為によつてはじめ

て法人税の負担を減少させる結果が生ずるのであるから、本件一連の行為が次に述べる法

132条の要件に該当する場合には、同条に基づき行為又は計算を否認されることになると

いうべきである。…法 132条の趣旨にかんがみるならば、同条の否認の対象となる行為又

は計算とは、通常の経済人の行為として不合理、不自然な行為又は計算がこれに該当する

ものというべきである。」

「…法 33条 2項が、金銭債権について評価損の計上を禁止していることにかんがみると、

金銭債権が回収不能になったことによつて損金の額に算入することができるのは、金銭債

権の全額が回収不能である場合に限られるものと解される。法基本通達 9‐ 6‐2も このこと

を明らかにしているものと解される。そして、回収不能になったものと認められるかどう

かの判断については、債務者の資産状況その他の状況からみて、支払能力がなく、債権の

回収が客観的に不能と認められる場合、すなわち、債務者において破産などの清算手続を

経たが債権の全額が回収できなかった場合などのほか、これに準じ、債務者の負債及び資

産状況、事業の性質、債権者と債務者との関係、債権者及び債務者が置かれている経済的

状況等諸般の事情を総合的に考慮したときに、社会通念上債権の回収が不能であると認め

られる場合には、金銭債権が回収不能になったものとして、当該事業年度において損金に

算入することができるものと解すべきである。」

「…原告の本件子会社に対する貸付金はいずれも回収不能とはいえず、損金に算入するこ

とはできないものであった。すなわち、原告は、本来損金に算入することができないもの

について、本件一連の行為を行い、有価証券売却損という形を取ることによって、実質的

に、本件子会社に対する貸付金を損金に算入する形で処理したものであるということにな
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る。一債務超過状態にあり、将来成長が確実に望めるというような特別の事情が認められ

るわけではない株式会社の新株発行に際して、額面金額である発行価額を大幅に超える払

込みを行 うのは、通常の経済人を基準とすれば合理性はなく、不自然・不合理な経済行為

である。…そして、本件子会社が、原告が全株式を保有する同族会社であり、かつ、本件

一連の行為によって、本来であれば損金に計上することのできない本件子会社に対する貸

付金を有価証券売却損という形を取ることによって、損金に計上するという目的があった

からこそ、右のような払込みが行われたものであるというべきである。一被告は、原告の

右の行為を否認し、原告が行った本件子会社の株式の増資払込みを通常あるべき行為に引

き直して、本件子会社の株式一株について払い込んだ金額は、株式の額面金額とするのが

相当であり、その余の金額は、株式の増資払込みとは認められず、何ら対価性のない金銭

の支出として寄附金に該当するとしている。一本件子会社の株式一株について払い込んだ

金額は、株式の額面金額とするのが相当であるとしたものであること、本件子会社は、い

ずれも債務超過状態であり、将来成長が確実に望めるというような特別の事情も見当たら

ないのであって, その新株の価値は極めて低いと考えられることからすると、右の被告の

認定が不合理であるということはできない。したがって、右のとおり法 132条を適用した

ことは適法なものというべきである。」

「…増資払込みの反対給付として本件子会社の株式を入手しているのであるから、原告の

本件子会社に対する払込金のうち額面金額を超える部分について寄附金とするのは誤 りで

あると主張するが、被告は、本件子会社の新株一株について払い込んだ金額は、株式の額

面金額であるとし、額面金額を超える部分については寄附金に該当すると認定したもので

あつて、額面金額を超える部分については何ら対価がなくその部分については原告の経済

的利益が社外に流出しているのであって、原告の右主張を採用することはできない。」

3.分 析 E検討

法人税法は、同族会社の行為または計算で、これを容認した場合に法人税の負担を不当

に減少させる結果となると認められるものがあるときは、税務署長はその行為または計算

にかかわらず、その認めるところにより、法人税額を計算することができるとしている (法

人税法第 132条 )。

ここで注目すべき点は、個別の取引行為自体では直ちに法人税法第 132条を適用するこ
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とは法解釈上難しいが、本判決では、上記の行為を「一連の行為」と捉えて法人税法第 132

条の適用の可否を判断している点である。つまり、X社が払込金によって本件子会社の各

新株を取得した行為では、法人税の負担は不当に減少しない。X社が取得した債務超過の

状況にある子会社の各新株の全部および一部を、非同族会社である C社に低額で譲渡した

行為自体についても、不当性や恣意性があるわけでもない。また、X社が本件子会社から

それぞれ貸付金の返還を受けた行為自体も通常の取引である。しかし、本件を「一連の行

為」と捉えた場合、X社の本件子会社に対する貸付金を無税償却しようとしたものである

と認定し、法人税法第 132条の適用は妥当であるとしたのである。

本判決のように、「一連の取引」として法人税法第 132条を適用することもあり得よう

が、当該取引を「一連の行為」として捉えることが、果たして妥当といえるのだろうか。

つまり、債務超過の状況にある子会社の 「無価値な」発行株式を著しく高額で引き受けた

ことに問題があるとすれば、それは法人税法第 37条 6項所定の寄附金認定をして損金不

算入とすることも検討の余地が残されているのではないか90。 法人税法第 132条は、租税

行政庁の恣意性が介入するおそれがあり、むやみに適用範囲を拡大するべきではないこと

から、法人税法第 37条による寄附金課税により否認するべきではないかと考える。

また、税務署長は、本件子会社の株式 1株について払い込んだ金額を株式の額面金額と

するのが相当であり、残余額は何ら対価性のない支出として寄附金に該当するとしている。

本判決は、商法改正前の額面株式 (旧商法第 202条 2項)が存在していたころの事案であ

るため、現在では、単純に高額払込であると認定することは困難であるといえる。今後は、

子会社の株式の時価評価をどのように行 うのか重要な問題となるであろう。

第 3節 債務の株式化の法的性格の分析・検討

1.債務の株式化と擬似DESの法的性格

第 4章においては、DESは、資本金等の額の増減を伴う取引であり、また、会社法にお

いても現物出資と捉えていることから 1つの資本等取引に該当し、債務消滅益は生じない

とする見解もあることを述べた。しかし、DESは、1つの資本等取引といつても、実際に

9° 岩崎政明「子会社株式の高価引受と同族会社の行為計算否認」『ジュリス ト』第
1215手計 (20024巨 1月 )194頁。
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は「損益取引の要素」と「資本等取引の要素」が混在している取引であるといえる。すな

わち、資本等取引とされる要素については、益金が生じることはないが、損益取引の要素

の部分は法人税法第 22条 2項の益金概念に該当する可能性が生じることとなる。しかし、

判例のような民法第 520条の債権債務の混同が損益取引に該当し、そこから消滅益が生じ

るという考え方は、民法第 520条が単に法的効果を述べただけの規定であるとすると、妥

当であるとはいい難い。それゆえに、損益取引の要素の部分について、債権の時価と券面

額の差額は、債務免除益であると解することの方が妥当であると考える。つまり、現物出

資された債権の実質価額は券面額より下落しているはずであり、その債権の時価と券面額

の差額は、債権者側が債権放棄したのと同様の効果であることから、債務免除益であると

認識できる。そして、DESの損益取引の部分は、法人税法第 22条 2項の「その他の取引」

に含まれるため、債務免除益は益金に該当することとなる。

また、DESと 擬似 DESについては、債務超過を解消する手段として活用されるという

同様の趣旨であり、現金の支出収入が絡むか否かという点のみが異なっているに過ぎない

といえる。この差異が重要な課税上の取扱いの違い (債務免除益が発生し課税されるか否

か)を生み出すという合理的理由になるのであろうか。そうであるとすれば、DESと 擬似

DESについては、本来は同様の課税関係とするべきと考えることもできる。

2.債 務の株式化 と擬似 DESの比較検討

擬似 DESを用いる場合は、現物出資の煩雑さを回避できることや、検査役の調査が不

要なこと、実際に発行価額を払い込むため、株式の取得価額の評価が容易であることや債

務免除益による課税関係が生じないことなど、DESに はないメリットがある。しかし、

DESと 債務を株式に転換するという点では同様の効果をもちながら、債務を免除するもの

ではないことから、結果的に債務免除益課税の対象とはならないとされているのである。

このように、法的構成の違いにより、課税関係が異なっていることからも、DESと 擬似

DESの課税制度の整合性をどのようになすべきか、検討が必要である。

そもそも、平成 18年税制改正前においては、DESに関して、券面額説を採用した場合、

会計上も税法上も債務消滅益は生じず、擬似 DESと の課税の相違が問題となることはな

かつた。しかし、平成 18年税制改正により、DESにおいては債務消滅益が生じ、益金の

額に算入されることが示された一方で、擬似 DESの債務者側の処理に関して何ら規定は
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設けられなかったことから91、 擬似 DESと の課税の違いが浮び上がってきた。

擬似 DESによれば、新株発行およびその払込まれた金銭による債務の弁済が別個の取

引として行われるので、債務者側においては原則として課税関係は生じないとされている

92。 っまり、擬似 DESを別個の取引で構成されているものとみなせば、新株発行により資

本金等が増加するので資本等取引に該当し、課税関係が生じる損益取引には該当せず、債

務の弁済の部分についても課税関係が生じることはないからである。しかし、見方を変え

て、それぞれ別個の取引を、一連の取引とみなした場合には、課税関係が生じる可能性も

ある。これは、擬似 DESの一連の取引が、専ら税負担を減少させる意図で行われた場合、

DESと 同様に債務消滅益課税が行われる可能性もあるということである。さらには、同族

会社間において擬似 DESを行つた場合にも、日本スリーエス事件のように同族会社の行

為計算否認規定の適用がある可能性もある。また、相互タクシー事件の判決93をみると、

合理的な再建計画が存在しない場合、その出資が寄附金と認定され、債務者側に受贈益が

生じ課税されることもあり得る。つまり、上記の 2つの判例から、擬似 DESを行つた場

合に債務者側にも課税される可能性があることとなる。このように、擬似 DESに関して

は、一定の場合においては、受贈益等の課税が生じる可能性もあるが、企業再生に際して

行われる擬似 DESにおいて「合理的な再建計画」が存在する場合には、債務者側において

課税関係は生じないと解すことができる。

91 林幸一「中小企業再生における擬似 DESに係る課税問題」『大阪経大論集』第 61
巻 3号 (2010年 9月 )122頁。
92 東京弁護士会『法律家のための税法[会社法編](新訂第 6版 )』 (第一法規、2011
年)60頁。
93 親会社の代表取締役の相続税納税に際し、株式を売却して捻出することに多額の
税負担が見込まれるため、原告の有する子会社株式の擬似 DESを行い、その株式を
第二者に譲渡し、その有価証券売却損を計上した。課税庁は、増資払込みのうち、
額面を超える部分は寄附金に当たる旨の主張を行つた。裁判所は、「それが実質上寄
附金と判断される以上、原告の行った取引の外形に法人税法上の法的評価が拘束さ
れる理由はない」と判断している。この判断は、子会社に対する再建計画の有無、
売却損の金額の大きさの検討等から、課税庁が主張した同族会社の行為計算の否認
を持ち出すまでもなく、寄附金と判断したものと思われる。擬似 DESによる株式の
取得においても、資本等取引との判断は必ずしも外形に寄らず、実質上寄附金と判
断される場合は、資本等取引には当たらない旨の司法の見解を明確に示したものと
いうことができる。 (福井地方裁判所平成 13年 1月 17日判決 (『訟務月報』第 56
巻 6号 1848頁 )および名古屋高等裁判所平成 14年 5月 15日 判決 (『税務訴訟資
料』第 252号順号 9121)においても課税庁側が勝訴し、最高裁判所平成 14年 10月
15日 判決 (『税務訴訟資料』第 252号順号 9213)で不受理決定により、確定してい
る。)

‐44‐



現行制度上は上記のような取扱いとなつているが、DESお よび擬似 DESが主に、債務

超過を解消する手段として使用されるという趣旨および同様の経済的効果が生じることか

らすれば、DESと 擬似 DESについては統一的な課税関係が求められるべきではないかと

考える。また、判例のような企業再生目的以外での擬似 DESを利用する原因は、DESと

擬似 DESに対する課税の均衡がとれていないからではないかと考える。
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第 5章 企業再生税制における債権者・債務者側の法務・
税務

第 1節 企業再生税制における債権者側の法務・税務

企業再生に際しては債権放棄や DES等を行 うことが多く、債権者にとつても大きな負

担となる。会計上においては、金銭債権等が回収不能となった時点で貸倒損失等の計上が

なされる場合でも、税法上においては貸倒損失の計上は認められない場合があり、税法上

はその計上に厳 しく要件を定めている。そこで、債権者側においては、債権放棄等により

生じた損失が損金と認められるか否かが論点となる。以下、貸倒損失の計上の可否、再生

支援損失等における寄附金該当性の判断について論考する。

1.貸 倒損失

金銭債権等における貸倒損失の計上は法人税法第 22条 3項 3号にいう損失に該当し、

その金額は損金の額に算入されることと解されるが、法人税法において貸倒損失の処理・

計上については明文の規定がない。しかし、貸倒損失を計上するか否かの判定は事実認定

によるため、個別具体的であり困難な場合が多い。そのため、貸倒損失の損金算入は、法

律的に消滅する事実が生じた場合 (法人税法基本通達 9‐ 6‐ 1)、 債務者の資産状況・支払能

力等からみてその全額が回収できない場合 (法人税法基本通達 9‐ 6‐ 2)、 売掛債権につき取

引停止後一定期間弁済がない場合 (法人税法基本通達 9‐ 6‐3)の 3つのケースにおいて認

められていると解されている。企業再生においては、法律的に消滅する事実が生じた場合、

債務者の資産状況・支払能力等からみてその全額が回収できない場合という2つのケース

が該当することから以下、この 2つのケースについて検討していく。

まず、法律的に消滅する事実が生じた場合とは、更生計画認可の決定、再生計画認可の

決定があった場合、特別清算に係る協定の認可の決定があった場合、法令の規定による整

理手続きではなく債権者集会等の関係者の協議決定があり金銭債権等が切り捨てられた場

合においては、貸倒損失の損金算入が認められる。つまり、会社更生法や民事再生法によ

り企業再生を行 う場合に生じた金銭債権等の切捨て (債権放棄)による損失の額について
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は、原則として貸倒損失の損金算入が認められている94。 さらに、債務者の債務超過の状

態が相当期間継続し、その金銭債権の弁済を受けることができないと認められることが書

面により明らかにされた債務免除額についても損金算入が認められている。ただし、弁済

を受けることができないと認められる部分についてのみ貸倒損失の損金算入が認められ、

それを超える額については寄附金と認定される。

次に、債務者の資産状況。支払能力等からみてその全額が回収できない場合においては、

そのことが明らかになった事業年度において貸倒損失の損金算入が認められている。これ

は、客観的にみて全額回収が不可能であることが確実であると認められること、損金経理

をしていること、回収不能が明確になったときに直ちに貸倒処理を行 うことといった要件

がある。さらに、保証債務については、現実にこれを履行した後でなければ貸倒処理の対

象とはならず、また、当該金銭債権に担保物がある場合には、その担保物を処分するまで

は貸倒れの処理はできないこととなっている95

2.再 生支援損失

債権者企業が、子会社や取引先等のために債権放棄等を行つた場合、法人税法上は経済

的利益の無償の供与等に当たるとして寄附金に該当するおそれがある(法人税法第 37条 )。

しかし、子会社や取引先が経営危機等に陥っており、当該債権放棄等が倒産を防止するた

めにやむを得ない措置であり合理的な再建計画に基づいて行われる場合においては、寄附

金に該当せず、当該金額は損金の額に算入できるとされている(法人税法基本通達 9‐ 4‐ 2)。

これについて大阪高等裁判所平成 17年 12月 18日 判決においては、債権放棄等が、寄附

金に該当しないといえるためには、債権放棄がやむを得ないこと (必要性 )、 当該債権放棄

等について相当な理由があること (相当性)が必要であるという2つの要件が示されてい

る。また、DESの債権者側の取扱いで述べたように、相当性については、①損失負担額の

合理性、②支援者による適切な再建管理、③支援者の範囲の相当性、④支援割合の合理性

等を総合的に勘案して判断される。したがって、会社更生法や民事再生法などの法的手続

94 連帯保証人がいる場合、保証人に対して保証責任の追及をする必要があり、保証人に
対する債権についても法的に切り捨てられた場合には、貸倒損失の計上が認められる。
稲見誠一・佐藤信祐『企業再生の税務 (第 2版 )』 (中央経済社、2010年)201頁。
95 武田昌輔編『会社税務釈義 Digital』 (第一法規、2016年)第 1巻 3854頁。
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により行われる債権放棄による損失については、寄附金に該当せず全額損金の額に算入す

ることが可能となるが、私的整理による債権放棄等のケースで上記要件が満たされていな

い場合は寄附金に該当し、一定の額は損金算入できないこととなる。しかし、実務上では、

私的整理ガイ ドラインや事業再生 ADR等による手続きを利用し、上記要件を満たすよう

に処理することも多くみられる96。

第 2節 企業再生税制における債務者側の法務・税務

1.企業再生と支援措置

企業再生においては、債務者企業の再生等を図るために、DES、 役員等からの私財提供、

および債務免除などの支援的措置が行われる。しかし、前述したように法人税法において

は DES。 私財提供・債務免除からは原則益金が生じることとなる。当該益金が課税所得に

計上されてしまうと、支援的措置の効果が減殺され企業再生を阻害することになりかねな

い。そこで、現行法人税法第 59条は、法的整理型である会社更生手続、民事再生手続の開

始決定、その他これに準じる事実 (以下、一定の私的整理という)が生じた場合には、資

産の評価損益の損金・益金算入、期限切れ欠損金 (繰越欠損金の額 (未使用欠損金額)の

うち青色欠損金等以外の金額)の損金算入などの特例を認めている。

このように、法的整理や一定の私的整理手続が行われた場合には特例的な取扱いがなさ

れているが、現在の制度に至るまでには幾度も改正が行われてきた。そこで、どのように

当該制度が導入され現行制度に至ったのか、会社更生法等の他の法令も含めて沿革を確認

する必要がある。また、会社更生法、民事再生法、一定の私的整理による手続において、

債務免除等がなされた場合の現行法人税法上の取扱いは異なることから、それぞれどのよ

うな差異が生じているのか検討していく。

2.企業再生に関する法規の変遷

会社更生法や民事再生法の目的を達成するため、従来から法人税法等に対する特例的措

(第 2版 )』 (中央経済社、2010年)209頁。
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置が講じられてきた。企業再生に係る特例措置については、法人が業績不振による財務状

況の悪化等のため、欠損が生じた場合は、「その欠損を補てんするために役員、株主等が私

財を提供することは、しばしばあることであり、これについて法人税を課税することにつ

いても問題がある」98こ とから、昭和 25年の旧法人税基本通達において、「法人の資産整

理に当つてなされた重役、その他の私財提供 (債務免除を含む。)又は銀行の預金切捨によ

る益金であらて法第 9条 5項の規定 (青色申告法人の前 5年以内に生じた欠損金の損金算

入)の適用を受けない繰越欠損金 (欠損金と積立金とを併用する場合はその相殺残額)の

補てんに充当した部分の金額は、課税しない」 (昭和 25年直法 1‐ 100「 247」 )と して取り

扱われていた。さらに、旧会社更生法においても、法人税法等の特例として更生手続によ

る会社の財産の評価換えおよび債務の消滅による益金について、更生手続開始前から繰 り

越されている欠損金額を上限として、当該財産の評価替えおよび債務の消滅のあった事業

年度の所得計算では益金の額に算入しないと規定されていた99。 しかし、この通達につい

ては、繰越欠損金額の範囲および積立金との相殺残額等についての問題や、課税所得とな

るか否かの決定に関することを通達により定めることへの批判もあり、資産整理の内容を

明らかにし、旧会社更生法第 269条の規定を取り入れて法令上規定し整備することが望ま

れていた100。

98 武田昌輔編『DHCコ ンメンタール法人税法 (第 3巻 )』 (第一法規、2015年)3503の
2。 武田昌輔「欠損金の繰越制度の検討 (3)」『税務事例』第40巻 6号 (2008年 6
月)71頁。
99 旧会社更生法第 269条 3項 :更生手続による会社の財産の評価換及び債務の消滅に
よる益金で、更生手続開始前から繰 り越されている法人税法第 2条第 1項第 19号 (定
義)に規定する欠損金額 (同法 57条 1項 (青色申告書を提出した事業年度の欠損金の
繰越 し)又は第 58条第 1項 (青色申告書を提出しなかつた事業年度の災害による損失
金の繰越し)の規定の適用を受けるものを除く。)及び同法第 2条第 19号の 2に規定す
る連結欠損金額 (同法第 81条の 9第 1項 (連結欠損金の繰越し)の規定の適用を受け
るものを除く。)の うち当該会社に帰せられる金額の合計額に達するまでの金額は、当該
財産の評価換又は債務の消滅のあつた各事業年度又は各連結事業年度の同法による所
得の金額又は連結所得の金額の計算上益金の額に算入しない。また、旧更生特例法にお
いても、同様の趣旨の規定がなされていた。さらに、旧会社更生法は平成 15年に大幅な
改正が行われ、改正会社更生法 (平成 15年 4月 1日 施行)が施行されており、会社更
生法第 232条に「法人税法等の特例」として旧会社更生法と同様の内容が規定されてい
る。
100 成道秀雄 「会社更生等による債務免除等があった場合の欠損金の損金算入制度」『 日
税研論集』第 59号 (2009年 )92頁。税制調査会 「昭和 38年 12月 所得税法および法
人税法の整備に関する答申」37‐ 38頁。
http:ノ/www.sOken.0■ jp/p_documentノ zeiseishOusakai pdys3812_syotokuzeihO_houjin
nzeihonoseibi.pdf(20164「 12月 )
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その後、昭和 40年 3月 法律第 34号による法人税法の全文改正に際して、繰越欠損金の

範囲等の明確化を図りながら、その適用等について法人税法第 59条 「資産整理に伴 う私

財提供等があった場合の欠損金の損金算入」が規定された。当該規定は、商法の規定によ

り整理開始等の命令があった場合で、債務の免除を受けた金額を上限として期限切れ欠損

金の損金算入を認める規定であり、従前の取扱い通達を踏襲している101。

また、従前から会社更生手続きの場合における法人税法等の取り扱いについては、法人

税法の規定ではなく税制上の特別措置として旧会社更生法に定められていた。しかしなが

ら、旧会社更生法第 269条 3項 と旧法人税法基本通達 14‐ 3‐ 1の 6に関わる会社更生欠損

金の益金への充当順位等について争われた判例がある102。 当該判例において、更生開始前

の青色欠損金以外の欠損金から財産評価益または債務免除益と相殺することが妥当である

と確定し、当該通達が改正された。さらに、旧会社更生法第 269条 3項の趣旨103について

101 欠損金額については、法人税法施行令第 181条において前事業年度以前の事業年度か
ら繰 り越された欠損金額の合計額から、適用年度終了時における資本積立金額および法
人税法第 57条または法人税法第 58条の規定により損金の額に算入される欠損金額を控
除した金額と規定されていた。
102 当該判例の概要は以下の通りである (大阪地方裁判所平成元年 3月 28日 判決 (『訟務
月報』第 35巻 10号 1964頁。『判例タイムズ』第 701号 (1989年 9月 )167‐ 185頁。
等)、 大阪高等裁判所平成 2年 12月 19日判決 (『訟務月報』第 37巻 8号 1482頁。『判
例タイムズ』第 768号 (1991年 12月 )102‐ 114頁。等))。 X(原告)は、昭和 53年 2
月、裁判所に会社更生手続開始の申立をし、昭和 57年 9月 30日会社更生計画が認可さ
れたものであるが、同年 5月 1日 から同年 9月 30日 までの事業年度において、更生計
画の認可に伴い、約 623億円の債務免除益を得ることとなり、右債務免除益を含む同期
における繰越欠損金控除前の所得金額が約 627億円となった。そこで、Xは、右所得金
額から、まず会社更生法 269条第 3項により益金に算入されない金額 (但 し、法人税法
第 57条第 1項により繰越控除の可能な欠損金を除く。以下、これを「会社更生欠損金」
という。)である約 202億円を控除し、次に法人税法第 57条第 1項により繰越控除が認
められる欠損金である約 425億円を控除し、その合計 627億円を同期における欠損金と
して控除し、右青色欠損金で控除しきれなかった約 173億円の欠損金については、翌期
に繰越す申告をした。これに対しY(税務署長)は、法人税法基本通達 14-3-1の 6に
より青色欠損金の繰越しが会社更生欠損金の繰越しに優先することを前提とし、まず青
色欠損金の合計額である 599億円差し引き、その余の約 30億円について会社更生法第
269条 3項により控除することとし、同期における課税所得の金額が 0であることにつ
いては変わりはないものの、青色欠損金を全て充当した以上、翌期に繰越す欠損金は存
在しないとして、Xの翌期繰越欠損金額に関する申告を否認する更生処分をした。当該
処分を不服として各更正処分取消訴訟を提訴したのが当該事案である (その他の処分に
ついては、判例を参照されたい)。 原審においては、会社更生法第 269条 3項が法人税
法第 57条に対する特例を定めていることからも、特別法が一般法に優先するという一
般原則からしても会社更生法第 269条 3項をを優先すべきとして基本通達と逆の解釈を
とり、控訴審においても立法の経緯等も検討したうえで原審の判断を支持した。
103判例タイムズ第 701号 (1989年 9月 )181頁。



「更生手続が開始されると、公正な更生計画を作成するため、管財人により会社の財産の

価額の評定が行われる (会社更生法 177条)ほか、更生計画においては、更生債権や更生

担保保権の減免が行われていることが多く、更生計画認可決定によりその内容どおりの免

除を受けたり (同法 242条 )、 届出がなされなかったために失権する債権も生じ (同法 241

条)、 これらは更生会社の益金として計上されることとなるが、このような評価益や債務免

除益を、税法上、所得の計算において実質的に益金に算入することは、更生会社に対し、

酷であるうえ、債権者の犠牲において課税がなされることになり、ひいては更生計画の遂

行にも支障が生ずることから、その部分を課税の対象から除外することとした」ものであ

るとしている。しかし、「その全額を課税の対象から除外することは一般の場合と著しい不

均衡を生ずること等から、更生手続開始前から繰越されている欠損を補填する限度内でこ

れを認めること」と解されるとしている。

さらに、平成 12年には和議法の廃止および民事再生法の制定に伴い、法人税法上でも

整備が行われた。平成 16年には、繰越欠損金額から資本積立金額を控除しないこととさ

れ、平成 17年以降も法整備が行われてきた。

(1)平成 17年度税制改正

平成 17年度前後において「産業・金融の一体再生」への取組みの中で、企業や産業の再

生の円滑化が不可欠となつており、債務超過企業の抱える経営資源を有効に活用するため

には、早期着手・抜本的な処理により、企業価値の毀損を最小限にとどめ、迅速かつ確実

な再建につなげることが重要であるとしていた。また、企業再生におけるスキーム等やそ

の体制が整ってきたことから、そのための法規定が必要であるとしたのである104。

そして、平成 17年度税制改正において、法人税法第 59条の見出しを「会社更生等によ

る債務免除等があつた場合の欠損金の損金算入」に改めた。さらに、民事再生法等の法的

整理に加え、一定の私的整理が行われた場合の債務者である法人についても、①資産の評

価益の額または評価損の額を益金の額または損金の額に算入する措置と、②①の適用を受

ける場合に、繰越欠損金額の損金算入について青色欠損金額等以外の欠損金額 (債務免除

104 ファィナンス財務省広報 HP「平成 17年度税制改正の解説」181頁 。
httpソ/warp.ndl.go.jp/info:ndbp/pid/1022127/wwvttmO■ go.jp/flnance/f1708betu.htm

(2016年 9月 )
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益等の額に達するまでの金額に限る。)を優先控除する措置を一体的に講ずることとされ

た。このように、上記の改正により、「債務者である法人が、民事再生法等の法的整理や一

定の私的整理により事業再生に早期に着手し、抜本的な処理を行 う際、資産売却による損

失の実現を待たずに評価損の計上が可能となることから、迅速な事業再生が可能となり、

また、いわゆる期限切れ欠損金を優先控除することにより、再建期間中に生ずる所得と相

殺可能な青色欠損金が残ることから、早期の事業再生が可能となるといった効果がある」

105と解説されている。

また、法人税法第 59条の改正に伴い、会社更生法で規定されていた財産の評価替えお

よび債務の消滅による益金不算入の条文 (会社更生法第 232条の 3106)については、平成

17年 4月 の改正により削除されている。

(2)平成 18年度税制改正

平成 18年度税制改正において、DESに伴う当該金銭債権の時価が券面額を下回る場合

(適格現物出資を除く)には、時価により法人税法上の資本金等の額が増加するため、消

滅する債務の額との差額は、債務消滅益として認識され益金に算入されることとなった

107。 これに対応して、法人税法第 59条の会社更生法、民事再生法、その他それに準ずる

一定の私的整理による債務免除等があつた場合の欠損金の損金算入制度について、適用対

象となる事由に、DESに よる債務消滅益の計上も含まれることとなった 108。 っまり、DES

に伴 う債務消滅益についても、評価損の損金算入および期限切れ欠損金の優先利用による

105 ファィナンス財務省広報 HP「平成 17年度税制改正の解説」181頁 。
httptttarp.ndl.go.jp/info:ndttpイ pid/1022127/www.mO■ gojp/inance/f1708betu.htm

(2016年 9月 )
106 会社更生法第 232条の 3:更生手続による更生会社の財産の評価換え及び債務の消滅
による益金で、更生手続開始前から繰り越されている法人税法第 2条 19号に規定する
欠損金額 (同法第 57条 1項又は第 58条 1項の規定の適用を受けるものを除く。)及び
同法第 2条 19号の 2に規定する連結欠損金額 (同法第 81条の 9第 1項の規定の適用
を受けるものを除く。)の うち当該更生会社に帰せられる金額の合計額に達するまでの
金額は、当該財産の評価換え又は債務の消滅のあった各事業年度又は各連結事業年度の

同法による所得の金額又は連結所得の金額の計算上益金の額に算入しない。
107 DES(デ ット・エクイティ・スワップ)における課税関係について (特集 昨年度 [平
成 18年度]改正点の再検討 (第 1回 ))」『税務 Q倒 第 63号 (2007年 6月 )16頁。
108 「DES(デ ット・エクイティ・スワップ)における課税関係について (特集 昨年
度[平成 18午度]改正点の再検討 (第 1回 ))」『税務 Q倒 第 63号 (2007年 6月 )16
頁。
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損金算入ができるようになったのである。これは、DESが行われるのは一般的に企業再生

を行 う場合であり、債務超過を解消し財務状態を改善するための手段の 1つとして考えら

れ、債務の免除と同様の効果をもたらすと考えられることから、法人税法第 59条 (会社更

生等による債務免除等があつた場合などの欠損金の損金算入)に DESによって生じた債

務消滅益が加えられたのである。平成 18年度税制改正において、平成 17年度にその基礎

がつくられた企業再生関係税制に関しての、内容の拡充が行われたということができる。

(3)平成 21年度税制改正

平成 21年度税制改正においては、法人税法施行令第 24条の 2第 1項に規定する民事再

生に準ずる私的整理の事実の要件の 1つである 2以上の金融機関等の「債務の免除」を「債

務免除等」に改正して DESが追加されたことにより、DESを利用しやすい環境が整えら

れたといえる109。 一方で、税法上は時価により現物出資された債権を評価するとされた

が、その DESにおける債権の時価評価の方法が明確でないことから、有効な企業再生ス

キームである DESの利用が減少するなど、DESの活用が阻害されていた。そこで、平成

22年において、事業再生に係る DES研究会により、一定の私的整理 (法人税法施行令第

24条の 2第 1項の要件を満たすもの)が行われた場合の債権評価方法が検討され「事業再

生に係る DES研究報告書」110と して公表された。この報告書によると、企業再生税制が

適用され、DESが行われた場合には、DESの対象となる債権の時価評価は、合理的に見

積もられた再生企業からの回収可能額に基づき評価することとなる。

(4)平成 23年度税制改正

旧法人税法第 57条 1項では、法人の各事業年度開始の日前 7年以内に開始した事業年

度において生じた金額 (既に当該事業年度前の事業年度の所得の金額の計算上損金の額に

109 神足勝彦・見瀬賢悟『最新 純資産の部の会計・税務』 (ぎ ょうせい、2011年)343
頁。
110 事業再生に係る DES(Debt Equity Swap:債 務の株式化)研究会 「事業再生に係る
DES(Debt Equity Swap:債 務の株式化)研究会報告書」経済産業省 経済産業政策
局 産業再生課 (2010年 1月 )httpsム、ヽww.nta.gojp/shiraberuノ zeiho‐
kaishaku/bunshOkaito/hain/1oo222/pdf/01.pdf(20164「 10月 )
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算入されたものおよび法人税法第 80条 (欠損金の繰 り戻しによる還付)の規定により還

付を受けるべき金額の計算の基礎となったものを除く。)がある場合には、その欠損金額に

相当する金額を、当該事業年度の所得の金額を限度として、損金の額に算入することとし

ていた。

また、会社更生法等による債務免除等があった場合の欠損金の損金算入制度として (法

人税法第 59条 1項～3項、旧法人税法施行令第 116の 3、 117の 2、 118)、 更生手続開始

の決定などの事実が生じた場合において、その事実が生じたときの債権者から債務の免除

を受けるなど一定の場合に該当するときは、その該当することとなった日の属する事業年

度前の各事業年度において生じた欠損金額から、「青色申告書を提出した事業年度の欠損

金の繰越控除 (旧法人税法第 57条 1項 )」 および「災害による損失金の繰越控除 (旧法人

税法第 58条 1項 )」 の制度の適用がある欠損金額または「青色申告書を提出した事業年度

の欠損金の繰越控除 (1日法人税法第 57条 1項 )」 および「災害による損失金の繰越控除 (旧

法人税法第 58条 1項 )」 により損金の額に算入される欠損金額を控除した金額に相当する

金額のうち、その債務免除益等の合計額を基礎として計算した損金算入限度額の範囲内で

損金の額に算入するという制度であった。

平成 23年度税制改正においては、繰越控除の対象となる欠損金額が各事業年度開始の

日前 9年以内に開始した事業年度において生じた欠損金額とされた (法人税法第 57条 1

項、第 58条 1項 )。 つまり、青色欠損金の控除制限により単年度で控除できる欠損金額が

減少するため、欠損金の繰越期間が 9年に延長されることとなった。青色欠損金の控除制

限とは、平成 24年 4月 1日 以後開始事業年度より、青色欠損金 (お よび災害損失欠損金 )

の繰越控除制度における控除限度額が、繰越控除前の所得の金額の 80%相 当額とする制度

である (法人税法第 57条 1項 )。

会社更生および評価損益税制 (民事再生、一定の私的整理)は、特例欠損金、次に青色

欠損金の順で課税所得から控除されるので、上記の改正により、青色欠損金の控除が発生

すると控除前の課税所得の 80%の控除制限が働き、課税所得が残 り、課税関係が生じる場

合がある。そのため、法人税法第 59条による損金算入額の計算の基礎となる欠損金額か

ら青色欠損金を除外しないとしたうえで、法人税法第 59条による損金算入額のうち青色

欠損金からなる部分の金額を青色欠損金額から切り捨てることとした。また、本改正によ

り、従来損金の額に算入されていた期限切れ欠損金は、「設立当初からの欠損金」として整

理され、その範囲は期限切れ欠損金と青色欠損金から成るものと改正された。
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(5)平成 25年度税制改正

民事再生等の場合における評価損益の計上にあたり、1,000万 円未満 (有利子負債 10億

円未満の場合は、100万円未満)の少額資産の評価損益の計上が認められた。これまでは、

大規模企業や中堅企業を想定してきたため、少額資産については企業再生税制の適用の際

の評価損益の計上にあたり除外されてきた。しかし、中小企業の場合は、機械装置や車両

運搬具などの少額資産の評価損が計上されないことで、再生が進まないケースもあつたこ

とから、幅広い資産につき評価損を計上し債務免除益等に対する課税を軽減することで中

小企業における企業再生の円滑化が図られたのである。

また、法人税法第 59条の適用を受けることができる要件について、「2以上の金融機関

から債務免除等を受けること」が要件とされていたが、企業再生の円滑化を図るため、青

色申告書を提出する中小企業者については、「2以上の金融機関からの債務が特定投資事業

有限責任組合の組合財産となり、合理的な再生計画に従い債務免除等を受けること (ただ

し、平成 25年 4月 1日 から平成 28年 3月 31日 までの間に再生計画認可の決定があった

ことに準ずる一定の事実が生じた場合に適用される。)」 というように改正された。従来は、

金融機関から債権を取得した再生ファンド等が債権放棄を行 う場合など合理的再生計画に

基づく債権放棄であつても法人税法第 59条の適用が受けられないケースが多く、平成 25

年 3月 31日 で期限切れとなる中小企業円滑化法終了後の企業再生に対応できるように改

正されたものである。そして、取引のある金融機関が 2行あり、そのうち 1行が再生ファ

ンドに債権譲渡していた場合で、残つた金融機関 1行と再生ファンド等が債務免除等を行

う場合に適用を受けることができるようになったため、再生手法の選択肢が広がった。

さらに、設立当初からの欠損金の控除順序により、計算される所得金額に差異が生じる

ため、その差異を是正するため、資産の評価損益の益金または損金算入の適用を受けない

場合で民事再生等による債務免除等があったケースにおける損金算入については、青色欠

損金等の控除前の所得金額が債務免除等を受けた合計額を超える場合の繰越欠損金の損金

算入額が、青色欠損金等の控除後の所得の金額額からその超える部分の 20%相当額を控除

した金額を限度とすることとされた (法人税法第 59条 2項)111。 つまり、資産の評価損

益の益金または損金算入の適用を受けない場合で民事再生等による債務免除等があり欠損

111 浅野健次「平成25年度税制改正における法人税関係の改正について」『T&
Amaster』 第509号 (2013年 7月 )14‐ 15頁。
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金の損金算入が行われる場合には、超える部分の所得の金額の 20%相当額の金額がその事

業年度の最終的な所得の金額となる。しかし、この規定は、大法人を前提としており中小

法人等においては、課税所得の 80%の控除制限は適用とならない。

(6)平成 27年度税制改正

平成 27年度税制改正においては、法人課税を成長志向型の構造に変えることを目指し、

欠損金の控除限度額の引下げ等により課税ベースを拡大しつつ税率の引下げを行 うといっ

た法人税改革が実施された 112。 法人税率が、25.5%か ら23.9%へ と引き下げられたことに

よる財源額保および黒字企業に税負担が偏つている状況を是正するために、欠損金の控除

限度額の段階的な引下げがなされた。欠損金の控除限度額については、平成 27年 4月 1

日から平成 29年 3月 31日 までの間に開始する繰越控除をする事業年度について、その繰

越控除前の金額の 100分の 65相当額に引き下げられ、平成 29年 4月 1日 以後に開始す

る事業年度については、その繰越控除前の金額の 100分の 50相当額に引き下げられるこ

ととなる (ただし、中小法人等については当該控除限度額の適用は除外されている。)n3。

控除限度額の段階的な引下げに伴い、欠損金の繰越期間については、10年に延長された。

これに伴い、欠損金の繰越控除制度の適用に係る帳簿書類の保存期間も 10年に延長され、

欠損金額に係る更正の期間制限も 10年に延長されることとなつた (平成 29年 4月 1日 以

後に開始する事業年度において生じた欠損金額について適用する。)114。

さらには、会社更生手続・民事再生手続 。一定の私的整理手続きにおいては、開始決定

H2 財務省 HP「平成 27年度税制改正の解説 法人税法の解説」
http7/ww‐ mo■go.jp/tax policy/tax reform/outline/取 2015/explanation/pdf/p0318_0
391.pdf(2016年 8月 )
113 なお、平成 28年度税制改正により、平成 27年 4月 1日 から平成 28年 3月 31日 ま
での間に開始する事業年度は欠損金控除前の所得金額の 100分の 65相 当額、平成 28年
4月 1日 から平成 29年 3月 31日 までの間に開始する事業年度は欠損金控除前の所得金
額の 100分の 60相当額、平成 29年 4月 1日 から平成 30年 3月 31日 までの間に開始
する事業年度は欠損金控除前の所得金額の 100分の 55相 当額、平成 30年 4月 1日 以
後に開始する事業年度は欠損金控除前の所得金額の 100分の 50相当額を控除限度とす
ることとなり、平成 27年度改正からさらなる見直しがなされた (平成 27年改正法附貝J
第 27条第 2項 )。
114 青色欠損金の繰越期間についても、平成 28年度税制改正において 10年に延長する
改正の施行日について平成 30年 4月 1日 とする見直しが行われた (平成 27年度改正
法附則第 1条 8の 2)。
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日等の日以後 7年を経過する日までの期間内の日の属する事業年度間は、控除制限の適用

がなく欠損金の 100%控除が認められるとする措置も講じられている。段階的に控除限度

額の引下げが行われることにより再生企業への影響が大きく、円滑な企業再生を阻害する

恐れがあるとの趣旨から講じられた措置である115。 一方で、廃止決定や不認可決定等があ

つた場合に加え、上場や弁済期間満了等の事由が生じた場合には、事業再生が図られたと

して、当該控除制限の 100%控除の対象外となる。

3.債務免除益課税に対する税法上の考え方 と繰越欠損金の損金算入

(1)益金概念 と債務免除益

法人の課税所得計算上の益金概念は、資本等取引以外の純資産の増加原因となる一切の

経済的価値の増加額から構成されるものである。法人税法第 22条 2項において、益金の

額に算入すべき金額は、「別段の定め」があるものを除き、資産の販売、有償または無償に

よる資産の譲渡または役務の提供、無償による資産の譲受けその他の取引で資本等取引以

外のものに係る当該事業年度の収益の額とすると規定している。したがつて、益金の概念

は収益の概念によることとなり、この収益は別段の定めがある場合を除き、一般に公正妥

当と認められる会計処理の基準に従って行わなければならない (法人税法第 22条 4項 )。

また、この規定は、益金を取引に係る収益と観念していることから、原則として実現利益

のみが所得であるとの考え方を採用している。それゆえ、営業取引によるものか営業外取

引によるものか、合法な取引か不法な取引か等を考慮することなく、実現した利益は原則

としてすべて益金に含まれる、というのがこの規定の趣旨であり、法人税法においても所

得概念は包括的に構成されていると解すべきである116。

このように、益金は、一般に公正妥当と認められる会計処理の基準により認識された収

益、または別段の定めに該当するもののいずれかによるが、債務免除益は益金を構成する

ことになるのであろうか。現行法人税法においては、債務免除益に関する別段の定めがな

いことから一般に公正妥当と認められる会計処理の基準により益金に該当することとなっ

植木康彦「更生手続開始決定等があつた企業への影響」『税経通信』第70巻 7号
(2015年 7月 )45頁。
金子宏『租税法 (第 21版 )』 (弘文堂、2016年)311頁。
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ている。一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に準拠すると「金融資産又は金融負

債がその消滅の認識要件を充たした場合には、当該金融資産又は金融負債の消滅を認識す

るとともに、それらの帳簿価額とその対価としての受払額との差額を当期の損益として処

理することとした (基準 11項 )」 H7と してぃる。すなわち、債権放棄による債務免除益は

損益計算書上、特別利益として計上されることとなる。このことから、法人が債務の免除

を受けた場合の債務免除益は、原則として各事業年度の益金の額に算入されると解される。

上記のように、債務免除益は原則益金として課税されるが、会社更生法・民事再生法・

一定の私的整理における手続きの適用により再建 。再生を図る場合には、どのような取り

扱いとなるのであろうか。内国法人において会社更生 。民事再生 。一定の私的整理手続開

始の決定があり、債務の免除を受けた場合、役員等から金銭その他の資産の贈与を受けた

場合、または資産の評価換えをして評価損益を計上した場合には、その事業年度 (適用年

度)前の事業年度から繰 り越された欠損金額のうち、債務免除益等に達するまでの金額は、

損金の額に算入される (法人税法第 59条 1項、2項 )。 ここでいう、債務免除益等には、

その債権が債務の免除以外の事由により消滅した場合の消滅した債務に係る利益の額、い

わゆる上記で述べた DESに よる債務消滅益の額が含まれる。さらに、その法人の役員も

しくは株主等から金銭その他の資産の贈与を受けた場合には、その贈与を受けた金銭の額

および金銭以外の資産の価額は私財提供益として債務免除益等の額として認識される (法

人税法第 59条 1項、2項 )。

青色申告法人で債務免除等を受けた法人については、債務免除等を受けた日の属する事

業年度開始の日前 9年以内に開始した事業年度において生じた欠損金額は損金の額に算入

され、債務免除益等が生じても繰越欠損金と相殺され、法人税の課税は生じない (法人税

法第 57条 1項 )。 しかし、債務免除益等の額が、前 9年以内に生じた欠損金額等を超える

場合、その超過額については課税される。このため、債務免除等の目的が企業再生等の場

合、企業再生を阻害するおそれがあることは前述したとおりである。これに対処するもの

として、会社更生による債務免除があった場合、民事再生法等の法的整理または一定の私

的整理による債務免除があった場合には、いわゆる期限切れ欠損金の損金算入制度が設け

られている (法人税法第 59条 )。

117 企業会計審議会 「企業会計基準第 10号 金融商品に係る会計基準」1999年 1月 22
日httpstl′www.asb.o■jp/asb/asb_i/dOCuments/docsだ ヤ‐kaliだヤ‐katti.pdf(2016年 10
月)7頁。
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このように、会社更生等による再生手続において債務免除益等が発生した場合、青色欠

損金および期限切れ欠損金の損金算入などの特例を定めている。ただし、資産の評価損益、

期限切れ欠損金、繰越欠損金の充当順位等は、会社更生法等、民事再生法および一定の私

的整理とで取扱いに違いがある。以下、会社更生法、民事再生法および一定の私的整理適

用の場合に分けて論述していく。

(2)会社更生法の適用

会社更生手続の開始が決定されると、会社更生法適用会社の事業年度は手続きの開始の

時に終了する。その後の事業年度は、会社更生手続きの開始から会社更生計画認可の決定

の時に終了するものとされている (会社更生法第 232条 2項 )118。

会社更生法手続の開始が決定されると、管財人は、遅滞なく更生会社に属する全ての財

産を評定し、その評定を反映させた貸借対照表および財産目録を裁判所に提出しなければ

ならない (会社更生法第 83条 )。 この場合の評定は、会社更生手続きの開始決定がなされ

た時の時価によるものとされている (会社更生法第 83条 2項 )。 また、会社更生計画の認

可決定時においても、貸借対照表および財産目録を提出することとなるが、その際の財産

の評定については会計計算規則の規定を準用する (会社更生法施行規貝J第 1条 1項、会計

計算規貝J第 5条、6条 )。 ただし、会社更生手続の開始決定により評定された価額がある場

合において準用される会社計算規則の適用については、当該評定された価額を取得原価と

みなすとされている (会社更生法施行規則第 1条 2項 )。 このため、会計上は、会社更生手

続の開始決定後により当該評定された資産を取得したとみなすが、この取得とみなされる

時期は、あくまでも更生計画認可の決定の時であることに留意する必要がある119。

上記のように会社更生法適用会社が、会社更生計画の認可決定時において資産の評価換

えを行 うことから、法人税法においても、特例として更生計画認可の決定により当該資産

の評価換えが行われた場合において、帳簿価額を増加または減少した部分の金額は益金ま

たは損金に算入される (法人税法第 25条 2項、第 33条 3項 )。 また、当該評価換えによ

118 ただし、会社更生計画認可の決定までの期間が 1年を超える場合には、更生手続の開
始決定の時から 1年ごとに区分した期間が事業年度とされる (法人税法第 13条 1項但
し書き)
119 島田哲宏『詳解 繰越欠損金の税務』 (大蔵財務協会、2012年)348頁。
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る損金の算入について、従来は対象となる資産を、棚卸資産、有価証券、固定資産および

繰延資産に限定していたが、裁判所や多数の債権者の監視の下で公正に行われる手続きで

あることから、平成 21年度税制改正において、対象資産に限定を付さないものとされた

120。

さらに、会社更生手続開始の決定があった場合には、税務上の欠損金額合計額 (設立当

初からの欠損金)と 債務免除益等の額のいずれか少ない金額が損金算入される。ここでい

う債務免除益等の額とは、会社更生手続の開始時に債務免除を受けた価額、役員もしくは

株主等から私財提供を受けた価額、会社更生計画の認可決定において資産の評価換えをし

た場合の評価損益の価額となっている。ただし、資産の評価換えにより評価益および評価

損が生じる場合は、当該評価益の額から当該評価損の額を「控除」した金額とされる (法

人税法第 59条 1項 3号かつこ書)。 つまり、評価益より評価損の方が大きい場合は、マイ

ナスの値とはせずに、評価損益はゼロとなるのである121。 また、損金算入される額は債務

免除等を受ける日の属する事業年度 (適用年度)の終了時における前事業年度から繰 り越

された欠損金額の合計額とされている (法人税法施行令第 116の 3)。 この規定は、青色欠

損金の控除制限を影響させないようにするために、繰 り越された欠損金額の合計額と規定

されているのである122(ただし、繰 り越された欠損金額の合計額のうち青色欠損金からな

る部分の金額を、青色欠損金額から切り捨てることとされている(法人税法第 57条 5項 )。 )。

これは、青色欠損金からなる部分の重複控除を排除するためである。

(3)民 事再生法の適用

民事再生法の適用を受ける場合、再生債務者等は、再生手続開始後遅滞なく、全ての財

産につき再生手続開始の時における価額を評定しなければならず、また、その価額は原則

として処分価額としての時価とされている (民事再生法第 124条、民事再生規則第 56条 )

(必要がある場合には、全部または一部の財産について、再生債務者の事業を継続するも

120 財務省 HP「平成 21年度税制改正の解説」
httpソ/ww‐mo■go.jp/tax policy/tax reform/Outline/サ 2009/explanation/pdf/P196‐
P222.pdf(20164「 8月 )209頁。
121 中村慈美『不良債権処理と再生の税務』 (大蔵財務協会、2014年)392頁。
122 事業再生研究機構 「平成 23年 12月 改正法人税法の欠損金控除制限と事業再生につ
いて」(2012年 2月 )2頁。
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のとして評定することができる (民事再生規則第 56条 1項但し書き)。 )。 民事再生法にお

いては、会社更生法のように帳簿価額を時価に置き換えるという規定は存在していないが、

税法上は、会社更生法の場合と同様に、評価損益の計上について特例が設けられている (法

人税法第 33条 2項、第 25条 3項、第 33条 4項 )。 具体的に、評価損益の計上は、以下の

2つの場合があげられる。

1つ 日は、民事再生手続開始の決定があり、当該事業年度末における資産の時価が帳簿

価額を下回るときは、その下回つた部分については、評価損として損金の額に算入される

ことが認められる場合である (法人税法第 33条 2項 )。 この評価損の計上については、金

銭債権は対象外とされており、また、損金経理を要件とすることから、会計上も帳簿価額

の減額を行 うこととなる123。 このことから、損金経理方式と呼ばれている。この方法が適

用される場合は、資産の評価損の計上は認められているが、評価益の計上は認められてい

ないことに留意する必要がある。

2つ 日は、民事再生認可の決定があった場合は資産の評定を行い、資産の時価が帳簿価

額を上回る場合には、上回つた部分については評価益として税務上益金の額に算入され、

また、時価が帳簿価額を下回るときは、その下回つた部分については、評価損として損金

の額に算入されることが認められる場合である (法人税法第 25条 3項、第 33条 4項 )。

この場合、損金経理方式のように会計上は評価損益の計上を行 うことは適用要件とはなら

ないが、確定申告書に必要とされる評価損益明細および評価損益関係書類を添付すること

が当該規定の適用要件となっていることから、別表添付方式とよばれている。なお、別表

添付方式においては、前 5年以内に圧縮記帳の適用を受けた減価償却資産、短期売買商品、

売買目的有価証券、償還有価証券、少額の減価償却資産の損金算入 (法人税法施行令第 133

条)または一括償却資産の損金算入 (法人税法施行令第 133条の 2第 1項)の規定を受け

た減価償却資産その他これに類する減価償却資産以外のものについてのみ、評価損益の計

上が可能となっており、評価損益の計上可能資産は限定されている (法人税法第 25条 3

項、法人税法施行令第 24の 2第 4項 )。

以上のように、資産の評価損益の計上については、2つのパターンが存在する。以前は

23 再生手続開始の決定は、会計上減損の兆候とみなされ固定資産等については減損処理
により帳簿価額を減額することはあつても、金銭債権については帳簿価額の減額を行う
こととされていないことから、民事再生手続開始の決定時における評価損の計上から金
銭債権は対象外とされている (平成 21年 12月 28日 付課法 2‐ 5「法人税基本通達等の
一部改正について」)。
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損金経理方式のみ認められていたが、会計上と法人税法上の時価の概念が異なるにもかか

わらず、損金経理要件が課されることにより、法人税法上の時価まで資産の評価損の計上

が認められない場合には、十分な評価損を計上することができないという指摘があったこ

とから、平成 17年度税制改正により、別表添付方式が導入されたのである124。 2つの処理

方法について、期限切れ欠損金と青色欠損金のいずれを優先して損金算入するかなど、処

理が異なってくる。以下、別表添付方式および損金経理方式に分けて論述していく。

① 資産の評価換えを行う場合 (別表添付方式)

資産の評価換えを行う場合とは、上述した別表添付方式の場合が該当する。また、同一

事業年度に民事再生手続開始の決定と民事再生計画認可の決定があった場合においては、

損金経理方式を採用したか否かにかかわらず、別表添付方式の適用があるとみなされる(た

だし、評価換えを行 う資産に該当するものがある場合に限る。)(法人税法施行令第 68条 2

項 )。 このことから、同一事業年度に民事再生手続開始の決定と民事再生計画認可の決定が

ない場合においては、当事業年度において帳簿価額を減額し、評価損を計上することとな

り、税法上資産の評価換えをする場合には該当しない。

資産の評価換えを行 う場合における設立当初からの欠損金の損金算入金額については、

(イ )「債務免除益等」と「私的提供益」と「評価益から評価損を減算した金額」、(口 )適

用年度終了時における前事業年度以前の事業年度から繰り越された欠損金額の合計額から

青色欠損金および災害損失金を控除した差額、(ハ )適用年度の所得金額 (青色欠損金およ

び災害損失金を損金算入する前の額)の うち最も少ない金額が計上される。つまり、損金

算入額は当事業年度の所得金額を超えることはできないということである。また、この場

合、資産の評価換えにより評価損益を計上した資産につき、評価益による益金の額よりも

評価損による損金の額の方が大きい場合においては、評価損益はマイナスとなる。これは、

益金算入の額から損金算入される金額を「減算」した金額と規定されていることによる (法

人税法第 59条 2項 3号 )。 このことから、評価損が評価益より大きい場合、当該マイナス

部分が債務免除益および私的提供益相当額の部分を圧縮することとなり、その分損金算入

額も少なくなる。

24 稲見誠一・佐藤信祐『企業再生の税務 (第 2版 )』 (中央経済社、2010年)77頁。
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また、資産の評価換えを行った場合は、期限切れ欠損金の部分から先に利用されたもの

とされ、次に青色欠損金の部分が利用されたものとされる。当該処理は複雑であるため、

例を用いて以下確認する。

例)大法人の場合を前提とする (なお、中小法人の場合は繰越欠損金の 80%控除限度額の

適用はない。)。

1.債務免除益 60、 私的提供益 30、 資産の評価益 10、 評価損 30、 その他の所得 30(総所

得 100)(欠損金控除前)

2.設立当初からの欠損金 160(青色欠損金 100+期限切れ欠損金 60)

(i)債務免除益等の額は、「60+30+(10-30)=70」 となる。

このことから、設立当初からの欠損金の損金算入額は 70と なる (法人税法第 59条

2項、法人税法施行令 117の 2)。

(五 )青色欠損金の損金算入額は、大法人の場合 80%の控除制限を受けることから「その

他の所得 30× 80%=24」 となる (法人税法第 57条 1項 )。

(面 )切 り捨てられる青色欠損金の額は、「70(債務免除益等の額)-60(期限切れ欠損

金)=10」 となる (法人税法第 57条 5項 )。

(市 )青色欠損金の翌期繰越額は、「100(青色欠損金)-24((五 )の金額)-10((面 )

の金額)=66」 となる。

(v)課税所得は、「100-70((i)の金額)-24((五 )の金額))=6」 となる。

つまり、民事再生法適用年度において、債務免除益および私的提供益以外に所得が

計上された場合は、課税される可能性がある。
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その他の所得 1債務免除益+私的提供益±評価損益

30      1            (i)70

設立当初からの欠損金額 160

青色欠損金 loo 期限切れ欠損金 60

(市 )66(翌期繰越 ) (五 )24 10 損金算入額 60

Ψ

(五 )切 り捨てられる青色欠損金

平成 27年度税制改正前においては、上述のように債務免除益以外の所得がある場合に

は、当該所得に青色欠損金の控除限度額である 80%部分のみ損金算入がなされ、20%部分

には課税がなされるといつた計算式となっていた。しかし、平成 27年度税制改正後にお

いては、平成 27年 4月 1日 以後の開始事業年度の法人につき再生手続開始の決定があっ

たことを要件に、その手続開始の決定の日からその再生手続開始の決定にかかる再生計画

認可決定の日以後 7年を経過する日までの期間については、原則青色欠損金の控除限度額

の適用はなく、控除前所得金額の 100%相 当額とされた (法人税法第 57条 11項 2号 )。

そのため、上記設例において平成 27年度税制改正を反映させると、 (面 )の青色欠損金の

損金算入額は 30(その他の所得 30× 100%)と なり、(v)の課税所得は生じないことと

なる。また、青色欠損金の翌期繰越額は 60と なる。

② 資産の評価換えを行わない場合 (損金経理方式)

資産の評価換えを行わない場合とは、上述した損金経理方式を適用した場合、または資

産の評定を行つた際に評価損益の計上がなかった場合が該当する。

また、設立当初からの欠損金の損金算入限度額は、(イ )債務免除益等と私的提供益の合

計額、(口 )適用年度終了時における前事業年度以前の事業年度から繰 り越された欠損金額

の合計額から青色欠損金および災害損失金を控除した差額、(ハ)適用年度の所得金額 (青

色欠損金および災害損失金を損金算入した後の額)の うち最も少ない金額が計上されるこ

ととなる。実際には、期限切れ欠損金より先に青色欠損金が充当されることとなる。当該

・64



処理は複雑であるため、例を用いて以下確認する。

例)大法人の場合を前提とする (なお、中小法人の場合は繰越欠損金の 80%控除限度額の

適用はない。)。

1.債務免除益 60、 私的提供益 30、 その他の所得 30 (総所得 120)

2.設立当初からの欠損金 160(青色欠損金 loo+期限切れ欠損金 60)

(i)青色欠損金の損金算入額は、大法人の場合 80%の控除制限を受けることから「総所

得 120× 80%=96」 となる (法人税法第 57条 1項 )。

(五 )設立当初からの欠損金額の損金算入額は、「24(120-96(青色欠損金控除後の所得))

-6(30× 20%(その他の所得金額))=18」 となる (法人税法第 59条 2項、法人

税法施行令第 117の 2)。

(面 )(五 )の うち切 り捨てられる青色欠損金額は、「100-96((i)の 金額)=4」 とな

る。

(市 )期限切れ欠損金の残額は、「60-(18((五 )の金額)-4((五 )の金額))=46」

となる。

(i)～ (五 )の過程をまとめると、債務免除益および私的提供益の合計 90、 設立当初か

らの欠損金 160か ら青色欠損金の当期損金算入額 96を差し引いた 64、 青色欠損金控除後

の所得金額 18の うち、最も少ない金額である 18が設立当初からの欠損金の損金算入額と

なる。なお、設立当初からの欠損金のうち、青色欠損金の損金算入額に利用されていない

青色欠損金 4が先に利用されたものとされ、残りの 14については、期限切れ欠損金が利

用されたものとなり、期限切れ欠損金の残額は 46と なる。

(v)課税所得は、「120-(96((i)の 金額)+18((五 )の金額))=6」 となる。

つまり、民事再生法適用年度において、債務免除益および私的提供益以外に所得が計上

された場合は、課税される可能性がある。
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その他の所得 1 債務免除益+私的提供益

30     1           9o

設立当初からの欠損金額 160

青色欠損金 loo 期限切れ欠損金 60

(i)損金算入額 96 4 14 (市 )残額 46

早

(五 )損金算入額 18

当該ケースについても、平成 27年度税制改正を反映させると、(i)の青色欠損金の損

金算入額は 100と なり、全額損金算入される。また、期限切れ欠損金の損金算入額は 20

(期限切れ欠損金翌期繰越額は 40)と なり、課税所得は生じないこととなる。

(4)私的整理手続

私的整理の場合には、再生計画認可の決定に準ずる事実が生じ、債務者の有する資産の

価額につき一定の評定を行つているときは、評価損益の金額を損金および益金に算入する

ことができる (法人税法第 25条 3項、第 33条 4項、法人税法施行令第 24条の 2)。 この

再生計画認可の決定に準ずる事実とは、①一般に公表された債務処理を行うための手続に

ついての準則に従って策定されていること、②資産負債につき①に従つて資産評定が行わ

れ、それに基づいた貸借対照表が作成されていること、③その貸借対照表の資産負債の価

額や、計画における損益の見込み等に基づいて債務免除額が定められていること。④2以

上の金融機関等125が債務免除をすることが定められていること、⑤政府関係金融機関等

(株式会社地域経済活性化支援機構または協定銀行)が有する債権等につき債務免除をす

ることが定められていること、といった①から③まで、および④または⑤に該当する場合

のことをいう。当該要件に該当した場合においては、別表添付方式により資産の評価損益

125 預金保険法の各号に掲げる金融機関 (協定銀行を除く)、 農水産業協同組合貯金保険法
に規定する農水産業協定組合、保険業法第 2条 2項に規定する保険会社および同条第 7
項に規定する外国保険会社等、株式会社日本政策投資銀行、信用保証協会、地方公共団
体。
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の計上が可能となる。

基本的に、私的整理ガイ ドラインによる手続き、整理回収機構による企業再生スキーム

による手続き、中小企業再生支援協議会による手続き、事業再生 ADRに よる手続き、地

域経済活性化支援機構 (旧企業再生支援機構)に よる再生手続きについては、一定の要件

を満たしており、当該別表添付方式による資産の評価損益の計上の特例が認められている。

別表添付方式による取り扱いについては、前述した民事再生法における別表添付方式と同

様となっている。

一方で、当該一定の要件を満たしていない私的整理については、期限切れ欠損金の損金

算入や資産の評価替えによる評価損益の計上はできない。
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第 6章 企業再生と繰越欠損金の税務

前述したように、法人税法第 59条に規定されている法的整理等および一定の私的整理

においては、青色欠損金および期限切れ欠損金が債務免除益等の額分だけ損金に算入され

る。ここで、重要となってくるのが欠損金の繰越控除制度である。

現行法人税法においては、各事業年度開始の日前 9年以内に開始した事業年度において

生じた欠損金額 (青色欠損金)(平成 30年 4月 1日 以後開始事業年度の場合は 10年以内)

のみが損金算入できるとしている (法人税法第 57条 1項 )。 ただし、当該規定には中小法

人等以外の場合においてのみ欠損金の控除限度額が設けられており、平成 27年 4月 1日

から平成 28年 3月 31日 までの間に開始する繰越控除をする事業年度について、その繰越

控除前の金額の 100分の 65相 当額までしか損金算入することができず、平成 28年 4月 1

日以後においても段階的に引下げが行われることとなっている (法人税法第 57条 1項 )

126。 また、当該欠損金の繰越については欠損金の生じた事業年度について青色申告書を提

出し、かつその後連続して確定申告をしていること、さらには帳簿保存等の要件を満たし

た場合にのみ適用となるものである (法人税法第 57条 1項 10項、法人税法施行規貝J第 54

条)。

このように、現行法人税法においては、欠損金の繰越控除について適用要件、期間制限

さらには控除制限が設けられている。本来、欠損金が、無期限に繰り越されていくべきも

のであれば、前述しているような期限切れ欠損金といった概念は存在しないこととなる。

そこで、欠損金について期間制限を設ける必要があるのか否か等について、企業会計およ

び税法的視点から検討を行つていく。

第 1節 欠損金の繰越控除制度の概要

1.企業会計における欠損金概念

126 中小法人等とは、①普通法人のうち、各事業年度終了の時において資本金の額もしく
は出資金の額が 1億円以上であるものまたは資本もしくは出資を有しないもの (相互会
社等、相互会社等の 100%子法人および資本金の額または出資金の額が 5億円以上の法
人の 100%子法人を除く。)、 ②公益法人等、③協同組合等、④人格のない社団等が該当
する。)
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企業会計上、欠損金とは、資本金と資本剰余金の合計額に対する純資産の不足額、すな

わちマイナスの利益剰余金の金額を意味する127。 企業会計においては、資本は資本金と剰

余金とに分けられる。さらに剰余金は、その発生源から資本取引から生じた資本乗1余金と

損益取引から生じた利益剰余金の 2つに分けられる (資本と利益の区分の原則 )。 利益剰

余金は、会社内に留保されている利益をいい、過年度に稼得した分と当期に稼得した当期

純利益が含まれる。これは、会社が会社法の規定に従つて積立が強制されている 「利益準

備金」と法律の規制を受けることなく会社の判断で設定される「任意積立金」とそれ以外

の「繰越利益剰余金」からなる「その他利益剰余金」とに分類される。

企業会計においては、当期純利益が計上された場合は損益勘定から繰越利益剰余金勘定

に振替えられる。しかし、当期純損失が計上された場合には過年度からの繰越利益剰余金

と相殺され、相殺しきれなかった損失額は繰越損失となる。ただし貸借対照表では「繰越

利益剰余金」の借方 (マイナス)残高として扱い、この項目名のまま純資産の部から減算

する形で表示する。繰越損失の処理には、まず任意積立金、その他資本剰余金、続いて利

益準備金および資本準備金の順に取り崩して補填することが望ましく、それでもなお補填

できない場合には、将来の純利益で補填するかまたは減資手続を実施して資本金の減少額

で補填することになる128。

このように、企業会計においては、継続企業を前提として、便宜的に期間を区切つて期

間損益計算を行い、当期の純損失が発生したときには自動的に繰越利益剰余金と相殺され

ることになる。

2.税 法における欠損金概念 と欠損金の繰越控除制度の本質・意義

法人税法上、所得金額は、定款等で定める会計期間に応じて事業年度を定め、その各事

業年度において一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従つて計算された収益およ

び費用を出発点とし、確定した決算に基づいて税法の規定により調整された益金の額から

損金の額を控除した金額とされている (法人税法第 21条、第 22条 )。 その場合、各事業

年度の課税所得を計算する上で、当該事業年度の損金の額が当該事業年度の益金の額を超

127 安藤英義 。新田忠誓 。伊藤邦雄 。廣本敏郎編集代表
央経済社、2007年)381頁。
128 桜井久勝『財務会計講義 (第 16版 )』 (中央経済社、

『会計学大辞典 (第 5版)』 (中

2015年)285頁 。
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える部分の金額は、欠損金額として取り扱われることとなる (法人税法第 2条 19号 )。 つ

まり、「欠損金」とは、各事業年度の所得計算において課税所得がマイナスである場合の当

該マイナス額を意味することになる。

そして、上記の課税所得の計算上で生じた欠損金額は、当事業年度後に繰 り越して、そ

の事業年度後の各事業年度の所得の金額から控除することが認められている129。 この仕組

みが、欠損金の繰越控除制度である (法人税法第 57条 )。 さらには、欠損金の繰越控除制

度に関連するものとして、当該事業年度において生じた欠損金額を当事業年度以前の事業

年度の所得金額と通算し、その通算された金額に対応する税額の還付を行 う欠損金額の繰

戻還付制度もある130。

このような欠損金の繰越控除制度が採用されたのは、租税負担の公平の観点から問題が

生ずるためである。そもそも法人税は期間税であり、事業年度ごとに区切つて課税所得を

計算し、他の事業年度に影響させないことを原則 (事業年度独立の原則)と している131。

しかし、事業年度独立の原則を厳格に適用してしまうと、複数の年度を通じてみれば同額

の所得が発生している場合にも、ある事業年度に所得の金額、別の事業年度に欠損金額が

発生した法人は、平均的に所得を獲得した法人よりも、租税負担が重くなる。例えば、当

事業年度に 100の所得を計上し、翌事業年度において 100の所得を計上した企業と、当事

業年度に 200の欠損が生じ、翌事業年度に 400の所得を計上した企業があるとする。両者

を 2事業年度で比較すると、どちらも所得は 200と なるが、各事業年度の課税所得および

欠損金額は異なっているため、後者の方が法人税の納税額が多く算定されることとなる。

したがって、企業の租税負担を調整し所得の金額と欠損金額とを平準化する措置を設ける

ことが、所得変動に関して中立的で公平な課税につながることから、欠損金の繰越控除制

度は大きな意義がある132。 一方で、欠損金の繰越控除制度適用の要件が、法人税法第 57条

で規定されているように青色申告書を提出した法人となっていることから、青色申告の特

成道秀雄『税務会計―法人税の理論と応用―』(第一法規、2015年)272頁。金子
『租税法 (第 21版 )』 (弘文堂、2016年)389頁。
武田昌輔「欠損金額の繰越し制度の理論と実務 (総説)」『日税研論集』第 59巻
(2009年 11月 )45頁。
131 柳裕治編著『税務会計論 (改訂版)』 (創成社、2015年)176頁。
『会社税務釈義 (平成 26年度 Digital版 )第 6巻』(第一法規、2015年 5月 )3303
頁。武田隆二教授は、課税所得は各事業年度を単位として算定され、他の事業年度に影
響させないことを、課税年度独立の原則と述べている。武田隆二『法人税法精説 (平成
17年版)』 (森山書店、2005年)983頁。
132 岡村忠生『法人税法講義 (第 3版 )』 (成文堂、2007年)436頁。

９
　
義ム
０
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典としての地位にあるという見解もあるが、当該制度の本質を検討する限り、むしろ当然

の規定であると考えられる133。

このように、事業年度は課税所得を計算する上で便宜的に区切られていることから、経

済活動の波動によって、ある事業年度には所得が生じ、ある事業年度には欠損金が生ずる

という状態が現出する場合、欠損金を無視して期間所得の課税だけをすれば、企業開始か

ら終了までの総体所得を超えるものが課税ベースに取り込まれることになり、租税負担の

公平という観点からは妥当ではない134。 したがって、欠損金の繰越控除制度は租税負担の

指標たる所得測定の合理的調整として必要な措置であり、当然に認められる制度である。

その意味では、調整の対象となる期間は無制限とするのが企業会計 。税法上も妥当である

と考えることもできる。

第 2節 欠損金の繰越控除制度における期間制限と控除制限

前述したように、欠損金の繰越控除制度は、租税負担の公平の観点から当然に認められ

る制度であると解すこともできるが、当該制度の適用要件として、欠損金の生じた事業年

度について青色申告書を提出し、かつその後連続して確定申告をしていること、さらには

帳簿保存等の要件を満たしていることが定められている (法人税法第 57条 1項 10項、法

人税法施行規則第 54条 )。 この適用要件についての規定は、シャウプ勧告に基づいて全面

改正された昭和 25年度税制改正において導入されたものである。

シャウプ勧告においては、租税負担の公平を図るためには、制度面で公平が維持されて

いるだけでなく、租税法規を適正に執行し脱税を防止することが必要不可欠であるとの考

え方を重視している135。 そのため、「法人たると否とにかかわらず、納税者がある年度に欠

損を生じた場合、この欠損を翌年度以降の損益計算において繰り越して控除し得ることと

し、損失額が所得で相殺されるまで繰越しを継続するのである。しかし、この制度の濫用

を防止するため、この規定は、青色申告が認められるような適正な記帳をしている納税者

(非法人の場合)に限つて適用すべきである。」 136と し、欠損金の繰越控除を認める一方

133 武田昌輔「欠損金額の繰越し制度の理論と実務 (総説)」『日税研論集』第 59巻
(2009年 11月 )6‐ 7頁。
134 井上久爾『税務会計論』 (中央経済社、1988年)283頁。
135 金子宏『租税法 (第 21版 )』 (弘文堂、2016年)58頁。
136 福田幸弘監修『シャウプの税制勧告』(霞出版社、1985年)162‐ 163頁。

‐71‐



で、適正な記帳を要求しているのである。わが国においては、シャウプ勧告を基調とし青

色申告制度を導入し、欠損金の繰越控除を認めた。しかし、シャウプ勧告においては、「損

失額が所得で相殺されるまで繰越しを継続する」としており、欠損金を無期限に繰 り越す

ことを示しているが、わが国においては期間制限を設けることとしている。これは、昭和

25年度税制改正においては帳簿保存義務が 5年であったこと、更正、決定等の期間制限が

5年であつたことから、5年間の繰越といった期間制限を設けたのである。

法人税の課税所得に対する納税義務については、各事業年度の終了の時に成立し、納税

義務者の申告により第一次的に確定することになるが、租税行政庁が行 う更正もしくは決

定の処分により第二次的に確定することとなる137。 このように、納税義務者の確定手続き

については、法人税たる租税債権の成立後に可及的にすみやかに行われるべき性格のもの

であり、その手続きを無期限にできるとすることは、法的安定性・予測可能性の観点から

問題が生じる。その問題を解決するべく期間制限を設けているのであって、その期間制限

については、債権債務関係を律する時効と租税行政庁の更正 。決定の権限を律する除斥期

間とがある138。

前者は徴収権に関する期間制限であるが、一般債権や商取引によって発生した債権につ

いても時効の制度があるように、国 。地方公共団体の租税に関する債権についても一定の

期間制限として時効がある。当該期間制限については、国 。地方公共団体に対する債権の

時効が原則 5年であることから、更正決定前の租税債権および更正。決定後の租税債権 (徴

収権)も 時効は原則 5年とされているが、脱税等の特殊な場合の時効については、法定納

期限から最大 2年間の不進行期間があり、最長 7年間とされている (会計法第 30条、地

方自治法第 236条、国税通則法第 72条 )。 一方後者は、賦課権に関する期間制限であるが、

法定申告期限から原則 5年、脱税等の場合には 7年、欠損金額については 9年の除斥期間

の規定を設けている (国税通則法第 70条、第 71条 )。 このような措置により、法的安定

性・予測可能性が保たれているのである。

上述した賦課権に関する期間制限において、欠損金について 9年間139と されていること

137 金子宏『租税法 (第 21版 )』 (弘文堂、2016年)846頁。
『会社税務釈義 (平成26年度Digital版 )第 8巻』(第一法規、2015年 5月 )4861
頁。
Ю8『会社税務釈義 (平成 26年度 Digital版 )第 8巻』 (第一法規、2015年 5月 )4861
頁。
B9 平成 28年度税制改正により、青色欠損金および災害損失金の繰越期間および帳簿書
類保存要件における保存期間を 10年に延長する改正が、平成 30年 4月 1日 以後に開
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からも、法人税法第 57条に定める欠損金の繰越控除期間に相互に影響を与えている。こ

れは、当該欠損金の性質は、将来の課税所得の計算上、その所得から控除できるものであ

り、課税所得に影響を与えるものであるため、適正公平な課税の確保といつた観点からも

当然の規定である。したがつて、適正公平な課税を確保するため、欠損金の繰越控除につ

いては、資産、負債および資本に影響を及ぼす一切の取引につき、複式簿記の原貝1に従い、

整然とかつ明瞭に記録し、その記録に基づいて課税所得の算定を行うこととなっており、

その課税所得の算定のもととなつている帳簿書類等についての保存義務が課せられている

のである (法人税法施行規則第 53条、第 59条 )。

前述したように、企業は継続企業を前提としており、営利活動を行つている期間の全て

が課税対象となるはずであるから租税負担の公平の観点からは本来であれば無期限に欠損

金の繰越控除を認めるべきであり、それが欠損金の繰越控除制度の本質 。趣旨である。し

かし、税法上は、欠損金額が正しい金額であることを立証するための証拠書類等の保存義

務の期間、更正等の賦課権の除斥期間および徴収権の時効等のように期間が制限されてい

ることを考慮すると、欠損金の繰越控除の期間を無期限とするのは平等な取扱いからも妥

当ではないと考える。

始する事業年度において生ずる欠損金額について適用することとされた。
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第 7章 企業再生方法に対する税法的分析・検討

第 1節 債務免除益等の課税根拠の検討

第 3章、第 4章において DESの取扱いにおいて、会社法上、企業会計上の観点からの

考察と、東京地方裁判所平成 21年 4月 28日判決を用いた法人税法上の取扱いについて検

討した。上述した検討をもとに、DESにおける課税関係の妥当性について論考する。さら

に、債務免除がなされた場合については、当該債務免除の額が益金として計上され、課税

所得等を構成するかについて問題となるため検討を行う。

1.債務免除益課税の根拠

債務免除は、債権者から債務の免除といった意思表示に基づいて債務が消滅し (民法第

519条 )、 その結果として債務者に債務免除益たる利益が生ずるのである。この場合、債務

免除益たる利益は課税所得として法人税法上益金として認識されるのかが問題となる。

まずは、益金の概念についてであるが、法人税法第 22条 2項では「内国法人の各事業

年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算入すべき金額は、別段の定めがあ

るものを除き、資産の販売、有償又は無償による資産の譲渡又は役務の提供、無償による

資産の譲受け、その他の取引で資本等取引以外のものに係る当該事業年度の収益の額」と

している。つまり、当該規定は益金に算入する金額を、資産の販売、有償または無償によ

る資産の譲渡、有償または無償による役務の提供、無償による資産の譲り受け、その他の

取引から生じる収益の額とし例示的に列挙するに留まり、益金の概念そのものについて規

定しているものではない。ただ、益金の額に算入すべき金額を「収益の額」としているこ

とから収益の額の総称として益金を認識しているため、当該収益の額が何かを明らかにす

る必要がある1“。ここでいう収益の額とは、法人税法第 22条 4項に規定されているよう

に、「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」いわゆる公正処理基準により導き出さ

れるが、法人税法上は公正処理基準により認識された収益の全てが益金を構成するわけで

はない。つまり、税法独自の規制が加えられるべき範囲があり、それが「別段の定め」で

140 松沢智『新版 租税実体法―法人税法解釈の基本原理一』(中央経済社、1994年 )
136頁。
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ある141。 当該 「別段の定め」があるもの以外については、公正処理基準による収益の額を

前提としていることから、法人税法においても包括的所得概念を採用していることが分か

る142。 この概念は、純資産増加説とも呼ばれ 「反復的 。継続的に生じる利得のみならずキ

ャピタル・ゲイン (資産の値上益)や受贈益等の一時的 。偶発的 。恩恵的利得も含めて課

税対象は包括的に定義されるべきである」143と するものであり、金銭の形態をとっている

か、その他の経済的利益の形態をとつているかの別なく、益金を構成することとなる144。

債務免除がなされた場合、負債が減ることから純資産は増加する。つまり、純資産増加

説によれば、借入時においては、資産と負債が同時に増加することから所得は生じないが、

返済が免除されれば借入時に資産に計上した額と免除される負債の帳簿価額の差額は益金

と解することができる。また、債務免除益は経済的利益を享受していることから見ても、

益金を構成すると解される145。

2.債 務の株式化における債務免除益課税の根拠

DESにおいては、平成 18年度税制改正前においては、会計処理に準拠して法人税法上

も課税を行つていたため、会計上、券面額説を採用するか評価額説を採用するかによって

課税所得が異なつていた。平成 18年度税制改正により、出資された債権を時価評価する

こととなり、時価が額面よりも下落している場合は債務免除益が生じ課税されることとな

った。上述したように、法人税法第 22条 2項においては、益金に算入する金額を資本等

取引以外のものに係る当該事業年度の収益の額としており、税法上は資本等取引と損益取

引を厳格に区分し課税することが示されている。この資本等取引とは、①資本金等の額の

141 中村利雄『法人税の課税所得計算 (改訂版)その基本原理 と税務調整』 (ぎ ょうせ
い、 1990年)21頁。
142 成道秀雄・松嶋隆弘・坂田純一編著『法人税法の理論と実務』 (第一法規、2014
年)76頁。
143 中里実 。弘中聡浩・渕圭吾・伊藤剛志 。吉村政穂『租税法規概説』 (有斐閣、2011
年)84頁。
144 金子宏『租税法 (第 21版 )』 (弘文堂、2016年)311頁。
145 債務免除益は法人税法第 22条 2項の「その他の取引」に該当し、間接的な受贈益と
もいえる債権者から債務を免除された場合の経済的利益として益金の額に算入される。

『会社税務釈義 (平成 26年度 Digital版)第 1巻』 (第一法規、2015年 5月 )1429
頁。)。 (成道秀雄『税務会計―法人税の理論と応用―』(第一法規、2015年)145頁。柳
裕治「第 3章 法人税法」岸田貞夫・矢内一好 。柳裕治・吉村典久『基礎から学ぶ現代
税法 (第 2版 )』 (財経詳報社、2015年)145‐ 146頁。)
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増加または減少を生ずる取引、②法人が行 う利益または剰余金の分配および残余財産の分

配または引渡しをいう (法人税法第 22条 5項 )。 資本金等の額の増加または減少を生ずる

取引は、法人の純資産の増加をもたらすが、それは法人と株主等との間で生じた取引に伴

う持分そのものの増減であることから、益金および損金の範囲からは除外されている146。

また、利益または剰余金の分配に関しても、会社法 。会計上において算定された利益計算

の結果をもとに当該利益を分配するのであり、また、税法上は株主に利益を還元する前の

所得を課税対象としていることからも、益金および損金の範囲からは除外されているので

ある147。 このように資本等取引と損益取引を厳格に区分し課税することを要請しているが、

DESから債務免除益が生じ課税されるといつた解釈は妥当であろうか。つまり、法人税法

第 22条 2項においては、DESと いった取引は、会社法上は現物出資とした 1つの資本取

引であるから、税法においても 1つの資本等取引として捉え債務免除益といった益金が生

じないとするのか、それとも私法上は 1つの取引ではあるが、本来の内容を分析して、取

引の要素ごとに課税関係を検討していくべきとするのか問題となるところである。

DESについては、第 3章で論考したように、会社法上、券面額説および評価額説といつ

た 2つの学説が存在している。また、会社法においては、株主および債権者の保護を目的

として分配可能な剰余金の算定を行 うため規定されており、また、企業会計においては、

企業の経営の成果を判断するため、適正な期間損益計算を行 うことを目的としている148

(企業会計原則第二、一 。第二、一 )。 つまり、会社法において券面額説が有力であると解

している点において、①券面額説であれば、当事者間の意思に反しないこと (資本取引と

して扱われる、債務免除益といつた利益は生じないこと)、 ②資本充実の原則に反しないこ

と、③資本金額の公示の観点からも、資本金額の増大が信用の尺度と解すると誤解を招く

可能性が評価額説の場合よりも高くなるが、債務超過会社が減資をすることなく増資をす

ることも許されるし、DESに より資本金額が増加 しても当該会社の信用性の評価において

146 人ッ尾順一 「税法における資本等取引と損益取引」『税理』第 49巻第 7号 (2006年
5月 )27頁。
147 金子宏『租税法 第 21版』 (弘文堂、2016年)317頁。
148 守永誠治「企業会計 。会社法における繰越欠損金」『 日税研論集』第 59号 (2009年
11月 )121頁。会社法 。会計の目的は、経営者・株主・債権者の間に存在する利害対立
関係の調整であり、企業の活動および経済事象に関する情報を提供することである。(桜

井久勝『財務会計講義 (第 16版 )』 (中央経済社、2015年)13頁。広瀬義州『財務会計
(第 12版 )』 (中央経済社、2014年)12頁。等)
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特別の問題は生じず、その信用性が保護に値するものかどうか定かではないこと149、 ④弁

済期の到来している債権の場合、および債権の価額が債権に係る債務者会社における負債

の帳簿価額を超えない場合においては、検査役の調査や弁護士等の証明を不要としている

こと (会社法第 207条 9項 5号 )、 ⑤実質的に債務超過である場合には、既存株主の経済

的利益は損なわれないこと150等があげられる。一方、評価額説の場合においては、券面額

説に対する資本充実の原則には反せず、債権者の不利益も生じない。このことから、会社

法上の目的から検討しても、債権の評価について券面額説か評価額説かのいずれを採用し

ても、大きな影響をもたらすものではない151。 一方、税法においては、租税負担の公平を

確保し、法人の適正な所得を算出する必要がある。つまり、会社法等の目的から考察され

ているDESの取扱いを法人税法上の課税所得計算に反映させる必要はないと考える。

仮に、会社法上と同様に DESを税法上 1つの資本等取引と捉えると、当該取引からは

益金は生じない。つまり、法人税法第 22条 2項・3項で資本等取引以外の取引に係るもの

において資本等取引からは損益は発生しないとされているから、益金や損金を認識する余

地はない。しかし、そのような資本等取引であつても、「別段の定め」がある場合には、「別

段の定め」による規定が優先される152。 法人税法施行令第 8条 1項 1号においては、新株

の発行の際に増加する資本金等の額について、払い込まれた金銭の額および給付を受けた

金銭以外の資産の価格その他の対価の額に相当する金額となっており、DESに より出資さ

れた自己宛債権の時価とその額面額との差額が債務の消滅益として認識されることとなる

が、当該差額は資本等取引から発生しており益金を構成しないと解される。しかし、法人

税法第 59条においてDESか ら生じる債務消滅益について期限切れ欠損金から控除するこ

とを規定している当該条文が「別段の定め」に該当し、債務消滅益を認識する根拠となる

149 針塚遵 「東京地裁商事部における現物出資等検査役選任事件の現状」『商事法務』第
1590号 (2001年 3月 )8頁。
150 明石一秀、弥永真生 「債務超過会社の債務の株式化」『企業法学』第 8巻 (2001
年)107頁。
151 針塚遵 「デット・エクイティ・スワップ再論」『商事法務』第 1632号 (2002年 6
月)18頁。
152 法人税法第 22条第 2項の 「別段の定め」があるものを除きとは、「法人税法 23条か
ら法人税法 26条までにおいて当該事業年度の益金の額に算入しないこと、さらに、法
人税法 63条から法人税法 65条まで益金及び損金の額に算入することなどの特別規定を
指す」としている。武田昌輔編『DHCコ ンメンタール法人税法 (第 2巻 )』 (第一法規、
2016年)1105頁 。
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見解もある153。 しかし、この見解によれば、法人税法第 59条は、企業再生税制の一環と

して会社更生法等に基づく開始決定等があつた場合に行われる DESに より生じた債務消

滅益を、青色欠損金に優先して期限切れ欠損金と相殺することを認めた特別規定であり、

また会社更生法等適用時の欠損金に関する規定であり、損金に関する「別段の定め」であ

ることから、DESに対する課税の根拠といい切れないと考える。

上記のように DESを 1つの資本等取引として捉えた場合において、現行法人税法では

課税の根拠を明確に示しているとはいい難い。税法においては、1つの取引として課税関

係を検討した場合、租税の公平な負担を害する可能性があるため、様々な要素が混在した

取引に関しては要素ごとに課税関係を検討すべきである。この解釈からすると、DESは、

債権の現物出資を受け入れた時点では、一旦資産に自己宛債権が計上され、その直後に負

債に計上されている債務と相殺される。つまり、一旦、自己宛債権と債務が債務会社に帰

属し、その際に受け入れた自己宛債権は、一般的に債務超過会社が DESを実施する場合

が多いことから債務会社の回収可能性については極めて低く実質的な価値は下落している

状態である。受け入れた自己宛債権に関しては、実際に時価で取得することとなる。通常、

資産を受け入れた場合においては、その移転時の価格つまり当該自己宛債権でいう回収可

能価額で当該受入資産を認識すべきである。そうすると、実質的には時価と額面額の差額

部分は債務を免除したと同様の結果となり、債務免除益が認識されることとなる。当該債

務免除益は、法人税法第 22条 2項のその他の取引に該当し、益金を構成すると考えられ

る。

以上で、検討したように DESからは債務免除益が生じ、益金を構成することとなる。し

かし、DESは債務超過等の財務内容が悪化した企業が実施する場合が多く、会社更生法等

のような再生手続を行 う前に、早めに債務超過を解消するといつた経営判断を行うことも

あるだろう。そのような企業は、青色欠損金が多額にあるケースが多いが、企業の財務状

況によっては DES実施時に生じる債務免除益が青色欠損金を超える場合もあり、租税負

担を生じさせ DESの効果を減少させる結果も予想できる。そのような企業は、債務超過

解消のための DESを有効に活用しようとするが、債務免除益が計上されるため租税負担

が生じることから、租税が企業の経済的活動および意思決定に影響を与える結果となり、

租税の中立の観点からは好ましくない。もつとも、企業の活動は本来その自由意思に基づ

153 倉見延睦「デット・エクイティ・スワップにおける課税問題 ―債務消滅益に対する

課税の検討を中心に 」『立命館法政論集』第 9号 (2011年)106頁。
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いて行われるべきであって、租税が当該活動に積極的または消極的に関与すべきことは間

題がある157。

第 2節 企業再生税制適用事例の分析・検討

会社更生法 。民事再生法 。私的整理による再生手続においては、税法上様々な特例が設

けられている。まず、財産評定による資産の評価損の損金算入および期限切れ欠損金の損

金算入である。これらは、再生手続の手法により適用関係が異なってくるが、再生時に多

額の債務免除益等が計上されることが多く、青色欠損金のみでは相殺しきれない場合もあ

ることから会社更生法や民事再生法、私的整理手続からの要請および再生するといつた目

的を達成するために講じられた規定である。

しかし、租税公平主義の観点からは、当該企業再生税制の適用のあった企業が、再生後

に他の企業よりも有利になること等から問題点があると考える。特に、税は中立であるこ

とが前提である。以下で検討する事案は、企業再生税制の問題点が浮き彫 りになった事例

である。特に、租税の公平性・中立性の観点や税が市場競争に歪みを与える結果となった

ことなど多くの問題を含んでいると考える。以下、事例を通して、企業再生税制について

租税公平主義の観点および税が与える市場競争環境への影響等の観点について検討してい

く。

1.事 例の概要

日本航空株式会社 (以下、「JAL」 という。)が企業再生支援機構に支援の申込みを行 う

とともに、東京地方裁判所に会社更生法適用を申請し、同日更生手続開始の決定を受けた

事例について概要を述べていく158。

JALは、更生手続開始決定直前の平成 22年 3月 第 2四半期末において、純資産を 1,593

億円としプラスの数字を示しているが、実際には清算を前提に査定したものと考えられる。

b7 岸田雅雄 「法人税の課税ベース」『租税法研究』第 17号 (1989年 10月 )27頁。
b8 当該事例は、株式会社日本航空、株式会社日本航空インターナショナルおよび株式
会社ジャルキャピタルの日本航空グループ 3社が更生会社とされており、更生計画認
可決定の翌日に株式会社日本航空インターナショナルを存続会社とする吸収合併を行
つている。
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しかし、航空機 リースの価値減少による含み損等を加味すると、実際には約 7～ 8,000億

円の債務超過に至っていた159。 また、リーマンショックに端を発した国際線の需要の大幅

な減少や、燃油高騰による経費の増加、デリバディブ取引の失敗による損失拡大、ホテル

事業等その他事業の失敗等により、資金繰 りの悪化が顕著になったといえる160。

このような経営状態であった JALは、平成 22年 1月 19日 に会社更生法適用を申請し、

更生手続開始の決定を受けた。当該更生手続は、公的資金の注入およびプレパッケージ型

を併せて採用しており特殊な手法が用いられた161。 会社更生法の更生手続開始決定後、企

業再生支援機構 (管財人)が、JALの再生計画案を東京地方裁判所に提出し認可を受けた。

同計画案については、人員削減、事業規模の縮小、企業年金削減等の再生のための取組を

行 うとともに、企業再生支援機構による 3,500億円の出資、金融機関等の更生債権者に対

し総額 5,215億円 (一般更生債権の 87.5%)の債権放棄の要請、商取引債権の全額保護お

よび産活法の適用により日本政策投資銀行が事業再生 ADR手続き中に実行したプレ DIP

ファイナンスの全額保護や既存株主の 100%減資等の再生のための措置を講ずるとの内容

であった162。 また、当該再生計画策定前には、企業再生支援機構によるつなぎ融資 800億

円、日本政策投資銀行によるつなぎ融資 2,800億円が実施されていた。JALが、私的整理

ではなく会社更生法による手続きを行 うこととなつたのは、このような多額の公的資金の

注入があつたため、手続きの透明性確保や抜本的な経営再建の実現が必要との判断がなさ

れたからである163。

平成 23年においては、更生債権約 2,550億円について、合計 11の金融機関から資金調

達を行い、その後一括弁済を実施した。そのため、更生手続の要件を満たし、東京地方裁

159 井端和男 「日本航空の会社更生法適用 と黒字倒産」『 NBL』 第 924号 (2010年 3
月)46頁。
160 コンプライアンス調査委員会 「調査報告書 (要 旨)」
https、11、ww.jaloco.jpノ other/100831_04.pdf(2016年 10月 )7頁。
161 プレパッケージ型 (事前調整型)と は、申立前にあらかじめスポンサーを決めた上で
再生計画案に対する主要債権者の同意を取り付けておく再生手法である。当該手法は、
スポンサーの経営力、信用力や、利害調整機能等を法的整理申立て時点から最大限活用
することができること、事業価値の毀損を抑制することができること、さらには法的整
理係属期間を大幅に短縮できるため手続きや計画案の決定も迅速化する等の効果があ
る。知野雅彦監修『企業。事業再生ハンドブック』(日本経済出版社、2015年)346頁。
田頭章一「事前調整型事業再生手続の意義と限界」『ジュリスト』第 1401号 (2010年 6
月)21頁。
162 藤原総一郎監修『企業再生の法務 (改訂版)一 実践的リーガルプロセスのすべて 」
(一般社団法人金融財政事情研究会、2012年)656頁。
163 畠山肇 「JALの再生問題」『立法と調査』第 301号 (2010年 2月 )175頁。
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判所が更生手続終結を決定した (会社更生法第 239条 )。 平成 24年度において、JALは航

空機を 45機購入し、さらに、新規路線の開設を発表し、東京証券取引所第一部へ再上場を

果たしたのである。再上場とともに、企業再生支援機構が保有する全株式を売却し、当機

構による支援も完了した。

上述のように更生手続が行われ、JALはわずか 2年 8ヶ 月で再上場を果たし、さらに平

成 24年度決算においては、1,866億 円もの利益が計上されておりJALは急激な業績回復

を遂げたのである164。 一方で、公的資金の注入、会社更生法による多額の債務免除の実行

等および税制優遇措置により、同業他社からは JALへの過剰な支援があったのではない

か、公正な競争環境が維持されていないのではないかとの意見等も多くあり、課題を多く

残す結果となった165。

2.事 例の税法的検討

当該事例は会社更生法による更生手続であることから、法人税法第 59条 1項の適用が

認められていた。そのため、財産評定が行われた際の資産の評価損が約 3,588億円計上 (主

に継続使用予定機材に係る簿価と時価の差額)さ れ、さらに財務資料から正確な期限切れ

欠損金および青色欠損金は確認することはできないが、債務免除益等にかかる益金に対し

て仮に期限切れ欠損金があれば優先控除が可能であった166。 そして、当該更生手続きによ

り、JALは 8,994億円もの多額の青色欠損金を計上することとなり、再生後において利益

が計上されてもなお課税所得は生じないこととなった167。 また、法人税減免および債務免

除による金利負担の軽減等により、年間約 500億円のキャッシュフローの押し上げ効果が

あり、破綻せずに利益を上げてきている同業他社よりも投資余力が強化されたということ

164 「JALグループ 平成 24年 3月 期連結業績の概況」第 12027号
httpソゎress.jal.co.jptta/bW_uploads/JGN12027.pdf(2016年 9月 )
165 特に、特定の企業に対する公的支援については、公正な競争環境を歪めるものとして
EUの国家補助 (State aid)規制のような調整手段を検討する必要性があったのではな
いかとの意見もあつた。小野展克「日本航空再上場の課題」『嘉悦大学研究論集』第 55

巻 2号 (2013年 3月 )11頁。
166 コンプライアンス調査委員会「調査報告書 (要旨)」
httpsWwww.jal.co.jp/other/100831_04.pdf(2016年 10月 )6頁。
167 国土交通省、航空局「日本航空の再生について」
httpWwww.mlit.gojp/common/000229684.pdf(2016年 10月 )12頁。
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ができる168。 今回の JALの更生手続きにおいて、同業他社である全日本空輸株式会社は、

「当該税制優遇措置によって蓄積された資本やキャッシュによつて、日本航空の企業体力、

投資余力がより強化され、実際に航空機や機内設備等への投資が行われれば、日本航空の

競争力がさらに高まるという好循環が実現することは明白です。一もともと会社更生法適

用に伴 う税制優遇措置は、本来は破綻直後において、担税力の無い企業の税負担を軽減し、

企業再生を進めやすくするという意図に基づいて設定された特例措置であることを踏まえ

れば、日本航空のような莫大な利益を計上し、担税力を充分に有している企業が当該税制

優遇を享受し続けていることは、当該企業と同一市場で競争している競争社にとつては、

極めて不公平かつ過剰な支援が継続しているものと言わざるをえません。」との意見を述

べている。

上述したように、当該事案は企業体質等の内的要因も含め、特にリーマンショック等の

外的要因の影響が大きく経営破綻に陥ったものと思われるが、この市場環境はその他の同

業他社も同じ状況である。同様の環境下において利益を計上している企業と比べて、法人

税法第 59条の適用会社の競争力が高まり経営上有利な状態となることについては、企業

再生を阻害させないために制定された法人税法第 59条の目的を逸脱しているようにも思

える。つまり、企業再生を阻害させないための措置が、当該再生企業と同一市場で競争し

ている企業にとつて、不公平な措置となり競争環境の歪みに繋がる 1つの要因ともいえる。

このような、過度な優遇措置は、市場競争に歪みを与えることとなり、また、税が積極的

に法人の経済的活動に影響を与えることとなり、租税公平等主義の視点からも妥当である

とはいえない。

168 国土交通省 「日本航空株式会社及び全日本空輸株式会社への追加質問に対する両社
の回答」
http://www.jttc.gojp/soshiki/kyOtsukoukai/kenkyukai/kyousouseisaku/dai7kai.flles/s

iryo7‐ 4.pdf(20164巨 10月 )
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第 8章 アメリカにおける企業再生と税制

第 1節 アメリカの企業再生の現状

2008年に、アメリカにおいて発生した金融危機は、世界経済に大きな影響を与えた。そ

の後、アメリカの大手自動車メーカーであるクライスラー (Chrysler)社が 2009年 4月

に米国連邦倒産法 (Bankruptcy Code)第 11章 (以下、Chapterllと いう)の適用を申

請し、また6月 には世界最大の自動車メーカーであるゼネラルモーターズ(General Motors

以下、GMと いう。)社が Chapterllを 申請した。GMは Chapterll申 請後、363条セー

ル (新生 GMへ事業資産の譲渡)および DESを実施し、さらには約 50億 ドルの公的資金

の注入等が行われた。このようにGMは、363条セールを実施したことにより効率的かつ

迅速な事業譲渡を可能とし、さらには新生 GMが発足してから約 1年 5か月でニューヨー

ク証券取引所への再上場を果たすなど企業再生の成功事例となった169。

また、金融危機等による経済の悪化に伴い、景気対策のため米国再生再投資法 (American

Recovery and Reinvestment Act)170が 2009年 2月 に成立するなど、当時は破綻状態企

業を再生させるような政策も行われていた。政策および経済の回復により倒産件数は、

2014年 については Chapter7(Liquidation:清算手続)が 699,982件、Chapterll

(Reorganization:再 生手続)が 8,564件、Chapter12(Attustment OfDebts ofa Family

Farmer or Family Fisherman With Regularlncome:定 期的収入のある農家もしくは漁

師の債務整理)が 388件、Chapter13(Attustment OfDebts ofan lndividual With Regular

lncOme:定期的収入のある個人の債務整理)が 329,256件の総合計 1,038,190件の申請が

なされているが、いずれの申請も前年よりも約 7%～ 16%の減少傾向にあるといえる171。

169 知野雅彦監修『企業 。事業再生ハンドブック』(日本経済出版社、2015年)400
頁。
170 2009年 度および 2010年度中に、特定の債務から発生した債務免除益の益金算入時期
を 2014年まで繰 り延べられるように改正された。当該繰延べを選択した場合、繰延ベ
の対象となる債務免除益は 2014年から 5年間に渡って益金算入されることとなる。こ
の制度は、債務超過の会社など、より幅広い法人納税者が利用可能であること、欠損金
の減額等が要請されていないことが特徴としてあげられる。ただし、繰延べを選択した

場合、内国歳入法第 108条に基づく債務免除益の益金不算入規定の適用は受けることが
できなくなる。
171 「Federal Judicial Caseload Statistics 2014」  US Courts
http:ノ/www.uscourts.gov/statistics‐ reports/federal‐ judicial‐ caseload‐ statistics‐ 2014
(2016年 10月 )
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第 2節 企業再生と米国連邦倒産法

経営危機に陥り企業再生を行 うことを決断した企業の経営者は、法的手続の申立てまた

は私的整理 (Workout)の いずれかを行 うこととなる172。 経営危機に陥つた企業が法的手

続を選択した場合においては、直ちに米国連邦倒産法 Chapter7(清算手続)の申立てを行

うのではなく、企業再生の可能性が少 しでも見込まれる場合には、米国連邦倒産法

Chapterll(再建手続)を申し立てることが多い。私的整理は、Chapterllに比べて手続

きによるコス トも少なく時間もかからないため、経済的に考えると私的整理の方が使いや

すいとの考えもある。しかし、私的整理は、再建計画に反対する債権者がいる場合には強

行することができない等、効力や範囲に一定の限界がある。したがつて、債権者との協議

で合意が得られない場合や合意を得ることが困難と見込まれる場合には、法的な倒産手続

に移行するほかないのである。

上記で述べたようにアメリカにおいても、経営危機に陥った企業の経営者は、裁判所に

おける法的手続の申立てをする場合がある。この場合の法的手続として、米国連邦倒産法

による手続きがあげられる。

現在の米国連邦倒産法は、1978年に制定され、第 1、 3、 5、 7、 9、 11、 12、 13、 15章

からなっており、現在までに多くの改正がなされてきた。最初の米国連邦倒産法は、1800

年に制定されたもので、当事の英国破産法をモデルにしており、債権者申立てに限られる

とともに商人のみが対象となつていた。そのため、わずか、3年あまりで廃止された。1841

年には、第 2の連邦倒産法が制定された。これは、負債総額 2,000ドル未満の債務者に対

して商人であるかないかを問わず、債務者申立ての倒産手続きを認めたものであり、過半

数の債権者が書面で反対しない限り、免責が認められた173。 しかし、この法も長くは続か

ず 1年で廃止された。1867年には、第 3の連邦倒産法が制定された。これは、商人、非商

人および会社に対して、自己破産と債権者申立破産を認めたものであり、ほとんどの場合、

免責については債権者の過半数の賛成が必要とされていた。同法に関しては、1878年に廃

止されている。そして、次に制定されたのが 1898年の旧連邦倒産法である。これは、自

172 ヮークァゥト (Workout)と は、日本でいう私的整理にあたり法廷外で債権者と融
資条件の緩和等の変更を行う手続きである。
173 堀内秀晃 。森倫洋 。宮崎信太郎・柳田一宏『アメリカ事業再生の実務

‐連邦倒産法
Chapterllと ワークアウトを中心に‐』(社団法人金融財政事情研究会、2013年)4頁。
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由財産の範囲は州法により規定され、免責のための債権者の同意は不要とされた。この旧

連邦倒産法に関する最も重要な改正が、1938年のチャンドラー法による改正である。この

チャンドラー法により、日本でいう会社更生について規定する Chapter10が追加された

(Chapterloは 、日本の旧会社更生法のもととなっている。)。 Chapter10の手続きにおい

ては、より大規模な公開会社で、複雑な債権や株式構造を有する会社を取扱い、手続きの

なかで大衆投資家の保護が考慮されることになった174。 また、経営者が倒産手続きの主導

権を持ち続けるか否かについては、経営者は、自らの行為について精査することや、自身

が関与した過ちを明らかにするような訴訟を行 うこと、あるいは、会社の経済状況につい

ての完全な開示を行 うことに対するインセンティブを持たないことなどの理由から、再建

手続のコントロールは経営者に残すべきではないと議会は判断したのである175。 このため、

大半の事件で、Chapter10に よる手続きでは、独立した管財人 (trustee)の 選任が強制さ

れたのである。また、Chapterllによる手続きは、主として個人経営の会社や小規模な会

社が利用することを想定して設計されていた176。 この Chapterllによる手続においては、

公的な管財人は必要とされず、債務者自身に、事業の経営および再建計画の作成をも含む

再建手続きをコントロールする権限が与えられていた177。 旧連邦倒産法 (チャンドラー法 )

の制定当初は、Chapter10は主として大規模公開会社、Chapterllでは個人経営の会社や

小規模会社を念頭において手続きが規定されていたが、Chapterllによる手続きを用いて

会社再建を図る大きな障壁となつていた担保権の処遇についても、次第に判例により、担

保権者に Chapterllによる手続きの拘束力を及ぼすことができるようになり、大規模会社

においても Chapterll手続の利用拡大に拍車をかけたのである178。 このように、経営者は

Chapterll手続きの申立てを行うようになっていったのである。この行動の理由として、

様々な理由が指摘されているが、Chapter10に よる手続きは、経営者は管財に人よつて経

174 Barry L,ZaretslttLTrustees and Examiners in Chapterll,44 S.C.L,Rev907,1992‐

1993,p.917
175 MyrOn N.KrotingeLManagement and A1location ofVOting Power in Corporate

Reorganizations,41 Colum.L,Re■ 646,1941,pp.650‐ 651
176 村 田典子 「アメ リカにおける 1つの再建型倒産処理手続 きの生成過程 ―裁判外手続 と
の関係からみた再建型手続の機能―」『東京都立大学法学会雑誌』第 44巻 2号 (2004
年)503頁。
177 村田典子「アメリカにおける 1つの再建型倒産処理手続きの生成過程 ―裁判外手続 と
の関係からみた再建型手続の機能 (2)― 」『東京都立大学法学会雑誌』第44巻 2号 (2004
年)532頁。
178 倉部真由美 「アメリカ連邦倒産法における担保権実行の制限 (1)― 自動的停止をめ
ぐる議論の変遷 ―」『民商法雑誌』第 123巻 3号 (2000年 12月 )359頁。
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営から放逐されることとなるので、それを可能な限り回避 しようとしたためだと言われて

いる。

このように、結果として、会社再建における中心的な手続きは、Chapter10に よる手続

きから Chapterllによる手続きへと移行していったのである。このような状況を踏まえ

て、倒産手続きの主宰者が管財人である必要性等が議論され、1978年に大改正が行われ現

行の連邦倒産法の立法に至ったのである。

この連邦倒産法の章の規定内容としては、「第 1、 3、 5章が総則規定であり、第 7章が

清算手続、第 9章が地方自治体の債務整理手続、第 11章が再建手続、第 12章が定期的年

収のある家族的農業者の債務整理手続、第 13章が定期的収入のある個人の債務整理手続、

第 15章は国際倒産手続」179と なっている。つまり、典型的な清算手続は Chapter7で あ

り、典型的な再建手続が Chapterllと なる。

Chapter7は 、日本でいう破産手続にあたるものであり、債務者の財産を管財人が換価

し、債権者に対し、法律上定まった優先順位に従つて配当する手続きである。

第 3節 Chapterllの解釈・適用

上記で述べたように、連邦倒産法のなかでも企業再生と密に関わる Chapterllについて

述べていく。

Chapterllは、連邦倒産裁判所 (Bankruptcy Court)に対する申立権限がある者 (債務

者適格を有する者)の申立てにより開始される (1lUoS.C§ 301(a))。 ここで、債務者適格

を有するものとは、米国内に居所、住所、もしくは営業の本拠地を有する者または米国内

に財産を有する者 (個人、組合、会社をいうが、政府機関は含まない。)を意味する(1lUoS.C

§109(a))。 申立ての方法 としては、債務者が自発的に申立てをする自発的申立て

(voluntary case)と 、債権者等の第二者が申立てをする非自発的申立て (involuntary case)

の 2つのケースがあげられる。自発的申立ての場合には、日本の会社更生法や民事再生法

による法的手続と異なり、上記の債務者適格の要件を満たしていれば企業が会社破綻や債

務超過であること等の要件は定められていない。このことから、Chapterllの申立ては倒

産処理のためだけではなく、経営戦略の一つとして利用される場合もある。例えば、高額

179 堀内秀晃 。森倫洋・宮崎信太郎 。柳田一宏『アメリカ事業再生の実務‐連邦倒産法
Chapterllと ワークアウトを中心に‐』 (社団法人金融財政事情研究会、2013年)5頁。
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の従業員の給与を減額するなどの労使紛争解決の手段として利用されたり、破綻状態でな

い企業が将来の訴訟 リスクを処理するための手段として利用したりと、将来の破綻リスク

等が顕著化する前に処理するために行 う場合である180。

このように、様々なケースによりChapterllの申立てがなされることがあるが、自発的

および非自発的申立てであるかを問わず、裁判所に申し立てがなされると、自動的停止

(Automatic Stay:オ ー トマティック・ステイ)、 つまり債務者に対する取立行為、訴訟、

担保実行、強制執行、担保設定行為、相殺等の回収行為一般が禁止され、包括的に財産が

保全される。この自動的停上の目的は、債務者に対して、事業を継続し、再建計画を策定

する時間的余裕を与えることとされている181。 ただ、自動的停止は、債権者にとって大き

な制約を課すこととなるため、裁判所は、利害関係者による救済の申立てがあった場合、

通知と審尋の手続きを経て、5つの事由のいずれかに該当すれば救済を認めるとされてい

る (1lU.S.C§ 362(d))。

Chapterllでは、原則として DIP制度 (Debtor in Possesion)が 採用されており管財人

は選定されず、債務者企業が管財人の有する権利を行使 し、義務を負担することとなる

(1lUoS.C§ 1107(a))(以下、占有を継続する債務者 (Debtor in Possesion)を DIPと

いう。)。 この制度は、1978年の連邦倒産法の改正の際に取り入れられたもので、その趣旨

として、倒産が外部環境に起因する場合が多いことや、債務者企業の事業について不慣れ

な管財人よりも精通した経営陣等に再建を任せた方が、再建の可能性が高まることや、さ

らには、財政的危機にある会社の経営陣がその交替をおそれて Chapterllの申立てを躊躇

し、再建着手が遅れ、結果利害関係人等に損害を与えるということを防ぐためとされてい

る。ただ、DIP型 とはいえ、債務者企業が自ら再建を図る場合ではなく、スポンサーによ

る再建を図る場合には、現在の経営陣が続投することはなく、スポンサーにより経営陣が

送り込まれることも多い 182。

そして、自動的停止がなされた後、債権者委員会の選任がなされ債権者集会が開催され

る。しかし、DIP制度を採用していることから、DIPには財産管理権および事業運営が認

ЮO 堀内秀晃・森倫洋・宮崎信太郎・柳田一宏『アメリカ事業再生の実務‐連邦倒産法
Chapterllと ワークアウトを中心に‐』(社団法人金融財政事情研究会、2013年)59
頁。
181 池上恭子 「米国連邦倒産法チャプター 11に よる企業再建の動向‐GMお よび Chrysler
の事例を中心として‐」『海外事情研究』第 40巻 2号 (2013年 3月 )62頁。.
182 堀内秀晃 。森倫洋・宮崎信太郎・柳田一宏『アメリカ事業再生の実務‐連邦倒産法
Chapterllと ワークアウトを中心に‐』(社団法人金融財政事情研究会、2013年)19頁。
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められており債権者の権利に重大な影響を及ぼすこととなる。それゆえ、無担保債権者の

利益を保護するために、債権者委員会の設置が義務付けられている(1lUoS.C§ 1102(D(1))。

債権者委員会では、債務者の行為、責任、財産状態や再建計画策定に関わる事項の調査を

行つたり、DIPや管財人と交渉し再建計画案に対する意見を述べ、提出された再建計画案

に対して承諾をするか否か等を取りまとめる。

そして、再建計画案の提出を行うが、第一次的にはDIPが再建計画案を提出する独占的

な権限を有しており、Chapterllの 手続開始から 120日 間以内に提出することとなる

(1lUoS.C§ 11216))。 しかし、例外的に管財人が選任された場合など、DIPはただちに

この独占的提出権を失うこともある。この独占的提出期間は、倒産手続に入り再建計画が

会社の想定しているものと異なる場合は申立てを躊躇するという可能性があるため、一定

の期間においては DIPが再建計画策定の主導権を握ることとしているのである183。

再建計画案を裁判所に提出した後は、提出者は、再建計画案に対して債権者等に許諾を

得るために投票の勧誘を行うこととなる。その際に、債権者が適切な情報に基づき再建計

画案の是非を判断できるように、適切な情報を開示したものとして開示説明書 (再建計画

またはその要旨、適切な情報を記載したものとして裁判所が許可したものをいう。)を債権

者に配布しなければならない (1lU.S.C§ 11250)。 この、開示説明書を債権者に配布した

後でなければ、債権者等の勧誘をしてはならないとされている。

投票は組分けされた各組ごとに集計され、例えば債権者の各組においては、実際に投票

した債権者が有する総債権額の 3分の 2以上の債権額を有する債権者であり、かつ、頭数

にして過半数の債権者が賛成した場合に、その組は再建計画案を受諾したものとされる

(1lU.S.C§ 1126(c))。 持分権者の組については、持分権者の頭数の要件はなく、金額の 3

分の 2以上のみが要件とされる (1lU.S.C§ 1126(d))。 このように、各組において受諾さ

れた再建計画案は、再建計画認可のために、裁判所において審尋期日が設けられる。認可

のためには、①再建計画案の内容が適法であること、②再建計画案の提出手続きが適法で

あること、③再建計画の遂行可能性があること、④権利変更される組で受諾がなされてい

ない場合には、清算価値保障原則が満たされていること (Chapter7の手続きによる場合

より配当が多いこと)、 ⑤共益債権については全額支払われること等の 1129条 に規定され

ている要件を満たす必要がある。そして、上記の要件を満たし、全部の組が再建計画案を

183 堀内秀晃 。森倫洋・宮崎信太郎 。柳田一宏『アメリカ事業再生の実務
‐連邦倒産法

Chapterllと ワークアウトを中心に‐』(社団法人金融財政事情研究会、2013年)118頁。
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法定多数により受諾した場合、または権利変更されないために受諾したとみなされた場合

には、再建計画案が認可されることとなる (1lU.S.C§ 1126(0、 1129(a)(8))。 また、裁判

所は、再建計画案の主たる目的が課税の回避等にあたるときは、所轄政府機関の申立てに

より、当該再建計画を認可してはならないものとされている (1lU.SoC§ 1129(d))。

このように、裁判所により再建計画が認可された後には、裁判所は債務者またはその他

の者に対し、再建計画に基づく支払等の再建計画遂行のために必要な行為を命ずる。再建

計画の履行が完了すると、Chapterllの 手続きは終了となる。

第 4節 内国歳入法第 108条の概要

1.債務免除益課税の考え方と変遷

米国では原則として、債務免除益は総所得に算入される (I.RoC§ 61(a)(12))。 この債務

免除益課税は、1935年に法制化されたが、法制化される前に連邦最高裁で債務免除益は総

所得 に算入 され るか否 かが争 われ た有名 な判 例 が次 に述べ る United States

yKirbyLumberCo事件(1931年)である。この事件は、Kirby Lumber社が 1923年に発行

価額 12,126,800ドルの社債を発行し、同年にその発行価額よりも少ない金額で自己の発

行した社債の買戻しを行い、結果として、Kirby Lumber社の資産は、社債の発行価額と

買戻価額との差額である 137,521.30ドル増加したこととなるが、この額面金額との差額

である 137,521。 30ドルが課税所得を構成するか否かが争われた事案である。連邦最高裁

は、発行価額よりも低額で自己の発行した社債を買い戻した法人につき、「本件では資産の

減少はなく、納税者は利益を生み出した。その取引の結果、現在では既になくなってしま

つた社債返済義務によつて以前は相殺されていた 137,521.30ドルの資産が利用可能にな

ったのである。…納税者は当該年度内に所得の増大を実現 しているのである」 (284

U.S.1(1931)at3)と 述べており、当該発行価額と買戻価額の差額が純資産の増加であると

して課税所得となる旨を判示している。このように、純資産の増加を前提に債務免除益の

総所得算入を認めているのである。

また、DES184に ついては、アメリカにおいてもGVIの再生事例でも用いられるなど、財

184 ァメリカにおいては、DESの ことを「stock fOr debt exchange」 と表記されている
文献が多い。
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務内容が悪化した企業や再生企業に多く行われる。DESは、発行株式の適正な時価 (fair

market value)が 債務の総額に満たない場合において、その差額が債務免除益として計上

される。つまり、債務を自社発行の株式について時価で償還したとみなして、その差額に

ついては債務免除益として計上するとしている (I.RoC§ 61(D(12))。

一方で、下記で述べる内国歳入法第 108条に該当する場合の債務免除益課税には、様々

な特貝Jが設けられているのである。

2.内 国歳入法第 108条

上記で述べたように、債務免除益 (incOme frOm discharge ofindebtedness)は 、原則

総所得 (grOss incOme)に 算入されることとなる (1.R.C§ 61(a)(12))。 しかし、特例とし

て債務免除益が、①Chapterllによる法的手続により生じた場合 (I.R.C§ 108(a)09)、 ②

債務者の債務超過時 (insOlvent)に 生じた場合 (I.RoC§ 108(a)(B))、 ③農園事業関連の債

務の場合 (1.RoC§ 108(a)(C))、 ④不動産ビジネスに関連する債務の場合 (I.R.C§ 108(a)(D))、

⑤2014年 1月 以前に認可された住宅負債の場合 (I.RoC§ 108(D(E))において生じる債務

免除益は、総所得不算入となる (I.R.C§ 108(a))。 ここでは、主となる①および②につい

て論述する。

まず、①は Chapterllにより債務免除がなされた場合であるが、Chapterllは 自発的な

申立ての場合は債務超過等の要件がなく手続きの開始が決定されるため、Chapterllの手

続を開始したのみで特例は受けられない。つまり、納税者が破産に係る裁判所 (court)の

管轄下にあり、かつ債務の免除について裁判所の許可がある場合、または裁判所が許可し

た更生計画に従って債務が免除された場合にのみ適用されることとなる。また、Chapterll

により債務免除益が発生した場合は、その債務免除益として計上された全てが総所得不算

入となり、債務免除額は債務超過額に限定されない。

一方、②の債務超過時 (負債総額が資産時価総額を超え、支払不能の状況に陥っている

場合)に債務免除がなされた場合は、債務免除直前の債務超過額に限定されており、債務

超過額を超えて総所得不算入はできず、それを超えた部分は課税所得として総所得に算入

される (I.RoC§ 108(a)(3))。

ただし、内国歳入法第 108(a)(1)が 適用された場合においては、総所得不算入となつた債

務免除益の額については、租税属性 (Tax attributes)の 減額を行うこととなる (IoRoC§
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1086))185。 この租税属性の減額により、将来課税所得が発生した場合に課税所得を減額

できる恩恵項目が減少するため (ある意味、将来の課税所得を増大させている。)、 上記①

および②の場合の債務免除益は単純な総所得不算入ではなく課税の繰延べであるといえる。

この規定の対象となる租税属性とは、①純事業損失 (NOL=Net Operating Loss)(1.RoC

§1086)(2)09)、 ②繰越一般事業税額控除 (General Business Credit)(I.R.C§

1086)(2)(B))、 ③代替ミニマム税額控除 (minimum tax credit)(I.RoC§ 1086)(2)(C))、

④純キャピタルロス繰越額 (Net capita1 loss carryover)(I.RoC§ 1086)(2)(D))、 ⑤資産

の基準価格 (basis reduction)(減 価償却資産の未償却残高や土地等の税務上の簿価)(I.R.C

§108(b)(2)(E))、 ⑥受動的活動損失 (pass市e activity loss)お よび税額控除繰越額 (credit

carryovers)(I.R.C§ 1086)(2)(F)))、 ⑦外国税額控除 (foreign tax credit carryovers)

(I.R.C§ 108(b)(2)(0)をいい、原則として①～⑦の順で減額される。

つまり、原則として租税属性の減額の順序は、まず当該免除が行われた課税年度の①純

事業損失があればその額が減額され、当該課税年度の純事業損失を超過した場合には、当

該年度に繰り越されてきた純事業損失が減額される。なお、1997年 8月 6日以後に開始

された課税事業年度より生じた純事業損失 。欠損金 (Net Operating Loss)は 、原則とし

て 20年間の繰越し、2年間の繰戻しが認められている (I.RoC§ 172)186。 次に、債務免除

益が①純事業損失を減額してもなお残つている場合には、当該超過額は②繰越一般事業税

額控除額の減額に充てられる (1.R.C§ 108(b)(2)(B))。 繰越一般事業税額控除とは、免除を

行つた課税年度へ繰り越された、または繰り越される税額控除のうち内国歳入法第 38条

に掲げられている一般事業税額控除に関する税額控除をいい、例えば投資税額控除

(investment credit)な どのことをいう。次に、③代替ミニマム税額控除額が減額される

ミニマムタックス (調整所得に係る税額が通常所得に係る税額を超過した額)は、将来逆

に通常所得に係る税額調整所得に係る税額を上回つた場合には税額控除の対象となってい

るものであり、内国歳入法第 53条6)で利用できるものに限られている187。 次に④純キャ

ピタルロス繰越額が減額される。④純キャピタルロス繰越額とは、株式等投資目的で保有

185 租税属性とは、「納税者自身やその資産、負債に認められる性質、属性のうち、税負担
に影響を与えるもの」である。岡村忠生『法人税法講義 (第 3版 )』 (成文堂、2007年 )
434]頁。
186 伊藤公哉『アメリカ連邦税法 (第 5版 )』 (中央経済社、2013年)226頁。
187 特定企業や特定の高所得者が特別償却や特別税額控除などを利用することにより、租
税負担を回避・減少させていることに対する批判の高まりに対処する税制であり、ミニ
マムタックスと通常の税額のいずれか多い額を納めるという制度である。
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している財産や、住居等個人的な使用目的で保有している財産の売却から生じる損益で 5

年間の繰越が認められているものであり、免除を行つた課税年度の純額キャピタルロスお

よび内国歳入法第 1212条で当該課税年度に繰 り越された純額キャピタルロスのことをい

う。次に、⑤資産の基準価格が減額される。⑤の資産の基準価格は、減価償却資産の未償

却残高や土地等の税務上の簿価のことをいい、債務免除を行つた課税年度の翌課税事業年

度に納税者が保有する資産の基準価額を減額することとなる。納税者の資産の基準価額の

減額については、内国歳入法第 1017条が適用される。次に、⑥受動的活動損失が減額さ

れる。⑥の受動的活動損失とは、納税者が実質的に関与していない事業およびび取引のこ

とであり、受動的活動に係る損失が受動的活動に係る所得を超えた場合、受動的活動に係

る控除額として繰り越される (I.RoC§ 469)。 そして、最後に、⑦外国税額控除額が減額さ

れる。⑦の外国税額控除は、債務免除を行つた課税年度へ繰り越された、または当該課税

年度から繰り越された外国税額 (I.R.C§ 27)で認められた外国税額控除を算定するために

使用する外国税額のことをいい、控除限度額を越えた外国税額は、5年の繰越しが認めら

れているものである。

このように、7つの租税属性が減額されるが、①、④および⑤については総所得に算入

されない金額の全額が控除対象となる (I.RoC§ 1086)(3)09)。 一方、②、③および⑦につ

いては、総所得に算入されない金額 33:%が控除の対象となる (I.R.C§ 1086)(3)(B))。

また、上記の租税属性の控除の順序にかえて、まず減価償却対象資産の基礎価額を減額す

ることの選択も可能である (I.RoC§ 1086)(5))188。

蟷8 例 1)Chapterllが 適用された法人に対して債務免除がなされた場合 (I.RoC§
108(a)● 0)

①米国子会社 A社が親会社 P社から10,000ド ルの借入をしている。②Chapterllの 適
用があり、③A社には繰越欠損金が 4,000ドル、キャピタルロスの繰越額が 2,000ドル、
税務上の資産簿価が 5,000ドルの資産がある、と仮定する。10,000ド ルは総所得不算入
となり、さらに、以下の順で租税属性が減額される。

(1)4,000ドル繰越欠損金、(2)2,000ドルキャピタルロス繰越額、(3)4,000ドル資産
の税務簿価が減額されることになる。

例 2)債務免除を受ける直前に、債務者が債務超過 (insOlvent)の場合に、債務免
除がなされた場合 (IoR.C§ 108(De))

①米国子会社 A社が親会社 P社から10,000ド ルの借入をしている。②財務状況が悪化
し、P社は A社の債務を免除することとした。③A社が 8,000ドルの債務超過の場合
(負債が資産の時価を超えている場合)、 ④A社には繰越欠損金が 4,000ドル、キャピタ
ルロスの繰越額が 2,000ドル、税務上の資産簿価が 5,000ドルの資産がある、と仮定す
る。A社は 2,000ドル (10,000(借入額)-8,000ドル (債務超過額)=2,000ドル)の
債務免除益を税務上認識することとなる。さらに、債務超過額 8,000ドルまで、以下の
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ここで、注意すべきことは、債務免除益額分の①～⑦の租税属性が減額され租税属性の

額が 0と なっても債務免除益額が残つている場合は、さらなる租税属性の減額は行われな

いのである。つまり、減額されずに残つた債務免除益に関しては、そもそも総所得不算入

であることから、無視されることとなる。つまり、内国歳入法第 108条の枠内における租

税属性の減額により、将来課税所得が発生した場合に課税所得を減額できるとされる恩恵

項目が減少するため、債務免除益全額の課税繰延がなされているわけではないのである189。

このように、債務免除益課税について現在の内国歳入法第 108条は規定されているが、

このような体系になるまで、倒産法の改正に影響をうけ内国歳入法も改正がなされてきた

のである。以下、変遷を述べる。

1898年に旧連邦倒産法が制定され、多くの修正を経て 1978年まで効力を有した。この

1898年法での最も重要な改正が、日本でいう会社更生法について規定する第 10章の追加

である。この追加により、旧連邦倒産法の全面改正がなされ、それに伴い倒産税法につい

ても 1980年に改正が行われたのである。この税制改正においては、米国上院財政委員会

(committee on inance united states senate)は、「破産の債務免除の所得税務処理に関

する法案の規定は、破産政策と租税政策との調整をすることを目的とする。」190と し、「1979

年 10月 1日 以後に適用される破産における債務免除の内国歳入法の税務処理の適用を定

めている倒産法の規定 (the Bankruptcy Act)を 廃止した。委員会の法案は、破産したか

債務超過の債務者の場合で、債務免除に適用できる内国歳入法の租税ルールを規定する。

また、破産以外に支払能力のある債務者の場合で、債務免除に適用できる既存の法の変更

を行つた。」191と して、現在の内国歳入法第 108条の基となる条文が設けられたのである。

また、破産後の債務者の「新たなスター ト (fresh start)」 を保護するため、破産をした債

務者 (破産以外の債務超過債務者)は、即時の租税債務 (納税)による負担をしないよう

に、法案は破産に関し債務免除の理由により所得が発生しないと規定する192。 法案は、納

税者が減価償却資産 (あるいは、棚卸資産である不動産)の基準価額を最初に減らす債務

順で租税属性を減額する。(1)4,000ド ル繰越欠損金、(2)2,000ド ルキャピタルロス繰
越額、(3)2,000ドル資産の税務簿価が減額されることになる。
189 高橋祐介 「企業再生と債務免除益課税」『総合税制研究』第 12号 (2004年 )168
頁。
190 ]Bankruptcy Tax Act of 1980 senatte report,No96‐ 1035,96th Congress 2nd session

1980,p9
191 Bankruptcy Tax Act of 1980 senatte report,No96‐ 1035,96th Congress 2nd session
1980,p9
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免除額を選択しなかった場合、所得から除外された債務免除額が納税者の純事業損失とそ

の他の租税属性の減額に適用されると規定する。また、破産以外の支払い能力のある債務

者の場合、割引して債務の買戻しをするような債務免除による経常利益の申告の代わりに、

資産の基準価額の減額 (I.R.C§ 108、 1017の下で)を債務者が選択するという修正をする。

また、法案の下で、支払能力のある納税者は、減価償却資産 (あるいは、棚卸資産である

不動産)の基準価額のみを減ずるか選択することができる193。 っまり、債務免除益の総所

得不算入が適用される場合に、減価償却資産の基準価額の控除の適用をしなければ、租税

属性の減額がなされることとなり、納税者にとつて有利な方を選択できるように規定され

たのである。この租税属性の控除により、倒産法の政策である「新たなスター ト (fresh

start)」 という考えと、納税者の平等を重んじている租税政策との調和がなされていると

される194。

また、DESの取扱いについては、1980年の倒産税法の改正以後、法整備が行われた。

1998年税制改正以前は、再生または債務超過時の DESについては債務者側に債務免除益

の認識がなく、また、租税属性の控除も適用除外とされていた。当該取扱いについては、

Commissioner Ⅵ Capento Securities Corp事 件、Alcazar Hotel,Inc.v COmmissioner事

件 および Commissioner v Motor Mart■ ust事件 における司法の判断により、DESは

資本的な取引として扱われ、税法上も債務免除益の認識はなく、租税属性控除もなされて

いなかつたのである195。 そのため、1980年の倒産税法改正時において、初めて DESにつ

いて規定されたが、司法の判断により確立された規定を変更せず、存続の可能性をもつ会

社において清算ではなく再生を促進することを重点に考え、債務免除により株式を発行し

193 Bankruptcy Tax Act Of 1980 senatte report,No96‐ 1035,96th Congress 2nd session
1980,p9
194 高橋祐介「企業再生と債務免除益課税」『総合税制研究』第 12号 (2004年 )168
頁。
195 ① cOmllllissioner v.Capento Securities Corp.,47B.T.A.691(1942),nonacq.1943

C.B.28,affd 140 F。 2d382(lst Cir.1944)、 (DAcazar Hotel,Inc.v.Conllnissioner。 1
ToC.872(1943)、 ③Commissioner v Motor Mart Trust,4■ C。 931(1945),affd 156
R2d122(lst Cir.1946),acq。 当該判例においては、債務免除益は生じないとの判断が下
されている。①については、租税行政庁は社債と優先株式の時価 (fair market value)
の差額を債務免除益として課税すべきとして提訴した事件である。また、1987年にIRS
よりPrivate Letter Ruling(直 訳 :私的通知書)を通して見解が示され、上記①～③の
判例を挙げ、DESについては総所得不算入および租税属性の減額が行われない旨が述べ
らオい〔いる。Private Letter Ruling No.8735006(1987)
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た場合には租税属性の控除も要求しないとしていた196。 しかし、1993年の税制改正にお

いて、DESから生じる債務免除益についても総所得不算入とし、租税属性を控除すること

とされた。つまり、債務の株式化の例外規定を削除したのである。このように、DESに伴

う債務免除益の課税関係については、多様な変遷をたどっている。

1980年破産法制定前後には、破産。債務超過納税者の租税属性の減額が果たして妥当か

否かについて、破産法や税法の実務家の間で相当な議論が行われていたのも事実であり、

批判的な意見もあり多くの議論がなされ現在の規定となつている197。 chapterllが適用さ

れた場合、債務免除益の額が大きく租税属性の額が少ない場合にはその差額は総所得不算

入とされているため、即時の租税負担はないことから倒産法の目的を果たしているといえ

るが、租税政策である納税者の平等を厳密に保護 しているかといわれると疑間が残る。こ

の点については、第 10章において検討していく。

196 債務の株式の例外規定 (stock for debt exception)と されていた。
197 Frances R.IIill''Toward a Theory of Bankruptcy Tax:A Statutiry Coordination

Approach"Tax Lawyer Vol.50,No.1,Fall,192‐ 130(1996)
Mark A.Frankel"Federal Taxation Of Corporate Reorganizations''66 AIn.Bank■ L.J.

55,52‐ 78(1922)
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第 9章  ドイツにおける企業再生と税制

第 1節  ドイツの企業再生の現状

ヨーロッパにおける企業再生手続は、2000年 5月 29日 に公布され、2002年 5月 31日

に施行された「 EU倒産規貝J(Europaische lnsolvenzverordonung:EulnsVO)」 (Council

Regulation (EC)No.1346/2000 of29 May 2000 on lnsolvency Proceedings)に よリラkき

な変化がもたらされた。それまでは、企業再生手続においては、債務者にとって利便性が

低く、債権者寄りの手続といつた指摘がなされていた。そのため、企業再生手続の申立て

が遅れ、企業再生が困難になることがほとんどであったといわれてきた。特に、EU倒産

規貝J第 3条 1項では、EU域内での倒産処理手続に関する国際管轄は債務者企業の 「主要

利益の中心地」 (center Of main interests:COMI.Mittelpunkt der hauptsachlichen

lnteressen)に よつて定まり、会社および法人の場合には反対の証明がなされるまで、定

款上の所在地がその主要利益の中心地であるとの推定規定が設けられるに至った198。 これ

により、債務者企業は、より柔軟な法制をもつ国を倒産手続の申立地として選ぶことが多

くなつた。そのため、 EU加盟各国ではより利便性の高い企業再生法制の整備が求められ

ることとなつたのである199。 ドイツにおいても、債務者企業は厳格で倒産手続が使いにく

い ドイツの倒産法の適用を避けて、より柔軟な法制をもつ国を倒産手続の申立地として選

ぶことが多くなった。

さらに、 2007年のサブプライムローン問題に端を発した米国バブル崩壊により、2008

年 9月 15日 にアメリカの投資銀行リーマン・ブラザースが破綻し、世界的金融危機が発

生した。 ドイツの多くの企業も資産価格の暴落による財務状況が急激に悪化し、その改善

のためのスキームが論議されてきた。なかでもその一手法がデット・エクイティ・スワッ

プ 「他人資本の自己資本転換」 (Schuldumwandlung Fremd‐ in Eigenkapital.Debt‐

Equety‐ Swap:DES)200、 っまり日本の「債務の株式化」である。これが企業再生にとっ

198  cMs Hasche Sigle(Hrsg。 ): SteuerOptillnierte Gestaltungen in Restrurierung,
Sanierung und lnsolvenz,Stuttgart 2013,S.467. 久保寛展 「ドイツ企業再建法におけ
る企業再建手法としてのデット・エクイティ・スワップ」『福岡大学法学論叢』第 58巻
1号 (2013年 6月 )259頁。
199 鵜川和「事業再生手続の利便性向上を目指す欧州各国」野村資本市場研究所『資本市
場クォータリー』第 15‐ 1号 (2011年夏号)40頁。
200 scheunemann,L[./HOffmann,G。 :Debt‐ Equity‐Swap,in Der Betrieb 19‐2009。 S.
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て有力な手段とみなされている。 ドイツ商法 (Handelsgesetzbuch:HGB)で は、企業再

生の範囲においても現在の出資者の意向を無視した形で DESを実施することはできない

仕組みとなっている201。 っまり、債権者による企業再生に対して、現在の出資者の権利の

侵害を現行会社法および倒産法 (InsOlvenzordnung:InsO)は、あらゆるケースで放棄し

ている。 ドイツ商法上 DESに関しては、商法上簡易の減資と債権の現物出資という2段

階の手続を経なければならず、さらに株主の 4分の 3以上の同意が必要であり、法的手続

が DESの実施に困難を来す可能性が多分にあるとされている (Aktiengesetz:AktG:株

式法第 222条 1項、第 229条 3項 )。

ドイツの現行倒産法は、1994年 10月 5日 に成立し 1991年 1月 1日 から施行された。

同法の倒産手続202は、清算目的か再建目的かを区別しないで開始される統一倒産手続であ

り、債務者または債権者の申立て (Antrag)に 基づいてのみ開始される。倒産手続の開始

は、倒産原因 (Ins01venzgrund)の存在が前提となる。自然人および法人に共通する倒産

原 因 は 、 支 払 不 能 (ZahlungSunね higkeit)。 支 払 不 能 の お そ れ (DrOhende

Zahlungsuntthigkeit)・ 債務超過 (ウberschuldung)の 3つである。これらの債務者 (会

社の取締役を含む。)は、支払不能または債務超過に陥った場合には、3週間以内に倒産手

続を申し立てなければならず、この義務を怠ったことで債権者が損害を被った場合、取締

役個人が民事責任 (賠償責任)を負うこともあるし、刑事罰 (3年以下の懲役または罰金 )

の対象にもなる。申立てがあると裁判所は、個別の財産処分や債権回収を禁止し、管財人

を選任する。管財人は、債権者集会を開催し、清算手続きを行うか、倒産計画に基づく再

建手続を行 うかを決定する。この倒産計画の決定に際しては、債権の種類に応 じて組み分

けがなされ、各組において、議決権を有する総債権者のうち投票者の頭数と債権総額の過

半数の賛成が必要となる。また、管財人が裁判所の一存で選任されることが多く、事前協

議を進めることが難しいことに加え、株主総会決議がなければ株主の権利変更ができない

ため、DESな どの財務再構築を行うことが困難であった。そのため、実務上、債務者企業

が、定款の所在地がある加盟国の倒産法 (ドイツ倒産法)と は別の EU加盟国の緩和された

倒産法 (イ ギリス倒産法)の適用を受けるため、倒産手続きが開始される以前に、このよ

983.
201 五十嵐邦正『ドイツ会計制度論』(森山書店、2012年)252頁。
202 吉野正三郎『ドイツ倒産法入門』(成文堂、2007年 )15‐ 16頁。経済産業省経済産業
政策局産業再生課編『各国の事業再生関連手続について―米。英・仏・独の比較分析一』
(金融財政事情研究会、2011年 )25‐ 26頁。
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うな「主要利益の中心地」を移転させようと企画する事案が存在することとなつた。

たとえば、ドイツのシェフェナッカー社 (SchefenackerAG)の 事例203でぁる 。シェフ

ェナッカー社は、2007年 2月 11日 に会社任意整理のために DESの実施を企図したが、

当時、ドイツ法においては、その実施には債権者の 95%の同意が必要とされていた。それ

に対して、イギリス法では、会社任意整理 (Company Voluntary Arrangements)204も し

くは債務整理計画 (Schemes OfArrangement)に 際して債権者の 75%の同意による多数

決に基づいて債権放棄および DESが認可されていたのである。そのため、同社は、自己の

「主要利益の中心地」をイギリスに移転すると同時に、 ドイツで登記された所在地につい

てもイギリスに移転させ、実際に倒産手続に対する裁判管轄がイギリスにあることを証明

したというものである。その結果、シェフェナッカー社は、会社任意整理の利用のために

債権者の 75。9%の多数決を得ることになり、企業再生手続を進めることになったのであ

る。

このようにドイツの倒産手続は、債務者企業や債権者にとつて利用しづらい手続であり、

「主要利益の中心地」移転によつて海外で企業再生手続を進める企業が現れたこともあり、

203 経済産業省経済産業政策局産業再生課編『各国の事業再生関連手続について一米・

英 。仏 。独の比較分析―』 (金融財政事情研究会、2011年)41頁。久保寛展 「ドイツ
企業再建法における企業再建手法としてのデット。エクイティ・スワップ」『福岡大学

法学論叢』第 58巻 1号 (2013年 6月 )260頁。鵜川和之 「事業再生手続の利便性向
上を目指す欧州各国」野村資本市場研究所『資本市場クォータリー』 15‐ 1号 (2011年
夏号)47頁。
204 会社任意整理とは、1986年倒産法で、会社に債務免除または会社業務の整理を簡易
かつ迅速に成立させ、会社の清算を回避させる方法として新たに導入された制度である。
これは、裁判所がほとんど関与しない手続であり、裁判所の命令なしにもつぱら会社と

債権者および株主との間で任意整理を成立させるための手続きとして進められる。しか
し裁判所外で進められる手続きであるにもかかわらず、会社と一般債権者および株主の

間で成立した整理計画が会社等一般債権者および株主を拘束することになる。債権者等
から異議があると、その限りで裁判所が当該事件に介入してくるというシステムである。
いわば私的整理と法的整理手続の中間のような制度である。債権者等から異議があると、
その限りで裁判所が当該事件に介入するというシステムである。会社任意整理は、債権
者集会と株主総会で承認されて初めて効力が生じる。会社任意整理の提案が二つの集会
で承認されるためには、債権者集会の場合には 75%以上の同意があり、かつ、招集通知
を受けた債権者の 50%以上が反対投票をしていないことが必要である。また株主総会の
場合には、過半数以上の同意が必要である。二つの集会が開催されることになるが、株
主総会が否決しても、債権者集会が承認 した場合には、会社任意整理は成立することに

なる。これに対し不服のある株主は異議申立ができる。(中島弘雅「イギリスの企業倒産
手続の構造と会社法との接点」『企業と法創造 ―知的財産法研究Ⅱ 』第 7号 (2006年
6月 )5‐25頁。)
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倒産法制の改革が促されることとなった。当時の清算型の倒産を、再建型の倒産法に改善

することで、特に企業のための特別な再建手続の可能性が探求された。その結果、2010年

7月 16日 に ドイツ連邦政府が 「企業再生簡易化法 (Gesetz zur weiteren Erleichterung

der Saierung vOn Unternehmen:ESUG)」 の草案を公表し、2011年 2月 23日 に公式に

政府草案として決議、2011年 10月 27日 に当該政府草案が連邦議会によって承認され、

2012年 3月 1日 に施行された。

第 2節 会社法における企業再生の会計・法務

1.債務の株式化の意義

企業が債務超過状態の危機に瀕している場合、過剰債務を解消し、多額の債務に係る負

担を軽減する効果的な財務構造の再構築を必要とすることが少なくない。国際的にみても

その有効性が実証されている貸借対照表上の再建手段が DESであり、会社債権者の有す

る債権を当該債務者会社の持分と「交換」し、もつて他人資本を自己資本へと転換する手

法である205。 また、実務では、DESの ほか社債交換プログラムという第 2の再構築のモデ

ルを実施している。社債交換プログラムは、発行した社債を新たな債券をもつて償還し、

債務者にとってより負担の少ない条件に変更するというものであり、デット・デット・ス

ワップ (Debt Debt Swap:DDS)と 呼ばれる。

企業再生簡易化法において導入された簡易化措置の一つが、DESに よる再生手法であ

る。DES206は 、当該債務者会社の他人資本を自己資本へと転換する手法であり、債権者は

他人資本の提供者 (信用供与者)か ら自己資本の提供者 (社員)になる。その結果、有利

子負債の減少と支払利息の負担軽減効果による債務超過状態が解消し、貸借対照表の健全

化が図られることになる。会社法上では、担保提供手続きがとられないなどの債権者保護

手続きが簡素化された簡易資本減少が行われ (株式法第 229条 3項 )、 債権者の債権が債

務者企業に現物出資されることになる (株式法第 183条 )207。 すなわち、債権者の債権は、

205 Eilers,S.ノ Biihring,R:Sanierungssteuerrcht.Ⅸ kin 2012.S.124.
206 企業再生簡易化法とDESの法務については、久保寛展 「ドイツ企業再建法における
企業再建手法としてのデット・エクイティ・スワップ」『福岡大学法学論叢』第 58巻 1
号 (2013年 6月 )267頁。
207 会社の資本の法務については、高橋英治『ドイツ株式法概説』(有斐閣、2012
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債務者企業に自己の債権を譲渡することになるので、当該債権に基づく請求権は混同ある

いは債権者の放棄によって消滅することになる。この場合に発行される新株は、既存の株

主ではなく、自己の債権を現物出資として会社に給付する再生意思のある債務者企業の債

権者によって引き受けられる。

2.債 務の株式化の法務

DESは、他人資本の自己資本への転換であり、会社に新たに流動性が供給されることは

なく、貸借対照表上の再構築といえる。これは、債権者が、経営不振や過剰債務等に苦し

む企業再建支援策の 1つであり、会社に対して債権を現物出資し、代わりに株式を取得す

る。その結果、自己資本比率が高まり、既存の過剰債務が減少し、償還および利払い負担

の減少による他人資本コス トの減少をもたらすことになる208。 すなわち、「帳簿上の再建」

ないしは 「貸借対照表の健全化」の手法である。

DES取引に参加する債権者は、債権者としての地位を失うものの、出資者 (社員)と し

て再建が成功した場合には、獲得可能な再建による利益は、利息を加えた元々の債権の価

値を超過する可能性がある。債権者からみれば、会社の継続価値が解体価値よりも高く評

価されることになる。このような利益獲得の可能性は、危機に瀕した企業の債権に戦略的

に投資し、DESの方法により当該企業に対する重要な持分を確保するために券面額から大

幅に割引いて取得する投資家にとつて有益なものである (Loan to Own)209。

DESは、法技術的には、新株の引受けと引き換えに、債権者が自己の有する会社の債権

を会社に現物出資として拠出するというスキームの下で行われる。そこでは、出資の給付

は、免除契約の締結または会社に対し当該債権を債権者が譲渡することにより行われ、後

年)254‐280頁、特に簡易資本減少については 279‐280頁。
208 ペーター 。オー・ ミュウルベル ト「ドイツ株式法、債務証券および倒産法における

デット・エクイテイ・スワップとデット・デット・スワップ」『金融商事ワーキングペ

ーパー』東京大学大学院法学政治学研究科 (2013年 12月 )2頁。
209 cLIS Hasche Sigle(Hrsg。 ):Steueroptimierte Gestaltungen in Restrurierung,
Sanierung und lnsolvenz,Stuttgart 2013,S.364■ Eilers,S.ノ Biihring,R:
Sanierungssteuerrcht.Kё ln 2012.S.124.ペ ーター 。オー・ミュウルベ〕レト「ドイツ

株式法、債務証券および倒産法におけるデット・エクイテイ・スワップとデット・デ

ット・スワップ」『金融商事ワーキングペーパー』東京大学大学院法学政治学研究科
(2013年 12月 )3頁。
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者の場合には当該債権は混同によつて消滅する210。 また、DESの取引枠組みとしての現物

出資による資本増加は、定款における基本資本の額の変更を必要とする。そのための株主

総会における資本増加の決議において、変更後の資本の額、現物出資として拠出される債

権、債権者の氏名、増加すべき資本の額および発行株式数を具体的に決定しなければなら

ない。決議には当該決議において代表 される資本の額の 4分 の 3以 上の特別決議

(Sonderbeshlu3)を 要する (株式法第 182条 1項 1文)2H。 資本増加の実行に際しては、

旧株主は原則として持株比率に従って新株を引き受ける権利を有するが (株式法第 186条

1項 )、 当該新株引受権は株式法第 186条 3項による資本増加の決議により排除すること

ができる212。 DESの実行に際し、債権者に対しその者が有する債権の拠出と引き換えに新

株を提供することを可能にするためには、そのような新株引受権を排除する必要がある。

3.債 務の株式化の会計

債務者企業の再建手法としての DESを利用する場合、ほとんど無価値な債権が給付さ

れることになるので、DESの スキームにおいて必要な債権価額の調査については、債権の

現物出資による資本の増加の場合、債権の券面額そのものに基づく評価を支持する見解、

すなわち券面額説が存在する。この見解の根拠は、①債権について価値を有する部分に限

定する法規定は株式法第 57条および有限会社法第 4条 5項、第 30条に存在していないこ

と、②価値を有する債権部分だけを出資とした場合債権者保護につながらないこと、③出

資者にとつても券面額の資本化は何ら株式の希薄化の恐れはないということ (価値を失つ

た債権部分だけすでに自己資本は完全に毀損している)等である213。 しかし、通説では、

法人の出資と同様に債権の時価説が支持されている。その根拠は、①DESの視点のもとで

は継続企業をベースとした資産評価が問題となり、会社側の債権評価としてはそれが価値

を有する部分であることが不可欠となるということ、②債権者を平等に取り扱わなければ

210 ペーター・オー・ミュウルベル ト「ドイツ株式法、債務証券および倒産法における
デット・エクイテイ・スワップとデット・デット・スワップ」『金融商事ワーキングペ

ーパー』東京大学大学院法学政治学研究科 (2013年 12月 )3頁。
211 高橋英治『 ドイツ株式法概説』 (有斐閣、2012年)262‐263頁。
212 高橋英治『 ドイツ株式法概説』 (有斐閣、2012年)267‐271頁。
213 五十嵐邦正『 ドイツ会計制度論』 (森山書店、2012年)256‐257頁。
Cahn/Sil■on/Tieisellnan:Debt Equity Swap zum Nennwertl,in Der Betrieb 30‐
2010。 S.1629‐ 1632.
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ならないこと、③出資者保護の面から債権の価値を有する部分のみの資本化は意義をもち、

DESの発行価格を低く抑えることによつて現在の出資者が保護されること等である2孔

このように、株式に転換され うる債権がどのような価格で評価されるかについては、依

然として非常に困難な状況であつて、学説でも議論が継続しているところである。すなわ

ち、その場合の評価方法については、清算価値 (Zerschlagungswert)に 依拠すべきなの

か 、継続価値 (Fortfiihrungswert)に 依拠すべきなのかの問題が明確にされていないの

である。しかし、実際に倒産計画案では、この評価方法については、出資者および出資の

対象 (債権)と ともに、相応の価額の調整が予定されなければならない。すなわち、清算

価値に基づく場合、債権の価額はその順位に応じて配当比率に依拠した価値に近づくこと

になるのに対し、継続価値に基づく場合には、将来の再建の成功を見越 した期待価値を含

めて評価されるので、この場合には評価額そのものは清算価値よりも高くなる。債権者に

とっては、清算価値と継続価値との間に差があれば、継続価値の方が債務者会社の再建に

資本参加する根拠になると考えられるが、継続価値による評価の場合であっても、DESの

結果としての新株主は、期待価値を含めた評価から利益を得る反面、既存株主については

そのような価値を受けられないという問題が生ずるのである215。

しかしながら、給付される債権を評価する場合、倒産手続での配当額の期待を考慮に入

れるにすぎず、また既存株主に対しては、DESの実施が債務者会社から脱退する根拠であ

って、この脱退権を行使する場合には、その代償請求権は債務者会社の清算に際して算出

される財産価値に基づくことが定められることから (倒産法第 225a条 5項 )、 清算価値を

前提に判断されているのが現状である216。

なお、拠出された債権が事後的に過大評価されていたことが判明した場合に、株式法上

の資本拠出原則に基づき差額支払責任を負わなければならないというリスクがある。 しか

しこの問題については、立法的手当によつて、債権者の債権が債務者会社に対する株式に

転換される場合、計画案の裁判所の認可後は、債務者会社は債権の過大評価に基づく請求

権を行使できないものとし、DESの実施を簡易化し、評価の確実性を高めたのである (倒

214 五十嵐邦正『 ドイツ会計制度論』 (森山書店、2012年)255‐256頁。Priestet H.
J.:Debt‐ Equity‐Swap zum Nennwert?,in Der Betrieb 26‐ 2009.S.1447‐ 1450。
215 久保寛展 「ドイツ企業再建法における企業再建手法としてのデ ット・エクイティ 。

スワップ」『福岡大学法学論叢』第 58巻 1号 (2013年 6月 )272頁。
216 久保寛展 「ドイツ企業再建法における企業再建手法としてのデット・エクイティ。

スワップ」『福岡大学法学論叢』第 58巻 1号 (2013年 6月 )273頁。
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産法第 254条 4項 )。 これは、実際上の必要から、債務者企業の再建のために行われるDES

に対して債権者に株式の引き受けのインセンティブを与えるものであって、差額支払責任

を全面的に排除することを明示したものである217。

第 3節 税法における企業再生の法務

1.税法における債務の株式化と再生利益

会社法上 DESと して簡易の減資が実施されると、税法上この減資の結果、前期末での

把握された特別表示 (Sonderausweis)218の在高が減少する。ここで特別表示の在高とは、

資本金および持分所有者による出資に基づく準備金とを意味し、払込資本の額に相当する

(Kёrperschattsteuergesetz:KStG:法 人税法第 28条 1項 3文 )。 この払込資本のうち、資

本金を除く部分は税法上の出資勘定に計上される。減資の額がこの前期末の特別表示の在

高を上回るときには、この税務上の出資勘定に貸記される (法人税法第 28条 2項 2文 )。

また、税法上、 DESに よる債権放棄は、会社側にとって債権による出資とみなされる

(Einkommensteuergesetz:EStG:所得税法第 4条 1項 7文、 第 6条 1項 5号 )。

債権は部分価値 (Teilwert)219で評価される。部分価値とは、事業全体の取得者がその

総購入価格の範囲で各経済財に付すはずの代金額をいう (所得税法第 6条 1項 3文 )。 こ

の債権の部分価値は債務者の支払能力および支払の同意に影響される。しかし、会社の貸

借対照表における債務超過からは直ちに当該債権の価値治1出 とは判断できない。それゆえ

に、会社に多額の秘密積立金があるとき、あるいは債権が即座に支払期限が到来せず将来

217 ペーター・オー・ミュウルベル ト「ドイツ株式法、債務証券および倒産法におけるデ

ット・エクイテイ・スワップとデット・デット・スワップ」『金融商事ワーキングペーパ

ー』東京大学大学院法学政治学研究科 (2013年 12月 )13頁。松村和徳・店橋洋平 。内
藤裕貴・谷口哲也「ドイツ倒産法の改正動向 (1)」『比較法学』第 49巻 2号 (2015年
12月 )284頁。
218 Dёtsh,E./Piig,A./Mё hlenbrock,R.:Die Kё rpershaftsteuer,Bd.3,§ 28,
Stuttgart 2014.S.1工  Ⅸblln,J./Reichert,G.ノ Vogl,E./WagneL E.:Lehrbuch
Kttpershatsteuer und Gewerbesteuet 4.Au■ .,Herne 2014。 S.378五 五十嵐邦正

『資本会計制度』 (森山書店、2008年)87‐ 89頁。
219 Littlnann,E./Bitz,H.ノ Pust,H.:Das Einkommensteuerrecht,Bd.2,15。 Aufl.,
Stuttgart 2014.S.8711 Schnlitt Einkomensteuergesetz Ko■ 1lnenntaち 33.Au■ .,
Miinchen 2014.S.539‐ 540.

103‐



に分割弁済されるときには、貸借対照表上の債務超過にもかかわらず、債権の券面額で計

上され うる。原則として税務上 DESの実施前に債権の価値が維持されている点に十分な

報告と説明が必要となる。

債権の部分価値による評価の結果、すでに債権としての価値を喪失している部分につい

ては、会社側では税務上の収益となる。いわゆる再生利益 (Sanierungsgewinn)が これで

ある。一方、債権者側は、債権により現物出資について交換に準じた取引とみなし、債権

の譲渡価値をベースとした普通価値で評価する (所得税法第 6条 6項 1文 )220。 これと券

面額との差額は費用に計上する221。

2.再 生利益課税

税法上、債務免除益たる再生利益に関しては、1997年以前は一定の条件のもとで再生特

典があり非課税とされていた (旧所得税法第 3条 66号)が、1998年所得税法で削除され

るに至った。ただし、その非課税の前提は再生の必要性、再生の可能性および再生の適性

であつた。この再生利益という特典が 1998年に廃止されたのは、この再生利益が繰越欠

損金と相殺されることが保証されており、二重の特典は不要との判断からであつた。

その後、この規定の廃上に伴い生じた欠点を補 うために、再生免除に関する仕組みにつ

いて、2003年 3月 27日 に連邦財務省 (Bundesministerium der Finanzen:BMF)通 達

222が発せられ、1997年改正前所得税法と同様に再生利益の特典が復活することとなった。

この BMF通達によれば、再生利益 とは更生目的に対して債務の全部または一部を免除

することによつて発生する事業財産の増加をいう。これは、民法第 397条 1項で定める債

務免除契約もしくは債務関係が存在しないという認識によって生じる。この再生利益が税

務上の非課税となる特典を受ける前提は、①再生の必要性および再生の可能性、②債務免

除の再生に対する適性、③債権者の再生の意図である。この税務上の特典のなかに財務改

善再生証書との交換による債権放棄による再生利益も含まれる。このような再生利益の特

220 schIInitt Einkomensteuergesetz Konl■ lenntaL 33.Au■.,Miinchen 2014.S.731‐
941‐ 954.
221 五十嵐邦正『ドイツ会計制度論』(森山書店、2012年)258頁。
222 Bundesministerium der Finanzen:Ertragsteuerliche Behandlung von

Sanierungsgewinnen;
Steuerstundung und Steuererlass aus sachlichen Billigkeitsgriilnden(§ 163,
222,227 AO)IV A 6 S 2140‐ 8ノ03.
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別な税務上の特典を認めた背景に 1994年に改正された倒産法との関係がある。

すなわち、1998年以前に認められていた再生利益の非課税措置廃止は、まさしく裁判外

による再生の促進、債権者の自律性の強化ならびに誠実な債務者に対する債務からの法的

な解放の導入といつた倒産法の制定の趣旨に反する結果をもたらしたからである。

そこで、BMF通 達は再生免除について次の考え方を明示する。再生利益に相当する税

金の測定に際して当期の損失だけでなく過年度の損失も含めたすべての損失と再生利益と

を相殺する点である。損失との相殺後になお残る再生利益部分については、会社の申請に

より税金の支払について猶予規定が設けられる (Abgabenordnung:AO:租 税通則法第 222

条)223。 再生利益について猶予された租税は一定の調整後に全額免除される (租税通則法

第 227条 )224。 再生利益と損失の相殺に関して当期損失との相殺は 100%可能だが、繰越

欠損金との相殺は総所得の 75%ま でに限られる。したがつて、25%については最低利益課

税が実施される。

3.再 生利益 と繰越欠損金

法人税法上、原則として欠損は無期限に繰り越せる (所得税法第 10d条 )225。 ただし、

2004年度に過年度からの繰越欠損がある場合、まず無条件に当該事業年度の利益と相殺

できる金額は所得総額 100万ユーロまでは無制限に、それを超える分についてはそのうち

の所得総額の 60%までしか当該事業年度の利益とは相殺できないという制限措置が導入

された。「最低課税制度」と呼ばれている。残 りの 40%部分については繰越欠損が十分あ

るにもかかわらず、一旦税金を納付することになる。その相殺できなかった繰越欠損は失

われてしまうわけではなく、翌事業年度に繰り越すことになる。

2008年に法人税法第 8c条が新たに設けられた226。 これに従うと再生利益の課税は次の

ように変更された。5年以内に直接的あるいは間接的に構成員の権利や議決権の 25%以上

223 Ktihn, R. /Arexander von Wedelstddt(Hrsg.) : Abgabenordnung und
Finanzgerichtsordnung Komment a420. Aufl ., Stuuttgart 20 1 1, S. 68 1.

224 Ktihn, R. /Arexander von Wedelstidt(Hrsg.) : Abgabenordnung und
Finanzgerichtsordnung Kommenta\2o. Aufl ., Stuuttgart 20 1 1, S. 695.

225 Schmitt Einkomensteuergesetz Kommenntar, 33. Aufl., Miinchen 2014. S. 941'
954.

226 Diitsh, E. / Piig, A. / Miihlenbrock, R. : Die K6rpershaftsteuer, Stuttgart 2014. S.

1-85.
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で 50%以下の比率を取得したときには、繰越欠損金はその持分害J合だけしか再生利益と相

殺できず、残余分はそのままである。その割合が 50%を上回るときには再生利益と繰越欠

損金の全額とを相殺できる。この規定により、持分割合が 25%か ら 50%ま での間のケー

スでは再生利益を繰越欠損金の全額と相殺できない。

さらに、2009年 7月 には法人税法第 8c条 la項 227が設けられ、緩和措置が講じられた。

この規定によれば、支払不能もしくは債務超過を防止し、同時に本質的な事業構成を維持

するための再生措置が講じられるときには、出資者の変更に伴 う繰越欠損金の相殺が持分

比率にかかわらず認められる。ここで本質的な事業構成の維持とは、その事業の取り決め

の中に 5年間にわたつて給料の金額が従来の給与水準と比べて法人の基準となる年間賃金

総額が初期賃金総額の 400%を下回らないこと、あるいは資本会社に対して出資により相

当額の経営財産を提供することを前提とする。なおこの 2009年 の緩和措置も出資持分取

得後が 2008年 1月 1日 から2009年 12月 31日 までに行えた場合に限定された時限立法

措置であつた。しかし、この新たな再生措置に関する規定に対して 2010年 2月 に EU委

員会からEU法に抵触する疑義があるという通告を受けた。その結果 2010年 4月 に連邦

財務省は、通達のなかでこの新規定をEU委員会の審査が終了するまでは適用しない旨を

公表した。その後 2011年 1月 26日 に EU委員会は、この再生条項が公的助成金に相当す

る旨を通知した。そしてこの委員会決定が 2011年 9月 1日 付で EU広報において公表さ

れ、法人税法第 8c条 la項の再生規定条項はもはや適用できなくなっている228。

第 4節 企業再生における再生利益課税の動向

ドイツ会社法上、DESは、簡易の減資と現物出資の 2段階手続と解されている。しか

も、かかる手続きは、株主の 4分の 3以上の同意が必要であり、法的手続が DESの実施

に困難を来す可能性が多分にある。債務者企業の処理法としては債務者側の立場から債権

の出資と解する時価説と、会社側の立場から貸方項目間における単なる振替取引とみなす

券面額説とが対立している。前者は時価をベースとし、債務者企業には価値を有する債権

部分の時価と簿価との差額について再生利益 (債務免除益)が生じるが、後者ではこれは

227 Dёtsh,E./Piig,A.ノ Mёhlenbrock,

941.
228 五十嵐邦正『会計制度改革の視座』

R.:I)ie Kё rpershaftsteuet Stuttgart 2014.S.

(千倉書房、2014年 )227頁。

‐106‐



発生しない。DESと は異なるが債務者企業の持分を投資者が取得して所有者となり、その

後にその投資者が自己の債権の一部を放棄して DESと 同一の効果をもつ方法もある。

また、ドイツ税法上では、DESは簡易の減資に対しては払込資本の減少、現物出資は会

社側では債権の出資とみなされる。その場合、債権は部分価値で時価評価され価値を喪失

した債権部分は、税法上の利益 (再生利益)と なる。税法上、再生利益の処理をめぐって

一定の条件が整えば再生利益に対する課税延期ないし課税免除を明示する BMF通達があ

るが、判決では対立した見解もある。また、世界的な金融不況により再生利益と繰越欠損

金の相殺に関する限定ないし緩和という種々の方向も示唆されている。とりわけ再生利益

の課税緩和を目指す ドイツ法人税法規定について、EU委員会は審議した結果、公的助成

金に相当すると判断し、その規定はもはや適用できなくなった229。

最近ではDESに代わって、負債と資本の中間を示すハイブリッドな享益権 (Genussrech)

を利用したデット・メザニン・スワップ (Debt‐ Mezzanine‐ Swap:DMS)230ゃ リバース 。

デット・エクィティ・スワップ (Reverse Debt‐ Equity‐ Swap:RDES)231等 といった新た

な手法も展開されている。また株式法においては、財務危機を回避する措置として券面額

をベースとした逆転換社債 (umgekehrte Wandelsschuldverschreibung)に よるDESが

注目されている232。

229 五十嵐邦正『会計制度改革の視座』 (千倉書房、2014年)227頁。
230 cMs Hasche Sigle(Hrsg。 ):SteuerOptimierte Gestaltungen in Restrurierung,
Sanierung und lnsolvenz,Stuttgart 2013,S.373■ Eilers/Biihring:
Sanierungssteuerrchto Kё l■ 2012.S.135五
231 cMs Hasche Sigle(Hrsg。 ):SteuerOptimierte Gestaltungen in Restrurierung,
Sanierung und lnsolvenz,Stuttgart 2013,S.379■ Eilersノ Biihring:
Sanierungssteuerrcht.K61n2012。 S.124.
232 ペーター .オー・ ミュウルベル ト「ドイツ株式法、債務証券および倒産法におけるデ
ット。エクイテイ・スワップとデット・デット・スワップ」『金融商事ワーキングペーパ

ー』東京大学大学院法学政治学研究科 (2013年 12月 )14‐ 15頁。
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第 10章 企業再生税制に対する総合的分析 口検討と解決策

第 1節 アメリカの企業再生税制と債務免除益課税

第 8章においては、アメリカの企業再生税制および債務免除益に関する取扱いを検討し

た。アメリカでは、債務免除益に対して原則総所得算入となつているが、Chapterll適用

会社については、総所得不算入となる。この特例を認める代わりに、将来の課税所得を減

少させる恩恵項目である租税属性は、総所得不算入とした額分だけ減額される。また、総

所得不算入であることから租税属性を減額してもなお債務免除益が計上されてしまう場合

は、その租税属性以上の債務免除益部分は無視される。

つまり、アメリカにおいて Chapterll適用企業に対して上述のような規定をしている点

については、企業再生といった米国連邦倒産法の目的を重要視しており、なるべく再生企

業に負担のかからないような税制度を構築し、さらに平等についても調和を探ったものと

いえる289。 また、租税属性を欠損金のみと仮定した場合、租税属性が多い企業においては

総所得不算入の割合が少なくなり、租税属性が少ない企業においては総所得不算入の割合

が多くなる。このように考えると、租税属性と債務免除益が同額あるいは債務免除益の額

が租税属性よりも少ない場合には課税が繰 り延べられていると考えられ、他の企業と租税

負担の公平は図られていると考えられる。しかし、租税属性よりも債務免除益の額が大き

い場合には、総所得不算入となる割合が大きく、再生企業ではない企業との平等は図られ

ていないとも考えられる。もつとも、日本の法人税法第 59条では非課税という言葉は使

用しておらず、内国歳入法第 108条においては債務免除益等に対して総所得不算入と規定

している点が大きく異なつているように見える。しかし、日本では期限切れ欠損金といっ

た、通常の企業では損金算入ができない欠損金を復活させ遡及的に適用できるとしている

点では、実質的に法人税法第 59条に該当する再生を行う場合にのみ債務免除益等が非課

税であるという点については同様の考え方をしているようにも考えられる。しかし、日本

の場合の、一定の再生手法によつては期限切れ欠損金が優先的に控除でき青色欠損金を残

しておける点と、アメリカの場合の債務免除益が租税属性より大きいときは租税属性を全

て使い切ることとなり欠損金が繰 り越されることはないという点で比較すると、日本の企

289 高橋祐介「企業再生と債務免除益課税」『総合税制研究』第 12号 (2004年 3月 )
168頁。
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業再生税制はアメリカよりも再生企業に有利なスター トを与えており、問題があるといえ

る。

第 2節  ドイツの企業再生税制と債務免除益課税

ドイツ会社法においては、DESは簡易の減資と現物出資の 2段階手続と解されている。

債務者企業の処理法としては債務者側の立場から債権の出資と解する時価説と、会社の立

場から貸方項目間における単なる振替取引とみなす券面額説とが対立している。前者は時

価をベースとし、債務者企業には価値を有する債権部分の時価と簿価との差額について再

生利益 (債務免除益)が生じるが、後者ではこれは発生しない。

また、税法上では、DESは簡易の減資に対しては払込資本の減少、現物出資は会社側で

は債権の出資とみなされる。その場合、債権は部分価値 (Teilwert)で 時価評価され、価値

を喪失した債権部分は、税法上の利益 (再生利益)と なる。

法人税法上、原則として欠損は無期限に繰り越すことができる。ただし 2004年度に過

年度からの繰越欠損がある場合、まず無条件に当該事業年度の利益と相殺できる金額は所

得総額 100万ユーロまでは無制限に、それを超える部分についてはそのうちの所得総額

60%ま でしか当該事業年度の利益とは相殺できないという制限措置が導入された。これは

「最低課税制度」と呼ばれている。残りの 40%部分については繰越欠損金が十分あるにも

かかわらず、一旦租税を納付することになる。その相殺できなかった繰越欠損は失われて

しまうわけではなく、翌事業年度に繰 り越すことになる。

2008年法人税法 8c条が新たに設けられた。この規定に従うと再生利益の課税は、5年

以内に直接的あるいは間接的に構成員の権利や議決権の 25%以上 50%以下の比率を取得

したときには、繰越欠損金はその持分害1合だけしか再生利益と相殺できず、残余分はその

ままであるということに変更された。その割合が 50%を上回るときには再生利益と繰越欠

損金の全額とを相殺できる。この規定により、持分割合が 25%か ら 50%ま での間のケー

スでは再生利益を繰越欠損金の全額と相殺できないことになった。

さらに 2009年 7月 には、法人税法第 8c tt la項 が設けられ、緩和措置が講じられた。

この規定によれば支払不能もしくは債務超過を防止し、同時に本質的な事業構成を維持す

るための再生措置が講じられるときには、出資者の変更に伴 う繰越欠損金の相殺が持分比

率にかかわらず認められることとなつた。本質的な事業構成の維持とは、その事業の取り
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決めの中に持分取得後 5年間にわたり法人の基準となる年間賃金総額が初期賃金総額の

400%を下回らないこと、あるいは資本会社に対して出資により相当額の事業財産を提供

することを前提としていた。

しかし、このような再生利益の課税緩和に対しては、EU委員会から、かかる措置は公

的助成金に相当すると判断され、もはや法人税法上の再生規定条項は適用できなくなって

いる。

第 3節 企業再生税制における債務免除益課税の総合的分析・検討

以上、本論文においては、企業再生における手法 。手続き、債務免除益等の課税の根拠

を明らかにし、企業再生税制の問題点を租税公平主義、特に租税の中立性の観点を軸に税

法的論点から検討してきた。以下においては、分析・検討事項の整理および債務の株式化、

繰越欠損金制度、企業再生税制について租税の中立性等の観点をさらに掘り下げて検討し

ていく。

1.債 務の株式化の法的性格 と債務免除益課税

第 4章において、企業再生における企業再生手段の 1つである DESについて、東京地

方裁判所平成 21年 4月 28日 判決 (最高裁判所平成 23年 3月 29日 上告不受理決定)の

検討を通じて、法的性質および課税根拠に関して考察した。DESについては、1つの資本

等取引として課税関係を検討する単一取引説、私法上 1つの取引ではあるが当該取引の要

素ごとに課税関係を検討する混合取引説、判例で用いられた 3つの取引として課税関係を

検討する複数取引説の 3つの解釈方法。学説が考えられる。それぞれ検討すると、DESは、

私法上、1つの法的契約であり現物出資として取り扱われていることから、1つの資本等

取引とみることもできる。しかし、税法上の課税関係を検討する場合、資本等取引の要素

と債務免除という損益取引という 2つの要素が混在している取引であると解する方が、

DESの本質的な性格を表しているといえる290。 そのように考えると、債務者企業には DES

実行直後に一旦自己宛債務および債権が存在し相殺されることとなるが、DESは企業再生

290 もつとも、複数取引説と混合取引説は表現の違いではあるが、結果的には取引ごと
に課税関係を検討している点は同様である。
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の手法として行われることから、その会社の財務状態は悪化しており現物出資された債権

の時価は下落している。したがつて、税法上、債務の額面額と現物出資された債権の時価

の差額部分は、債務を免除したことと同様の効果があり、債務免除益として法人税法第 22

条 2項のその他の取引として益金概念に該当し、益金に算入されると解することが妥当で

あるという結論に至った。

さらに、擬似 DESにおいては、DESと 同様の効果を持ちながらも、取引形態は債務の

弁済および金銭出資であることから原則課税所得は生じないため、DESと の課税の均衡に

ついて問題があつたといえる。第 4章で分析 。検討した東京高等裁判所平成 13年 7月 15

日判決においては、法人税法第 132条の同族会社の行為計算否認規定を適用し、金銭出資

および子会社からの貸付金の返済後に当該株式を売却した際に有価証券売却損を計上した

行為を「一連の行為」とみなして、擬似 DESの部分を含んだ当該一連の行為を否認してい

る。つまり、当該判例では、額面金額よりも発行価額を大幅に超える払込みがあつたこと

からも、額面金額を超える部分については寄附金とする判断が下されている。当該判例に

ついては、債権者企業側の取引について争われた事例であるが、合理的な再建計画に基づ

かないようなケース等で擬似 DESが行われた場合は、当該事例のように寄附金認定がな

された際に債務者企業に受贈益として益金を認識するといつた可能性がある。さらには、

法人税法第 132条に該当する場合においては、擬似 DESを DESと みなして課税所得を

検討し、益金を認識することもあり得る。このように、DESと 同様の法的効果をもたらす

擬似 DESについては、受贈益または債務免除益として益金認識する可能性は残されてい

るが、現行税法上は原則課税所得が生じないことから DESと の課税関係の均衡が保たれ

ていないといえる。もつとも、DESと 擬似 DESについては、債務超過を解消する手段と

して活用されるということでは同様の趣旨であり、現金の流入 。流出が絡むか否かという

点のみが異なっているに過ぎないということができる。この差異が、重要な課税上の取扱

いの違い (債務免除益が発生し課税されるか否か)を生み出すという合理的な理由になる

とは考えにくい。そうであるとすれば、DESと 擬似 DESについては、本来は同様の課税

関係とされるべきなのではないかと考える。

このように、DESにおいては債務免除益が計上されることとなるが、法人税法第 59条

により、法的整理手続や一定の私的整理手続がなされた場合においては当該 DESに より

債務免除益が計上されたとしても、期限切れ欠損金との相殺といつた特例も認められてい

るのが現状である (法人税法第 59条による取扱いについての検討は、当節の 3で検討す



る。)。 実際にはそのような法的整理手続や一定の私的整理手続を行 う前に、早期に債務超

過状態を解消し経営状況を安定させるために DESを行うことも経営戦略としては十分に

考えられる。しかし、青色欠損金の金額以上の債務免除益が計上された場合には課税負担

が生じキャッシュが圧迫され、DESの効果は減殺されてしまうため、何らかの租税負担の

軽減措置が必要であると考える。

2.欠 損金の繰越控除制度における期間制限および控除制限

法人税法第 57条においては、欠損金の繰越控除について規定されており、適用要件、期

間制限さらには控除制限が設けられている。そもそも、欠損金について、無期限に繰 り越

されていくべきものであれば法人税法第 59条で規定しているような期限切れ欠損金とい

った概念は存在しない。そこで、第 6章において欠損金について期間制限を設ける必要が

あるのか等について、企業会計および税法的視点から検討を行つた。

企業会計においては、継続企業を前提としているため便宜的に期間を区切り損益計算を

行つている。これは、各事業年度に、株主等の利害関係者に企業の財政状態や経営成績を

明らかにする必要があり、当期の利益等を算定することを目的としているからである (企

業会計原則第二、一 。第二、一 )。 そして、一定の場合を除き、繰越利益として各事業年度

の利益または損失が繰 り延べられていく。つまり、企業会計上の欠損金は、企業の全存続

期間にわたる全体損益計算と人為的に区画する期間損益計算との関係 (一致の原則 :

Kongruenzprinzゎ )291か ら自動的に調整されることになる。したがつて、税法における所

得課税制度の基礎的計算思考も一定期間の活動の結果としてどれだけの成果をあげたかを

計算すること、すなわち期間的成果計算 (periodische Erfolgrechnung)292を 基礎として

いることから、税法上、欠損金は無期限 。無制限に繰越控除が認められるべきである。

しかし、法人税は期間税であり、事業年度独立の原則により期間所得に対する租税負担

として算定され、ある年度の課税所得は他の年度の課税所得計算に影響しないとされてい

るため、事業年度独立の原則を厳格に適用すると所得の発生の仕方によつては、租税負担

291 schmalenbach E.:Dynalnishe Bilanz,13.verbesserte und erweiterte Au■ .,

Kёln/Opladen 1962.S。 64‐66.工・シュマーレンバッハ著/土岐政蔵訳『 12版・動的貸借
対照表論』 (森山書店、1972年 )44‐46頁。
292 柳裕治『税法会計制度の研究―税務財務諸表独立性の論理―』 (森山書店、2005

年)197頁。
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に不公平が生じることとなる。したがつて、欠損金の繰越控除制度は、所得変動に対する

中立的で公平な租税負担の視点からは、所得金額と欠損金額とを平準化する調整的措置の

ため調整の対象となる期間は無期限であり、金額も無制限 (青色欠損金の範囲内)でなけ

ればならない。しかし、欠損金の繰越控除制度は、現行法上も期間制限が設けられており、

その理由としては、所得課税制度における事業年度独立の原則からの例外的措置であり、

納税者に対する特典的性質を帯びているのであって、かかる特典を永久に納税者の権利と

して留保することは財政収入確保および安定性の阻害要因となるためと考えられる293。 ま

た、鈴木一水教授は、欠損金の繰越控除を無制限に認めると限界税率が低下しやすいため、

当該制度を利用した税顧客裁定の機会を企業に与えることとなつてしまい、税収の確保の

みならず課税の公平の観点からも問題があるため、期間制限が加えられていると説明され

ている294。 一方で、期間制限については無期限とするべきという見解もあるが、租税法律

主義および租税公平主義等の観点からは望ましいとはいえない。なぜなら、わが国は申告

納税制度を採用していることから、第一次的に当該納税申告により課税所得に対する納税

義務が確定するが、補完的に租税行政庁が行う更正または決定の処分により第二次的に確

定することになる。そのため、期間を無期限とすることは租税法律関係がいつまでも終了

せず法的安定性 。予測可能性の観点からも問題が生じる。また、租税の公平 。中立性を保

つためには、適正な所得・欠損金額を算定し確定する必要があり、そのための証拠書類等

の保存が必要となつてくる。このようなことからも、欠損金の繰越控除については、期間

制限を設けることが妥当である。欠損金の繰越期間については、平成 28年度改正により、

平成 30年 4月 1日 以後開始事業年度において生じた欠損金額については 10年に延長さ

れたが、アメリカの 20年間や ドイツの無期限と比べると繰越控除期間は短いように感じ

られる。かかる繰越期間については、租税の公平 。中立性等の視点から、帳簿書類の保存

期間、更正等の除斥期間、租税争訟における立証の困難性および個人所得課税とのバラン

293 武田隆二『法人税法精説 (平成 17年版)』 (森山書店、2005年)939頁。
294 限界税率とは、「当年度における課税所得の追加 1円がもたらす当年度および将来の
支払税額または還付税額の増減の現在価値」と定義づけている。鈴木一水『税務会計分
析―税務計画と税務計算の統合―』 (森山書店、2013年 )140‐ 141頁。また、税顧客裁
定 (clientele‐ based arbitrage)に ついては、「伏在税の存在によつて直面する税率の異
なる複数の納税者間で税負担の異なる形式を組み合わせて行われる」税率の差を利用し

て税額を減少または利益を得る税裁定のことを示している。鈴木一水『税務会計分析―
税務計画と税務計算の統合一』 (森山書店、2013年)55頁。

113‐



ス等と整合性を保ちつつ合理的な期間を設定する必要がある。

また、期限切れ欠損金については有利な取扱いであるといえるが、課税関係が終了し本

来ならば課税の対象期間から外れたような損金について遡及して適用することは望ましい

とはいえず、税法上の考えから逸脱していると考える。また、青色欠損金については別表

7で管理されているが、期限切れ欠損金については管理がなされていない状態である。実

務上は通達により便宜的に、別表 5(一 )の期首現在利益積立金額がマイナスである場合

の金額から青色欠損金等を控除した額を期限切れ欠損金として計上している (法人税法基

本通達 12‐ 3‐ 2)。 しかし、当該期首現在利益積立金額については、寄附金や交際費、役員賞

与等の社外流出を伴 う費用について、税務上否認され損金不算入となった場合その金額分

だけ多く計上されることになる。さらに、自己株式の取得や適格組織再編等を原因とした

利益積立金額の増減があれば、利益積立金の残高は適正な期限切れ欠損金とは一致しない

297。 そのように考えると、適切に管理されていない期限切れ欠損金を損金算入させること

は、適正な所得計算という前提を崩していると考えられることから、妥当であるとはいえ

ない。

さらに、現行法人税法において、法人税率引き下げに伴う税収確保等の目的のため中小

法人等以外の法人には控除制限が設けられている。欠損金の繰越控除期間が無期限であれ

ば、控除制限にかかつた部分においても期限切れ欠損金とならないはずであるが、期間が

限定される場合、控除制限にかかつた欠損金が期限切れとなる可能性もある。このように、

繰越期間の制限と繰越控除の限度額の制限の二重の制限は、法人税率の引き下げによる減

税を補 うための税収確保等の政策的な意味合いが強く、本来の欠損金の繰越控除制度の趣

旨から再検討する必要があると考える。

3.債 務免除益課税 と租税公平主義

第 7章において、企業再生税制である法人税法第 59条の規定については、政策的な意

味合いが強く、税法の原則である租税法律主義・租税公平主義、および所得計算原理、さ

らには企業経営に対する租税の中立性の観′点からすると望ましくないとする面もあること

を述べた。特に、会社更生手続き等において債務免除益等が計上された場合は、期限切欠

297 古田美保 「欠損金に係る課題 ―事業再生の観点から―」『税務会計研究』第 24号

(2013年 9月 )42頁。
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損金から先に損金算入することができ、損金算入しなかった青色欠損金を翌期に繰 り越す

ことができる規定となつている。第 7章で検討した JALは、会社更生法による会社更生手

続により財産評定がなされ、その結果、多額の資産評価損が計上されることとなり、また

多額の債務免除益等が計上されても期限切れ欠損金が残つていれば優先的に控除されたた

め多額の青色欠損金が翌期に繰 り越されることとなった。その結果、JALは企業再生後、

大幅な利益を計上したが、当分の間課税を免れることとなった。この点については、当該

優遇措置が市場競争に歪みを与える恐れもあるという問題点を惹起した。つまり、法人税

の減免により、キャッシュフローは押上げられ、新規の設備投資等に力を注ぐこともでき

当該再生企業が既存のその他の企業より競争力が高まる可能性もある。そして、企業再生

税制の目的である企業再生を阻害させないための措置が、当該再生企業と同一市場で競争

している企業にとつては、不公平であり競争環境の歪みに繋がるものといえる。

ここでいう租税公平主義とは、税負担は国民の間に担税力に即して公平に配分されなけ

ればならず、各種の租税法律関係において国民は平等に取り扱われなければならないとい

う、税法の基本原則である298。 何を持つて公平 。中立であるかが問題となるが、その判断

の標識として担税力が用いられている299。 担税力は経済的負担能力のことであるが、当該

基準として所得 。財産 。消費の 3つが挙げられ、その適切な尺度として最も優れているの

が所得であり、公平な税負担の要請にも適合しているとされている300。

法人税法第 59条に定められている、会社更生法等および民事再生法、一定の私的整理

において更生・再生手続がなされた場合、法的には組織体は継続・存続しており当該企業

は他の健全な企業と状況は異なるが、担税力の観点からは同様であると解すべきである。

したがって、債務免除益等については、原則益金として計上されるものであるが、他の企

298 金子宏『租税法 (第 21版 )』 (弘文堂、2016年 )83頁。
中里実・弘中聡浩 。渕圭吾。伊藤剛志・吉村政穂『租税法規概説』(有斐閣、2011年 )
17頁。
299 水野忠恒『租税法 (第 4版 )』 (有斐閣、2009年)12頁。金子宏『租税法 (第 21
版)』 (弘文堂、2016年)83頁。租税の公平とは、等しい状態にある者には等しい税負
担を課し (水平的公平)、 等しくない状態にある者には適切な差異を設けた税負担を課す

(垂直的公平)を意味している。 (北野弘久『現代税法講義 (第 4版 )』 (法律文化社、
2005年)20頁、中里実・弘中聡浩 。渕圭吾 。伊藤剛志・吉村政穂『租税法規概説』(有
斐閣、2011年)17頁。等)
300 金子宏『租税法 (第 21版 )』 (弘文堂、2016年)84頁。形式的平等と実質的平等の関
係では、形式的平等も立法・適用において必要となるが、税法では、それ以上に納税者
の負担能力に応じた実質的な平等を求めているといつてよい。山田二郎『実務 租税法
講義』 (民事法研究会、2005年 )72頁。
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業では損金に算入できない期限切れ欠損金の損金算入、採用する再生手段により期限切れ

欠損金の優先控除ができるとしている法人税法第 59条は、租税の公平性 。中立性の観点

からは妥当であるとはいい難いのである。

ただし、税法は租税特別措置法などの政策的な取扱い・法規定も多様に存在するのも事

実であり、これらの規定は不合理な優遇といえるかどうかが一つの判断基準となる。 した

がつて、会社更生法等の他の法律からの要請である企業再生といった目的を果たすための

行為が租税によつてその目的を阻害させる可能性があることについては、一定の配慮が必

要不可欠であると考える。しかし、現行法においては、JALの事例でみたように一定の配

慮が、市場競争に歪みを与え、かつ企業再生を果たすといつた目的以上の優遇を租税が与

えていると考えられる。また、資本主義経済社会においては、資本は公共の利益に役立つ

ような産業に、また同一産業のなかでは経営者が資本を有効に利用しうる企業に流入すべ

きである。ある企業が相当期間にわたつて利益をあげているならば、このことは、その資

本が現存する需要に役立つような産業のなかで有効に使われていることを意味し、もし資

本が長期間利益をあげていないならば、このことは資本が無能な者に委ねられているか、

または持続的な需要に役立たない産業に使われていることを意味している301。 したがって、

税法は、資本主義経済社会においては、租税の公平性 。中立性の視点を基本として対応す

べきであり、他の法律の阻害要因とならないような措置を講じなければならないのである。

そこで、企業再生を図る企業に対してどのような措置を講ずるべきか、租税の公平 。中

立性の観点から提案する。

第 4節 企 業 再 生 税 制 の 問 題 点 と解 決 策

1.債 務の株式化

前節では、租税の中立性の観点から検討を行つてきた。そのことを踏まえて、「合理的な

再建計画がある場合」等の要件を設け、その要件に該当する場合には DESの実施時にお

いて債務免除益に対する課税所得を発生させずに、将来一定の事象が生じた場合に課税す

ることを提案する。一定の事象が生じた場合に課税することとは、例えば債務の株式化に

30r W.A.Paton / A.C.Littleton :An Intoroduction To Corporate Accounting
Standards,American Accounting Association, 1 970,p.3
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より発行された株式に配当が行われた場合や、償還条件付株式等の種類株式が発行された

場合 (配当が可能となった後に償還する等の条件や優先配当等の条件を付す必要があると

思われる。)には償還した時等のことをいう。配当が可能であることは、すなわち分配可能

額が発生するということになり、債務超過の解消や一定程度の再建を達成したとみること

もできることから、DES実行時に繰 り延べた債務免除益を取り崩して課税することは資金

繰り等を考慮しても可能であると考える。また、債務免除益に対して課税される時期は異

なるものの課税を免除するわけではないことから、租税の中立性の観点を考慮しても妥当

と考えることができる。

2.企 業再生税制

上述した検討等を踏まえて、企業再生時において債務免除益等が計上され課税所得が発

生する場合については、制度上課税の繰延べが適切であるといえる。すなわち、通常の企

業であれば債務免除益等は益金に算入されるところ、企業再生を行う企業に対して課税し

てしまうと会社更生法および民事再生法の目的を阻害し、本来の企業再生税制の役割を果

たせないこととなる。したがつて、特に影響のある債務免除益等について、青色欠損金で

相殺できない部分を課税の繰延べとすることにより企業再生時においては租税負担が軽減

されることとなるのである。また、第 10章第 3節 2で述べたように、期限切れ欠損金と

いった損金を法人格が継続している会社に対して復活させ遡及適用することは税法上妥当

ではなく、企業再生時においても青色欠損金の範囲内で当該債務免除益等の額の損金算入

は考えるべきである。また、厳密に公平性 。中立性を検討すると課税の繰延べによる時間

価値を考慮する必要もあり、企業再生時に債務免除益等を負債調整勘定として負債に計上

し、5～ 10年の間に負債調整勘定を償却し特別利益として計上していくという処理方法も

考えられる。ただし、この方法では会計にまで影響が及ぶこととなり、企業再生時に債務

免除益相当額が負債に計上されてしまうので財務内容の改善を阻害してしまう恐れがある。

それゆえに、税法上の調整項目として別表で加算する方法が適切であると考える。

上述の提唱について、そもそも企業再生の計画の段階で営業利益の黒字化が見込めるも

のが企業再生手続を行つており、また全ての法的整理終了企業が対象の数値ではないが約
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70%が黒字を計上していることからも、当該提唱案は実現可能であると考えられる302。 さ

らには、会社更生法等が適用される場合は、手続き終了後に収益力が回復し財務内容が改

善することが可能であり、解散・清算するよりも債権者にとつて損失を招く結果とならな

い場合であるから、課税を繰 り延べて税を回収することは可能である。もつとも、課税の

繰延べに対応できないような企業は、企業再生を行う意味があるのかという点も検討する

必要がある。ただし、企業再生終了直後は黒字が計上されたからといって、キャッシュフ

ローが厳しい可能性があることを加味し、企業再生終了後 3～5年はその償却益の計上を

見送る措置も必要と考える。このような措置の創設により、企業再生を阻害させず、また

租税の措置が過度な優遇とならないように租税の公平性・中立性も確保でき市場競争の歪

みが生じる可能性を排除することができるのである。

資本主義経済社会においては、資本は公共の利益に役立つような産業に、また同一産業

のなかでは経営者が資本を有効に利用しうる企業に流入すべきである。したがつて、税法

は、資本主義経済社会においては、租税の公平性 。中立性の視点を基本として対応すべき

であり、他の法律の阻害要因とならないような措置を講じなければならないのである。

302 帝国データバンク HP「民事再生終結企業の追跡調査」
http〃www.tdboco.jpノ report/watching/press/pd耽)130307.pdf(2016年 8月 )
2009年 3月 末までに民事再生手続きを終結した 3,012社のうち、2011年度は「黒字」
506社 (69.8%)に対し、「赤字」は 219社 (30.2%)と なり、約 7割が黒字を確保し
ている。
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第 11 二早 論

以上、企業再生税制について、租税の公平。中立性の視点から、特に債務の株式化 (DES)

と債務免除益課税に関して、学説・判例 。外国税制等の分析・検討を試み、理論と実践に

おいて整合性のある新たな企業再生税制の構築に向けた解決策の提唱を行ってきた。

まず、DESについては、東京地方裁判所平成 21年 4月 28日 判決 (最高裁判所平成 23

年 3月 29日 上告不受理決定)の検討を通じて、法的性質および課税根拠に関して検討し

た。DESについては税法上、単一取引説、混合取引説、複数取引説の 3つの解釈方法 。学

説が考えられる。税法上の課税関係を検討する場合、資本等取引の要素と債務免除という

損益取引という2つの要素が混在している取引であると解する混合取引説の考え方を採る

方が、DESの本質的な性格を表しているといえる。そのように考えると、DESは企業再

生の手法として行われることから、その会社の財務状態は悪化しており現物出資された債

権の時価は下落している。したがつて、税法上、債務の額面額と現物出資された債権の時

価の差額部分は、債務を免除したことと同様の効果があり、債務免除益として法人税法第

22条 2項のその他の取引として益金概念に該当し、益金に算入されると解することが妥

当であるという結論にいたつた。

さらに、擬似 DESにおいては、DESと 同様の法的効果を持ちながらも取引形態は債務

の弁済および金銭出資であり原則課税所得は生じないことから、DESと の租税の公平性に

ついて問題があることについて検討を加えた。もつとも、DESと 擬似 DESは、債務超過

を解消する手段として活用されるという同様の趣旨であり、現金の流入流出が絡むか否か

という点のみが異なっているに過ぎないといえる。この差異が、重要な課税上の取扱いの

違いを生み出すという合理的な理由になるとは考えにくい。そうであるとすれば、DESと

擬似 DESについては、本来は同様の課税関係とされるべきなのではないかと考える。

また、特に DESは、財務内容改善のための手段として多く用いられていることから、
「合理的な再建計画等」があつた場合などの要件を設け、課税を繰延べることを提唱した。

このように、契約上は 1つの取引ではあるが、個々の要素を検討していくと当該要素ごと

に課税されるような取引など、手続きが複雑化した取引は今後も増えていくように思う。

その度に、税法上では課税・非課税の検討を慎重に行 う必要がある。

さらに、会社更生法、民事再生法、一定の私的整理に基づく手続を行つた際に生じるDES

を含む債務免除益の課税のあり方について、欠損金の本質、欠損金の繰越控除制度の検討
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および事例の検証を行い租税公平主義、租税の公平性 。中立性の観点等から考察し解決案

を提唱した。まず、法人税は期間税であり、事業年度独立の原則により期間所得に対する

租税負担として算定されるため、欠損金の繰越控除制度は、所得変動に対する中立的で公

平な租税負担の視点から、所得金額と欠損金額とを平準化する調整的措置として設けられ

ているのである。したがつて、欠損金の繰越控除制度は、租税負担の指標たる所得測定の

合理的調整措置として必要であり、調整の対象となる期間は無期限であり、金額も無制限

でなければならないと理解するとともに、繰越控除期間については時間的に一定の制限を

加える必要性があることを検討した。繰越控除期間については、租税の公平性 。中立性等

の視点から、帳簿書類の保存期間、更正等の除斥期間、租税争訟における立証の困難性お

よび個人所得課税とのバランス等と整合性を保ちつつ合理的な期間を設定する必要がある。

したがつて、期間制限が必要という理論展開からは、期限切れ欠損金という概念が発生し

てくる。企業再生税制においては、要件を満たせば債務免除益相当額分の期限切れ欠損金

を優先的に損金算入できる点について、課税関係が終了し、本来ならば課税の対象期間か

ら外れたような損金について遡及して適用することは望ましいことではなく、税法上の考

えから逸脱していると考える。また、青色欠損金については別表 7で管理されているが、

期限切れ欠損金については管理がなされていない状態である。その点も考えると、適切に

管理されていない期限切れ欠損金を損金算入させることは、適正な所得計算という前提を

崩していると考えられることから、妥当であるとはいえない。

そして、アメリカおよび ドイツの債務免除益課税の取扱いについても検討を行つた。ア

メリカにおいて、Chapterll適用会社は、債務免除益が総所得不算入となるかわりに将来

の所得を減額させる恩恵項目である租税属性を減額するといつた処理方法がとられている

ことを確認し、この取扱いについては日本の法人税法第 59条よりも租税の公平性 。中立

性が図られていることについて論考した。ただし、Chapterll適用の場合は、租税属性を

超える債務免除益については総所得不算入となるため、再生会社ではない会社との公平性

は図られていないとも考えられ、また租税属性の減額をするものの総所得不算入とするこ

とに対して問題がある。また、 ドイツにおいては、税法上、原則として、欠損金は無期限

に繰り越すことができるが、控除制限措置が導入されている。再生利益 (債務免除益)課

税については、2008年法人税法 8c条が新たに設けられ、再生利益の課税は、5年以内に

直接的あるいは間接的に構成員の権利や議決権に変更が生じた場合、繰越欠損金はその持

分割合だけしか再生利益と相殺できず、残余分はそのままとすることと変更された。しか
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し、2009年 7月 には、法人税法第 8c tt la項が設けられ、一定の条件の下で緩和措置が

講じられた。しかし、このような再生利益の課税緩和に対しては、EU委員会から、公正

な競争原理からかかる措置は公的助成金に相当すると判断され、もはや税法上の再生規定

条項は適用できなくなっている。すなわち、 ドイツでは公正な市場競争を維持するため税

法上においても詳細な処置が講じられている点について評価できる。

上記のように検討した上で、わが国の企業再生税制は、租税の公平性 。中立性の観点か

ら妥当ではなく、市場競争に歪みを与え、再生企業に対して税が過度な優遇をしている等

の問題点を指摘した。さらに、これを解決するために、企業再生時での期限切れ欠損金の

適用禁止、そして青色欠損金以上の債務免除益に対しては課税を繰延べることを提唱した。

このように、企業再生税制は、会社更生法・民事再生法 。私的整理ガイ ドライン等の他

の法律や規定と密接に関わつており、それらの要請 。目的に対して税制が阻害させるよう

な取扱いがなされるようであれば、一定の配慮が必要である。しかし、その税法による配

慮はあくまで、他の法律の目的を達成することを援助するまでであり、税法上の中立性が

保たれないのであれば問題であり、目的達成以上の配慮は過度な優遇にあたるため適当と

はいえない。

今後、経済の状況により企業再生税制の必要性 。重要性は高まることも踏まえて、租税

の公平性 。中立性の観′点、市場競争に影響を与えないような法整備 。税制措置を講ずるこ

とが必要である。
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